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は じ め に

我が国産業の情報化 は、企業 あるいは企業 グループを軸 に大 きな発展を見せ、

企業経営 の体質強化が図 られてきま した。 しか し、一層の情報化 を進ある上で、

企業間にまたが る電子データ交換(EDI:ElectronicDataInterchange)が 注 目

され て お り、 欧米 にお いて は"NoEDI,NoBusiness"と ま で 言 わ れ る よ うに

な って きて い ます。

我が国 におけるEDIの 普及 ・啓蒙 の ため に、EDI推 進 協議 会(JEDIC:Japan

ElectronicDataInterchangeCounci1)は 平 成4年10月 に、 通商 産業 省等 関係4

省 庁 の 後援 の 下 に業種 横 断的 な組 織 として設立され、現在44の 業界 団体 、 関係 機

関が 参加 、活 動 しています。

設立以来、約1年 半 が 経過 しま したが、 その 間にEDIを 具 体 的 に導入 す る業 界

が か な り増 えて きま した。ちなみに、⑱ 日本情報処理開発協会産業情報化推進セ

ンター(JIPDEC-CII)が 中 心 にな って開発 したCII標 準(シ ンタ ック スル ー

ル)は 、10を 超 え る業界 で 採用 されつっ あ り、標準メ ッセー ジ開発の構文規則 と

して は実質的標準 とな りっっあ ります。

しか し、今後一層のEDI普 及 を図 り、 また業 際化 、 国 際化 をよ り円滑 に推進 し

てい くためには、各業界 におけるEDIの 導入 実態 や解 決す べ き課 題 等 を相互に報

告 しあい、業種横断的な課題等 にっいて意見交換を行 うことが極あて重要な こと

と思 います。

「EDIフ ォー ラム1994」 は この よ うな背 景 の下 に我が 国 におけるEDI導 入 の先

進 的業 界 が 、 それぞ れ の立場か らEDIの 現状 と課題 等 につ いて 報告 を行 った もの

で、 ここにその講演記録を とりまとめま した。本資料が我が国におけるEDIの よ

り一 層 の発展 に資す る こ とになれば幸いです。

最後 にな りま したが、rEDIフ ォー ラム1994」 の開催 な らびに本 講演 記 録 の作

成 に ご尽力を賜 りま した関係各位に深謝致 します。

平成6年5月

働 日本情報処理開発協会

産業情報化推進セ ンター
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開 会 挨 拶

窪田 芳夫

EDI推 進協議会 ・企画委員長

東京電力㈱理事

おはようございます。

EDI推 進協議会は、平成4年10月 に発足 してから

1年半が経過いた しました。その間、研修会 としま

しては、昨年の今 ごろに3回 行いました。対象とし

ましては、実務者向けを2回 、経営者向けを1回 と

いうことで、かな り精力的に行いま した。今年は少

し地道でも重要な活動を行おうということで、今、

教材作成 ワーキンググループにお願いして、各業界

でEDIを 広めるために必要な教材の作成 に取 りか

かっているところです。

EDIの 国際標準 としては、UN/EDIFACTが 中

心になっておりますが、これと整合性のある日本の

標準 として、一昨年から提唱されてお りますCII標

準 も、いろいろな業界団体でこれを支持する、ある

いは使うという意思表示をいただいてお ります。こ

のように、 日本 も業界横断的な標準を使った、開か

れたEDIが いよいよ本当に始まる時代が来たなと思

うわけです。 しか し、まだ今までの私的標準により

ます電子データ交換で、十分満足 してお られる多く

の企業の トップの方 もおられますので、この機会に、

オープンなEDIと いうものの必要性を、皆様方から

も関係の方々にぜひ御理解を賜るように日常の活動

をお願いしたいと思います。今のような形のまま取

引が広がってまいりますと、ソフ トの開発にもむだ

な投資が必要ですし、ソフ トの改変に対 しても大変

むだな労力がかかってしまいます。そういったこと

も含めて、標準を使 っての日常の活動に向けて、皆

が そのカを合わせていくことが大事ではないかと

思 っております。

EDI推 進協議会としましては、昨年3月 にオース

トラリアで開催されたEDIユ ーザー世界会議で、初

めて日本からEDIの 現状と課題について報告をいた

しました。その場にはアメ リカ、ヨーロッパを含め

て多 くの国からの参加がありましたが、 「日本か ら

初めて こういう形での正式な発表をありがとう、今

後の発展を祈っている。」という温かい御支援を受

けました。それから、同 じく昨年の12月 に韓国で開

催されたEDICOM'93で は、 日本から6件 の発表を

行いました。私 も日本のEDIの 現状について報告を

いた しました。そのときも、CII標 準を 日本の中で

一つの標準 として進めるのだという報告を しました

際に、世界中のEDI推 進責任者の方 々から、 「これ

は非常に実務的で結構なことだ」と反応がありまし

た。特に国連のレイ ・ウォーカー氏からは、 「国連

が進めている標準メッセージの開発 と整合をとった

形でぜひ進めてほしい。その意味で、CII標 準の推

進に当た られる人たちが国際標準について十分連携

をとって もらいたい」と言っていただきま した。こ

のように、日本の進め方についてもある程度、理解

をいただいていると思います。

平素は当協議会の皆様方には、夜遅 くまでいろい

ろな活動について御議論いただいていますが、会員

の方々になかなか見える形 にな っていないというこ

との反省に立ちま して、今 日は44会員のうち14の 会

員の代表の方に業界動向についてお話をいただくこ

とにいた しました。初めての試みでございますので、

EDIフ ォーラムという名前をつけましたが、 これが

もし皆様の御支持が得 られるな らば、今後は同じよ

うな取引のグループが集まって、セ ミナーのような

形で、もう少 し具体的に標準 メッセージなどの議論

ができるような場を提供 してい くことが、EDI推 進

協議会としては非常に大事なことだと思っておりま

す。

平素か ら会員の方々、あるいはその業界におられ

ます各企業でEDIを 推進されている皆さんの温かい

御支援によって、EDI推 進協議会も一生懸命にや っ

ております。今日は一日、各業界からお忙 しい中、

御発表いただきますが、討議す る時間がございませ

んので、懇親の場で改めていろいろ意見交換等を し

ていただければと思います。

それでは、今日一日よろしくお願いいた します。
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チ ュー トリア ル

「業 際EDIの 推 進 につ いて 」

大久保 秀典

EDI推 進協議会 普及 ・啓蒙委員長

東芝物流㈱ 取締役

おはようございます。ただいま御紹介いただきま

した、企画委員としま して普及啓蒙を担当してお り

ます、東芝物流の大久保でございます。

本 日は窪田委員長の強い リーダーシップと、事務

局の大変な御苦労、それか ら、御発表いただ く各業

界の御協力を得ま して、このようにEDI推 進の主眼

であります各業界をまたがった活用と、そのための

業界間の情報交換ができることにな りましたが、大

変すばらしいことだと思ってお ります。

今 日は御指名も得ま して、業界の皆さんの発表に

先立 って前座を務めるようにという御指示でありま

したので、業際EDIの 進め方について日ごろ考えて

おりますことを御紹介させていただ きたいと思 って

おります。

まず最初 に、この電子データ交換(エ レク トロ

ニ ック ・データ ・インターチェンジ)に ついて一応

考え方を共通に していただ くためにこの絵を用意 し

てあります(図 一1)。 電子データ交換の元来の意

味は、 コンピュータで読めるデータを交換すること

です。 このような ことか ら、最初の ころはパ ンチ

カー ドの交換、フロッピディスクの交換でした。ま

た企業間のオンライ ンシステムの延長 も、広い意味

ではEDIに 入るというお考えの方が多いわけですが、

最近EDIと 言っておりますのは、何 らかの標準一 こ

れがキーワー ドですが一が必要であろうということ

です。EDIが 始まったころは、業界 ごとにやるしか

なく、業界の標準をつ くる話であったわけですが、

よく考えてみますと、業界の閉 じた標準をつ くって

も、一つの業界の中だけの取引 というのは実は少な

く、違 う業界との取引が多いわけですか ら、どんど

ん広げていかなければいけないという動 きが出てい

ます。

一方、国際標準の方は、ヨーロッパの経済統合 と

いう一つの問題を背景にして、何 とかヨーロッパの

中の各国間の取引がうまくいくような、業際をさら

に上回る、国間を含めた標準化が必要だということ

で活動 しております。そういう意味で、業界標準か

ら業界横断標準、これは日本の国内標準みたいなも

のですが、それか らさらに発展 した国際的な標準が

あります。少な くともEDIと いうのは、 この標準と

いうものを前提に考えていこうというのが今の基本

的な考えです。

全体の標準化の動向ということで簡単にお話 しま

す。大きな流れだけ申し上げますと、国際標準は国

連の場でつくっていて、各地域、日本やアジア及び

ヨーロッパなど、各地域の代表が集まって全体的な

推進が行われています。

また各地域別に見てみますと、ヨーロッパ は、経

済統合ということもあったので しょうが、非常に国

際標準の必要性を感 じ、大体 これを導入するという

ことに決まっています。アメリカではもともと先行

して国の標準で、ANSIX12と いうのを持 っていた

わけですが、当然これ も国際標準をベースにつ くら

れているわけです。とは言いながらも、やはり違 う

ものですから、なかなか導入 ・推進が決まっていな

いのですが、最近、将来的にはUN/EDIFACTに

移行するとい うことが確認をされております。現実

の動きはよ くわか りませんが、そういうことになっ

てお ります。

それから、オース トラ リア、ニュージーラン ドは、

国際標準の普及に積極的な展開を しております し、

アジア地域で も、それをベースにEDIを 進めていこ

うという動きがあると認識をしております。

それでは、日本はどうなのかということですが、

国際会議の場ではなかなか日本のEDIの 状況が理解

されておらず、恐 らく国際会議に余 り積極的に参加

していない段階では、ほとんど進んでいなかったの

ではないかと思われていました。実 は日本の国内で

は、各社独自方式のオンライ ン接続 という広義 の

EDIが 、多分ほかの国よりもむしろ進んでいるので

はないかと思ってお りますが、こういうことは最近、

世界各国でも理解されて きております。

流通業界を中心にして、業界標準 というのがで き

てだいぶ前か ら動いていた中で、EIAJ(㈲ 日本電

子機械工業会)が 、業界固有で はないオープ ンの

EDI標 準(EIAJ標 準)を つ くりました。っ まり、
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標準を作成 した当初か らEIAJの 会員企業の取引先

がEIAJの 中で閉 じていないということを意識 して

いたという意味です。EIAJ標 準をつ くるときに最

初か らCII(産 業情報化推進センター)と 一緒にや

りましたので、そういう意味で も、最初か らEIAJ

固有とい うのではなか ったということになります。

その結果、業界横断標準 として使えるということが

わかってきたので、機能を拡張 しようということに

なり、開発 ・普及が始まっているということです。

そ ういう中で、UN/EDIFACTと いう国際標準

をどう使 うのかというこどが、常に悩みの種であっ

たわけですが、 これはやはり基本的に国際取引には

使 っていこうということです。国際標準 というのは

御承知のように、英語あるいはフランス語 とかでっ

くられているわけです。それを日本語に直すのは大

変むずか しい。そのようなこともあって、 日本でそ

のまま普及するのは大変むずか しいのではないかと

いうこともあります。ただ、特に海外企業と取引 し

ている企業は、そんなこと言ってい られなくて、国

際取引には使っていかなければいけないことになり

ます。 しか し、日本で本当に普及 しようと思った ら、

やはり日本人に使いやすいものにしなければいけな

いので、とりあえず国内取引と国際取引の二本立て

でいこうというのが基本的な考え方になっていると

思います。

では、両者は一体どう違 うのかということですが、

EDIの 標準としての機能はほぼ同等 というふ うに言

えます。すなわち、機械的な変換が可能という意味

で、あまり違わないのではないかという言い方がで

きます。 ヨーロッパで もUN/EDIFACTを 使う、

あるいはシンガポールで も使 う、と言 っても、いろ

いろな意味が実はあるので、そういう意味では、日

本のこの業界横断標準 も、ほぼ同じだなという言い

方は可能であります。ただ、今言いましたように、

標準の規定などの文章が英文ですか らむずか しいと

いうことと、日本の取引慣行がまだ反映 していると

は言いがたいということがあります。本来は日本の

各業界が積極的に出ていって、こうだからこうして

くれということを言わなければいけないのですが、

それを言 うためにはまだちょっと時間がかかるかな

と思 っております。

これ も国際標準が完全に確立 しているならばいい

わけですが、まだまだ変動 している段階ですから、

日本のオープンなEDIを 確立 して、その内容をだん

だんUN/EDIFACTに 反映させていくという態度

が必要であろうと思 っています。そ して将来、UN

/EDIFACTが 安定 した時点で徐 々に統合を図っ

ていく。これは相当先の、遠い話だと思っています。

国連でUN/EDIFACTを 進めています中心人物と

も話をしま したが、rUN/EDIFACTが 、本当に

そうなるのは遠い将来で結構だ、しかしみんながそ

の方向に向いていることが重要なんだ。」というよ

うな話を聞いて、私 もそのように理解をしておりま

す。

これはEIAJ標 準を作成するときにっ くったもの

ですが(図 一2)、 そうい う業界横断標準をどう考

えたらいいのかということを、基本的にはこのEDI

推進協議会、あるいはその事務局で前か らEDIを 進

めている機関の産業情報化推進セ ンターで行 ったら

どうか。EDI推 進協議会等の推進団体の方は、業界

横断標準普及啓蒙活動を行い、業界のEDI標 準化活

動を行 う、業界間の調整を行う、各種 ドキュメン ト

の提供などを行 う。

図一2で は、EIAJと 書いてあり、特定の団体に

なっていますが、EIAJの 会員企業や電気関係の業

界が、いろいろな会社 と取引があるということを書

いているわけで、その相互取引のときに、業界横断

標準をベースに相互に必要 とする標準項目を特定 し

ていくというのが、産業界の基本的な活動であると

いうことであります。

それに対 して も、標準そのものをこういう形で普

及 し、あるいは調整するということがありますが、

一方、それぞれ業界は特徴を持 っているわけですか

ら、業界ニーズに基づ く標準や、項 目の追加等が必

要になります。また、その特徴を標準に反映させる

ということが必要ですから、こういうところに申し

込むと受けつけて くれると、こういう考え方が必要

であ ります。企業 コー ドとか業界間の調整は、当事

者同士だけでは解決 しないことがありますか ら、そ

ういったときに、中立機関、あるいは推進機関の調

整機能がうまく働けば、横断的な標準が進むのでは

ないかと思っています。

具体的な標準化がどうなっているかを見てみます

(図 一3)。 さっきの話をまとめると、JEDICと

CIIがEDIの 業界横断標準の維持管理及び普及を行

うということにな ります。各業界は、自分の業界に

おける業界横断標準、国際標準、これを、上位標準

としますと、その活用を推進するということは基本

であって、次にその上位標準の業界版をっ くるんだ

という考え方であります。ただ し、業界ニーズの上

位標準への反映は しなければいけない。メッセージ

だとかデータエレメン トとか共通 コー ド、こういっ
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たものを反映 させていこうと。業界間での調整は自

分で、自力でやらなければいけない、ということで

あります。ただ、自分で うまくいかないときに、中

立機関に協力をもらうと、こういうことだろうと思

います。

標準その ものの考え方、具体的には、標準メッ

セージのディレク トリ、こういう標準メッセージが

ありますよというもの、標準データエ レメン トの ド

キュメント、さらに、共通コー ド表、企業コー ド表、

シンタックスルール、通信プ ロ トコル、こういった

ものが具体的にはEDIの 標準を構成するものです。

業界の標準はどういうものか というと、登録されて

いる標準メッセージ、あるいはそこから抜粋 して使

うことになる。全部使 う必要はないわけですね。自

分たちに必要なものを使う。データエ レメン トもそ

うで、自分が必要なものを自分の業界のところに取

り込む。取 り込むためには、自分の必要なものが標

準に入ってないと取 り込めないわけですから、そう

いったような意味で、標準を取 り込むという考え方。

それか ら、 コー ド表類にっいては、これは共通です

か ら利用するということで、場合によっては、自分

たちが使 うコー ド表を少 し抜粋をしてつくるという

ことは便利のためにいいかもしれません。そういう

考え方で標準を見ていただければどうかなと、こう

いうことであ ります。

そこで、特定の業界が業界横断標準を導入する手

順 というものを一応考えてみ ます(図 一4)。 最初

に、業界内でEDI化 を促進する必要があるというこ

とをまず共通認識 していただかないと困るで しょう。

次に、EDIの ための専門委員会をっ くっていただく

必要がある。そ してその業界の中でEDIを 理解 して

いただき、業界横断標準、つまり自分たち業界内だ

けでなくて、取引の相手 とどういう標準が必要かと

いうことを検討 して、業界 としての ビジネスプロ ト

コルをまとめていただ くわけです。自分の業界固有

の問題とか共通の問題を考えて、どういうところか

ら着手するか、すなわち、対象範囲、等を決めてい

ただ く。

まずこれが一番重要だと思 っていますが、具体的

にどういうことなのかというと、主要取引業界との

間ですり合わせを していただ きたいということです。

自分たちはこういうデータを、例えば注文書であれ

ばこういう注文書を相手の業界に届けたいのだと、

あるいは相手の業界か らこういう納品書データをも

らいたいのだと、そう業界で思 う。そういうことを

やったら各業界団体に所属する企業の業務の合理化

が進むということですか ら、そのためにどういう

データが必要なのか、交換 したらいいかということ

は、皆さんで決あられるわけです。そうすると、必

ず相手がいるわけです。だか ら、自分の業界内であ

れば勝手にどん どん決めていけばいいわけですが、

必ず相手がいるわけですから、相手と話 し合 っても

らいたい。そして、お互いにそういうデータ項 目が

必要だなということが認識でき、そういうことで標

準が全部決まっていればいいのですが、決まってい

なければ標準への追加をする、そ して、業界と して

の合意をっ くっていき、その内容が決まれば登録申

請をする。JEDICとCIIの 方では、そ ういう登録申

請があった ら、原則 として業界内で十分調整がある

と思えば、速やかに受理するという姿勢が要ると思

います。 しか し、何分素早 く対応する必要がありま

す。あとはいろいろなセ ミナーをやったり、実際に

はテス トランをやるということも非常に重要か と思

います。そ うや って、それぞれ定着を図っていけば

いいのではないかということです。

そのような中で、電気4業 界で業界横断の標準化

を行った例を御紹介するわけです(図 一5)。

EDIを 促進するためですけれども、通産省の方で

平成3年10月1日 に告示 した 「連携指針」という仕

組みがあり、この4業 界における指針のタイ トルに

なっており、 「電 子計算機 の連携利用に関する指

針」というものが出されております。公式にする一

つの手段として連携指針を使えばいいと思います。

中身はどんな ものかと申し上げますと、大きくは

こういう基本方針です(図 一6)。 利用の態様、 ビ

ジネスプロ トコル等を標準化することにより、ネッ

トワークの拘束性を排 した自由なEDIの 利用を実現

するという非常に高い目標があります。この実現の

たあに具体的に何をやるかということが書いてあり

ます。この中で も、基本的にはこの4業 界で も国際

取引等においては、UN/EDIFACTを 使 っていく

ということをお互いに確認を しております。通信プ

ロ トコルにっいては、今は全銀手順やJCA手 順等、

日本におけるデファク トスタンダー ドが使われてい

ますが、やはりこれは技術的な問題 もあり、将来は

OSIを 導入 していこうということになっております。

運用についてのガイ ドラインと、EDIを 前提とした

業務モデルの確立 も重要です。EDIは ただ持って く

ればいいのではなくて、今はや りのビジネス ・プロ

セス ・リエ ンジニァリング(BPR)と いう言葉が

ありますが、まさにそれにっながるわけですか ら、

それを含めて、どういう新 しい業務体系になるのか
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ということを皆さんでよく確認をしていただき、そ

こから業務モデルをつくるということです。

次は組織体制です。EDIを 推進するために重要な

のは、システムやコンピュータの担当者 と業務のわ

かる両方の人間が集まらないと、 うまくいかない。

また、各事業分野の トップレベルが標準化のイニシ

アチブをとることが必要です。EIAJで も実際に

あったことですが、特に部品企業の社長さん レベル

の方が大変熱心にやっていただいたということが、

成功の最大の要因だろうと思っております。もう一

つは、CIIに 頑張っていただくということが必要だ

ろうと思って入れてあります。

それから、実施に当たって配慮すべき事項として

は、セキュリティの確保とか、中小企業への配慮、

国際的な開放性の確保、他業界への配慮、EDI当 事

者 との契約関係の明確化、こういったことがどうし

て も不可欠です。お互いにそれぞれの事業を発展さ

せるという目的のもとに、よく問題点を整理 してい

ただければいいのではないか、と思います。

最後に、現在までに多 くの連携指針ができていま

す(図 一7)。 これは一応業界で も公式にEDIを 進

めようということで固まったところということです。

今 日御発表いただ く中で、必ず しもまだ ここまで

至ってないところもあるわけですが、一つ一つこう

いう形でお互いに確認 し合って、相互の取引が非常

に円滑にいき、結果として、日本のビジネスが、円

高にもかかわ らず、ますます発展できなければ困る

わけですか ら、今日がそういう第一歩になれば大変

すば らしいことだと思っております。

前座になりましたかどうか、今後、ただそういう

観点で各業界の活動の様子を御理解いただければ、

今日は大変有意義な日になるんではないか と確信を

いた しております。

簡単ではありますが、前座としての御説明を終わ

らせていただきます。

どうもありがとうございました。
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図 一1電 子 データ交換方式の進化

業界横 断

標準EDl

国 際標 準

EDIへ 統 合

業 界標 準EDI

企 業 オンライン

シ ス テ ム延 長

フ ロ ッ ピ ー

デ ィ ス ク,MT 滝 子デ←ダ
漬 換方式∵

JEDIC;J∂ ρanε'ectron'cData'nterch∂ngeCounci'

図 一2Cll標 準(業 界横断標準)推 進体制図

JεD'C:JapanElectronicData∫nterchangeCounci'
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図 一3ClIEDl標 準役割分担(例:ElAJの 場合)

JEDIC/Cll EIAJEDIセ ン タ ー
(一業界 と して)

EDl業 界横 断標準の維持管理お よび普及 ・電子業界 にお ける業界横 断標 準 ・国際

・業界横断標準のための業界間調整支援 標準(以 降上位標準と呼称)の
・業界横断標準適用についての業界指導 司喝) 活用推進
・業界横断標準への業界要望追加 ・上位標 準の業界版 を作 成 ・維持

・業界 ニ ーズの上位 標準への反映

(メ弛 一ゾ 、テニタエレル ト、共 通 干 ド の 追加)
・関係業界との調整(相 互に必要な項目

の確認と上位標準への追加)
■

EDl業 界横断標準

・標 準 メ ッセ ー ジデ ィ レク トリ

・標 準 デ ー タエ レメ ン トデ ィ レ ク ト1

・標 準 共 通 コ ー ド表

・統 一 企 業 コ ー ド表

シ ン タ ッ クスル ー ル

粋

粋

抜
抜

EDl業 界標準

利用

・業界標準 メ ッセー ジ

・業界標準デ ータエ レメン ト

・業界標準デ ータコー ド

・業界標準通信 プロ トコル

・各種 ガイ ドライン

含 、標準変換 ソフ ト仕様
・通 信 プ ロ トコル

＼ 一ノ

」ε0∫C:Jaρanε1θcfroη'cOafa'nfθrc力aη9θCouηc〃

図一4あ る業界が業界横断標準を導入する手順

r、 ・業界内EDl化 促 進の決定

・EDl(委)の 設 置

・EDlの 理解 、業界横断標 準の検討
・業界 と しての ビジ ネ スプ ロ トコル ま とめ

一一・業界横断標 準に相当 する事項

一一 対象範囲の決定

・主要取引業界 との間 でス リ合 わせ

一一 相互確認

……… 標 準 へ の追 加項 目決 定 ・定 義

一・一 業 界 と して の合意 形 成

・業界横断標準への追加項目登録申請
・業界横断標準の業界版を作成する

・セ ミナ ーの 実施

・主要取 引業界 との間でテス トラン実行

・業界 内 ガ イ ドライ ンの策 定 ・セ ミナ ー

・個別企業 ごとの展開

＼ ・他業界 への拡大一業界単位 での働 きか け ノ
JεD∫αJaρaη ε1θcfron佑Oafa'ηferc力aηgθCoロ ηo〃
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図一5通 商産業省告示第三百六十四号

電 線 製 造 業 、 電 子 機 器 製 造 業 、

電 気 機 器 製 造 業 及 び 電 気 事 業 の

四 事 業 分 野 間 に お け る 電 子 計 算 機 の

連 携 利 用 に 関 す る 指 針

(通 称 連 携 指 針)

平 成=年+月 日

」ε0'C;JaρanE'ectron'CData∬nterchangeCouncil

図一64業 界 連携指針の概要

1.事 業者が連携 して行 う電子計算機の利用の態様(下 記一部抜粋)

㌫ 踊 躍 ノ儒 鱗 姦rlこ より・ネ・ト・一クの拘束性を

2.実 施の方法

(1)ビ ジネスプロ トコルの標準化

① シンタ ックスルール
②データ項目及び標準 メッセージ
③企業 コー ド

(2)醗 鶏 責におけるUN/EDIFACTの 採用
(3)EDlシ ステムの運用についてのガイ ドライン
(4)EDlを 前提 と した業務モデルの確立
(5)組 織体制の整備

竃灘 竃欝 欝1讐難馨 国警1
3.実 施に当た って配慮すべき事項

議 嬬 竃 呆 雛 鑑 纏 事者間の契約関係の明確イ、

JEDIC;Jaρ ∂nε'ectronicO∂ta'耐 ●rch∂ngeCouncil

－ 】1一



図一7連 携指針を作成済みの業界

1986年 鉄鋼業

1986年 中古 自動車販売業

1987年 電気事業

1987年 家具業界

1988年 電子出版業

1988年 電子機器製造業

1988年 紙流通業

1990年 機械工具業

1991年 電機4業 界

1991年 建設業

1992年 住宅設備機器等流適業
」ε0'(;;JapanElectron'cData'ntθrchangeCouncil
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セ ツ シ ョ ン ー1

1.(社)日 本電子機械工業会

2.㈲ 日本貿易会

3.鉄 鋼 ネ ッ トワー ク研究会

4.働 住宅産業情報サー ビス

5.㈲ 日本 自動車工業会

6.石 油化学工業協 会

座長:石 井 満之

EDI推 進協議会企画委員

昭和電工㈱情報システム部長





1.㈱ 日本電子機械工業会

小野塚 英信

㈱ 日本電子機械工業会 ・EDIセ ンター副会長 ・情報化対応運営委員長

日本電気㈱資材部長

ただいまご紹介をいただきました、社団法人 日本

電子機械工業会EDIセ ンター副会長の小野塚でご

ざいます。

ご報告に先立ち、本 日、我が国におけるEDIの よ

り一層の普及のため、業界をまたが っての意見交換

の場として、本 日のこのフォーラムの開催にご尽力

いただきました、通商産業省な らびに関係省庁、財

団法人 日本情報処理開発協会産業情報化推進セ ン

ターな らびにEDI推 進協議会の関係各位に対 し、誠

にせん越ではございますが、 トップバ ッターという

ことで、報告者を代表し、厚 く御礼申しあげます。

さて、本 日は、fEIAJに おけるEDIの 推進状

況」ということで報告させていただ きます。まず初

めにEIAJ標 準策定の背景、そ してEDIセ ンターの

体制、活動内容、そ して最近の動向を踏まえEIAJ

標準の内容、そして今後の活動について順次 ご説明

させていただきます。

まず最初に、EIAJ標 準策定の背景 といた しまし

て、EDIセ ンター設立の経緯を申し上げます(図 一

1)。 電子業界は、様々な企業が提供する電気 ・電

子部品などの部材を組み立て、家電、通信機、コン

ピュータ等、多種多様な製品を完成 させるという分

業体制で成 り立っております。 したがって、業界内

のいわゆるセ ットメーカーと部品メーカーの間で、

大きな企業ですと月に数十万件 ぐらいのオーダーが

行き交 うという、大量の取引が行われております。

また、当業界は、国内外の競争が非常に厳 しい業界

であり、より良いものをよ り安 く、より早 くという

市場ニーズに対応するため、各企業はコス トダウン

と生産 ・調達 リー ドタイムの短縮に日夜努めており

ます。 このような状況に加え、最終製品を作 るメー

カーがコンピュータを作り、VANを 事業と して

展開 していることもあり、他業界に比べ早い時期よ

り、おおむね電気通信事業法の改正のあった1985年

頃か ら発注企業独自方式による受発注業務のオンラ

イン化が急速に進みました。 しかしながら、この各

社独自方式による受発注業務のオンライン化 は、皆

さんご承知のように、多端末現象、データの変換地

獄という新たな問題を引き起こす こととなって しま

いました。そこで、受発注に係わるEDIを 業界とし

て標準化 し、最大限の効率化が得 られるようにしよ

うということで、1986年 頃より、この主 旨に賛同す

る発注者、いわゆるセッ トメーカーと受注者である

部品メーカーが集まり、我が国製造業 として初の業

界EDI標 準 として、EIAJ標 準の検討に着手するこ

ととなりました。さらに、この標準化を強力に推進

するため1988年6月 にはEDI推 進センター(現EDI

センター)が 設立され、以降、受発注取引(商 流)

に係わるEDIを 中心に、受発注企業一体 となり活動

を進めることとな りました。

EDIセ ンターは、EIAJ情 報化推進室の指導の も

とに、EIAJか らの補助金、参加各企業の会費など

を運営資金とし、正会員187社 、賛助会員76社 によ

り運営されております(図 一2)。 また、EDIセ ン

ターの活動を実質的にささえる各種会議、ワーキン

グにはご覧の20社 を越える企業から総勢200名

を越える委員を手弁当で派遣 していただき、月1回

半日程度の会議を継続的に開催 し、標準化に関する

検討を行ってお ります。この類まれなる体制が、今

日、EIAJ標 準を ここまで普及拡大 させた原動力 と

なっていることは言 うまでもないことでございます。

それでは、さらにEDIセ ンターの組織 と、活動の

中核 となっております各ワーキングの活動内容につ

いてご説明させていただ きます(図 一3)。EDIセ

ンターは、活動に関する企画 ・立案と意思決定を行

う各委員会 ・会議 と、EIAJ標 準の具体化を検討す

る各 ワーキ ングか ら構成されております。

各 ワーキ ングの内容をかいつまんで申 し上げます

と(図 一4)、 南流 に関するメッセージの開発 ・維

持管理を行っている標準メッセージワーキ ング、納

品 ・受入業務の効率化を目的としたアプ リケーショ

ンシステムを検討する納品書 レス化ワーキ ング、納

品書 レス化等EDIに 関連する法規上の問題を調査 ・

検討する法規 ワーキング、バーコー ドラベルの標準

化を検討するバーコー ドワーキング、業際EDIと し

ての物流関連標準 メッセージを開発する物流 ワーキ

ング、シンタックスルールや通信プロ トコルについ

て開発 ・検討す る技術 ワーキング、VAN間 接続の
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方 法や運 用に関す るルール作 りをするVAN運 営

ワ ー キ ン グ、 国 際取 引 に 使 用 さ れ るUN/

EDIFACTの サブセ ッ トとして発注関連 メッセー

ジについて検討を行 う国際EDI開 発ワーキ ングとそ

の運用ルールを検討する国際EDI運 用 ワーキングな

どでございます。

この他にも、新たな標準の開発に際しては、適宜

トライアルワーキングを設定 し、標準案を充分評価

したのち、標準規格書 として発行される仕組みを

とっております。

それでは次に、EDIセ ンターの活動内容について

ご説明いた します(図 一5)。 ただいまご説明いた

しました体制のもとで、各ワーキング、会議、委員

会で検討、決議された結果としてEDIセ ンターの活

動の核となるのが、rEIAJ取 引情報化対応標準」、

こちらの通称 「赤本」の発行でございます。本書の

内容は後程、先々月の1月 に発行されたばかりの

1994年 版にて、最近の動向をふまえご説明させてい

ただきますが、この赤本は、EDI取 引を実施するた

めのシステム対応、運用ルール徹底のためのバイブ

ルとして当業界内で活用されているばか りか、先進

事例として他業界でのEDI推 進に際して も、広く活

用 されております。また、この他、EDIセ ンターで

は、このEIAJ標 準を、広 く普及促進するために、

年に3回 前後のセ ミナーを開催 しており、累計ベー

スで東京3,000名 、大阪700名 と、非常に多 くの方に

参加をしていただいてお ります。また、最近の動向

を会員の方にお知 らせするための機関誌 「ニュース

レター」の発行や、EDI利 用時に不可欠となる各企

業のIDと で もい うべ き、統一企業 コー ドの管理な

どを行っております。さらに、通商産業省殿の施策

であります 「業際EDIパ イロッ ト・モデル調査研究

開発」に参加させていただいたり、国際EDI促 進の

ため日米欧3極 会議に委員を派遣するなど、関係省

庁 ・団体と連携の上、1業 界団体の範囲にとどまら

ず、開かれたEDIと してその普及啓蒙に努めている

次第でございます。

その結果として、ただいまご紹介いた しま した、

EIAJ標 準の普及度合いを示すバロメータとしての統

一企業 コー ド登録社数は、ご覧のように、1994年1

月現在で、1120社 と、極めておおきな数字となる状

況に至 りました(図 一6)。

さて、電子業界の資材受発注における電子取引標

準化推進のために制定 されました、EIAJ情 報化対

応標準は、1989年5月 に初版である1Aバ ージョン

制定以来、1990年 の1B、 そして1991年 の1Cと 、順

次対象業務の拡大 と、記述内容の レベルア ップを

図ってまいりま した(図 一7)。

その間、EIAJ標 準は、電子業界におけるEDI促

進に貢献 したことは言 うまで もな く、さらに製造業

を中心 とした他業界におけるEDI促 進のよりどころ

として広 く認識、活用されるまでになりました。

また、 このような状況と呼応 して、最近注目され

ている物流EDIやCIIシ ンタックスルールの制定な

ど、EDIも 業際化への対応が活発化 したり、たとえ

ば納品業務にかかわる伝票処理や日程管理業務の効

率化などを狙いとした、EDIア プリケーション分野

へのニーズの高まりなど、 ここ1、2年 の内にEDI

を取 り巻 く環境が急速に変化 してまいりました。

このような背景を踏まえ、より多 くの方に、より

広い範囲でEIAJ-EDIを ご利用いただけるよう、

EDIセ ンターでは、rEIAJ取 引情報化対応標準」

1994年版を発行することとなりました。それでは、

さっそくこの1994年 版をベースに最近の動向を踏ま

え、EIAJ標 準の内容をご説明させていただきます。

EIAJ取 引情報化対応標準1994年 版はご覧のよう

な構成 となってお ります(図 一8)。 第1章 は94年

版の改訂点などを解説 している章でございます。第

ll章は、両流あ るいは物流 の標準メッセージ等 の

データ交換規約 とシンタックスルールを説明 してお

ります。第皿章で は運用諸規則、そ して第IV章 では

標準納品 システム、第V章 ではバーコー ド・ラベル

・システムの説明、といった章立てとなっておりま

す。

それでは、内容について若干ご説明させていただ

きます。まず初めは、このEIAJ標 準の中心部分 と

なっております、標準メッセージ両流編で ございま

す(図 一9)。 ここでは第1に 、例えば購入仕様情

報、あるいは見積依頼情報、確定注文情報等、取引

に関する情報の定義を、そして第2に は、データ項

目の設定とその内容の定義、さらには情報単位に使

用項目を配置 したメッセージ ・フォーマッ トを規程

したデータ項目情報の内容が記述されております。

そ して第3に 各種 コー ドを規程 した標準 データ

コー ドを、そして最後にデータレコー ドの作成方法

について記述されております。

現在、EIAJ標 準商流編では、ご覧のように、業

務単位に総計27種 類の情報が、そして、197の デー

タ項 目が定義 されております(図 一10)。 また、今

回の1994年 版では、データ項 目に関し、これ迄使用

方法が各社各様だった自由使用欄、備考欄について、

共通性の高いものを独立 させたこと、そ して、電子
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業界と関連の深 い、電線 ・電機業界の取引時使用項

目を配慮 したこと、そして、後程 ご説明す る標準納

品 システムで使用される、標準納品書、標準納品荷

札関連項目を追加 したことなどが大 きな改訂ポイン

トとなっております。

次に、標準 メッセージ物流編についてご説明いた

します。EIAJ-EDIセ ンターでは、平成4年 度よ

り、通商産業省殿、JIPDEC殿 のご指導、補助金

を受け、 「業際EDIパ イロッ トモデル調査研究開

発」に参加 させていただき、商取引に伴 う物流業務

の効率化を狙いとした、荷受人、荷送人、運送業者

3者 間のEDIに よるビジネスモデルの確立、標準

メッセージの開発、物流荷札の運用などをターゲッ

トに、ご覧のような ビジネスモデルを設定 し、各種

トライアルを実施 しております(図 一11)。 平成4

年度では、運送依頼情報と集荷確認情報を対象に、

部品企業3社 と運送業者3社 が参加、 さらに平成5

年度には運送請求情報と運送支払情報をあわせた運,

送料金明細情報に関 し、大手電子デバイスメーカー

と運送業者によ り複数拠点にまたがる トライアルを

実施 しております。

具体的な トライアル実施企業の組み合わせとその

特徴はご覧の通 りでございます(図 一12)。 詳細の

ご説明は時間の都合 もあり省略させていだきます。

尚、この物流EDIの 確立により、輸送関連事務作業

の効率化や輸送業務の適正化、さらには共同配送の

実現、経済的な帰 し物流の実現など、輸送業務その

ものの効率化はもちろんのこと、ひいては排ガスの

低減により地球環境保護につながるものとして大 き

く期待されてお ります。

さて、次にシンタックスルールについて簡単にご

説明いた します。1994年 版か らシンタックスルール

は従来のEIAJシ ンタックスルールと業際化に対応

すべ くCIIシ ンタックスルールの2本 建てとなりま

した。そこでEIAJ標 準 とCII標 準の関係を記述す

るなど大きな変換期を迎えま した。その他、EIAJ

標準では、通信手順として全銀協手順を使用 し、

データは可変長であることなど各種ルールを規程 し

ております。

次に運用諸規則についてご説明いた します(図 一

13)。 まず第1に 、EDI実 行時に必要 となる企業の

ID、EIAJで は先程 ご説明いた しました統一企業

コー ドと呼んでお りますが、 この設定 に関する事項

を定めてお ります。第2に は、EDIを 実現する際に

使用す るVANに ついて、その接続方法や運用ルー

ルを、そして第3に は、EDI実 行時に当事者間に必

要となるEDI取 引基本契約書の標準版を作成するな

どして、円滑なEDIが 実行されるようサポー トして

おります。

次に、EDI業 務アプリケーションとして1994年 版

より登場 した標準納品 システムについてご紹介いた

します(図 一14)。 この標準納品 システムは、受発

注時に使用される発注者指定納品書による受注者に

おける非効率性の打破と、発注企業における納品受

入以降の業務効率化を狙いとして、平成4年 度末に

部品4社 、セ ット8社 、10組 みによる トライアルを

経て確立された、EDIの 業務アプリケーションシス

テムでございます。ご覧のように、発注者からの注

文情報により受注者にてバーコー ド付き標準納品書

と標準納品荷札を発行 し納品物に添付するという仕

組みになっております。

そして、ただいまご覧いただいておりますのが、

標準納品書でございます(図 一15)。 標準納品書の

左側に注文番号、品名、あるいは数量などが表示さ

れております。また、右側 は発注者側のEDPシ ス

テムに入力する項目がバーコー ド化されております。

また、こちらが現品に貼 られる標準納品荷札でご

ざいます(図 一16)。 この標準納品 システムにより、

受注者サイ ドでの納品書ハ ンドリング作業の効率化

はもちろんのこと、並行 して納期回答、出荷情報と

入荷情報を活用 し、日程管理の精度向上 と効率化が

図られるものとして、早期普及 ・拡大が望まれてお

ります。ただ残念ながら、当初の目的の一つであっ

た、納品書 レスについては、現時点では税法等の問

題から実現されておりません。引き続 き、法規ワー

キング等でモデルを検討の上、関係行政等に働きか

けをしていきたいと考えております。

さて、最後になりましたが、バーコー ドラベルシ

ステムについて ご説明いたします(図 一17,18)。

企業における情報 システムの発展に伴い、データ入

力手段の一つとして、バーコー ドシステムの利用が

拡大 して きてお ります。 しか しなが ら、無秩序な

バーコー ド使用は、混乱を招 くおそれがありますの

で、EIAJで は米国電子工業会EIAの 標準に準拠 し、

数種類の様式を定めることといたしま した。ご覧の

ように、一般に包装形態は、外装、内装と階層化さ

れておりますが、各々包装形態に応 じて、必要な情

報を盛り込んだ形で各種のラベルが設定されてお り

ます。

具体的には、送 り状 としての機能を持ち出荷包装

に貼 られるもの、注文番号等が記入されて一次包装

等に貼られるもの、品名、数量等、製品段階の包装
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に貼 られる様式のものなどがございます。

以上、EIAJ情 報化対応標準1994年 版の内容に従

い、EIAJの 標準 と最近の動向につ いてご説明いた

しましたが、この他にもVAN運 営 ワーキ ングによ

りEDIの 利用状況に関するアンケー トを実施 したり、

また、国際EDI開 発 ・運用 ワーキングでは、国際取

引における注文情報等にっいて、UN/EDIFACT

の基本ルールに従い、 トライアルを行うなど様々な

活動が展開されております。

さて、以上のようにEIAJ-EDIは 、1986年 の活

動開始以来、ほぼ8年 が経過いた しま した。その間、

同 じ業界に属する発注者と受注者が一体となり、双

方に大きなメリットをもたらすようEDIの 推進に努

めてまいりました。今後は、これ迄開発したものを

いかに普及 ・拡大するかがポイン トであると考えて

お ります(図 一19)。 そのために今後は、この標準

メッセージの維持管理、EIAJ-EDI標 準の普及推

進、CIIシ ンタックスルールへの対応、新技術への

対応、業際EDIの 開発 ・維持管理、普及推進のため

の環境整備、そ してまた、これらの標準を中小企業

へ普及させるための環境整備 と啓蒙活動など従来に

も増 して、一層の広報活動を強化 していきたいと考

えております。また、これからも、業際EDI、 国際

EDIな どへ対応 しながら、EDIが 最近よく言われる

BPR(ビ ジネスプロセス リエ ンジニア リング)の

ツールとして、企業の経営革新に役立てて もらえる

よ う、関係行政 ・団体と連携 し、EDIの 普及推進に

努めていきたいと考えております。

また、最後にEIAJ標 準全般に関する問い合わせ

窓口であるEDIセ ンターについて記載 しております

(図 一20)。EIAJ標 準導入を検討 され てい らっ

しゃる企業、またEIAJ取 引情報化対応標準をご入

り用の場合など、こちらにお問い合わせ下さるよう

お願いいた します。

以上を持 ちまして、EIAJ日 本電子機械工業会に

おけるEDI活 動についての発表を終わらせていただ

きます。ご清聴ありがとうございま した。
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図 一1EDlセ ンタ ー設 立 の経 緯

(発注者)

発注業務

オンライン化

(受注者)

多端末

現象

(EIAJ)

標準化検討

開始
<1986年
～〉

EDI推 進

セ ン ター設 立

〈1988年

9月 〉

霞割 匡劃 闇当 闇§劃

図 一2会 員数 と委員会参画企業(1994年1月 末現在)

・会員数:正 会員187社 賛助会員76社

・委員会参加企業(20社)

アルプス電気、沖電気、京セラ、三洋電気、 シ ャープ、 ソニー、

タムラ製作所、TDK、 東芝、 日本 テキサスイ ンスツルメンツ、

NEC、 日本 ビクター、パイオニア、 日立製作所、富士通、

富士電機、松下電器産業、松下電子部品、三 菱 電機 、村 田製作所

一17一



図 一3EDlセ ンタ ー組織

平成5年10月 現 在

麺

囲

総会

正副会長会議

運営委員会

情報化対応運営委員会

企画会議

主査会議

標準 メッセ ージWG

技

賛助会員 ・研究会

一

〔EIAJ・ …es)

EIAJ
理 事 会

EIAJ
(情 報fヒ推進室)

〔EDI… 一)

図 一4各 ワーキ ンググループの活動内容

名 称 主 な 作 業 委員数

標準メッセージW/G 受発注 メ ッセージ開発、維持管理、更新 20

納品書 レス化W/G 納品/受 入業務合理化のための、業務アプリ
ケーションの開発

25

技術W/G シン タックスルール、通信 プロ トコルの管理 16

バーコー ドW/G バ ー コ ー ド ・ラベ ル ・シ ス テム の標 準 化 24

物流W/G 物流関連標準メッセージ開発 36

VAN運 営W/G VAN利 用ガイ ド、VAN間 接続方法の検討 15

法規W/G ペーパーレス化等EDIに 関連する法規上の

問題点検討
25

国際EDI開 発W/G 発注関連メ ッセージの開発 19

国際EDI運 用W/G 発 注 メ ッセ ー ジ サ ブ セ ッ トの トライ ア ル実 施

デ ィ レク トリー、 各 種 コ ー ドの バ ー ジ ョ ン、

リ リー ス管 理

15
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図一5EDlセ ンターの活動内容

1.EIAJ取 引情 報 化 対応 標 準 の作 成

2.EDIセ ミナ ー の 開催

・内容:EIAJ標 準 の解 説 、 各社 の事例 発 表 、 経 営者 へ の啓蒙な ど

.累 計12回 開 催 参 加 人 員 累 計 東 京3 、ooo名 、 大 阪700名

3.機 関誌 「NewsLetter」 の発 行

・現在 第17号 迄 発 行

4.統 一 企 業 コ ー ドの管理

5.「 業 際EDIパ イ ロ ッ トモデ ル調 査 研究 開発 」 等行政施 策へ の参加

6.国 際 会 議 へ の参 加

図一6EIAJ標 準導入企業の推移

(統 一企 業 コー ド登録 数)
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図一了ElAJ取 引情報化対応標準 発行履歴

商[1A]

流[1B]

一

物

流

1994年 版

図 一8ElAJ取 引情報化対応標準1994年 版の構成

I

H

11

W

V

解説

データ交換規約

標準 メ ッセージ 商流編

標準 メ ッセージ 物流編

シンタックスルール編

運用諸規則

標準納品システム(標 準納 品荷札 ・標準納品書)

バーコー ド・ラベル ・システム

資料編
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図 一9標 準 メ ッセージ商流線の構成

取引に関する情報の定義

1.3情 報 の 流れ と発生 頻度 一 覧 表

データ項 目情報の内容

2.1デ ー タ項 目マ トリ ックス表

商社 取 引 に おけ る南 流 パ ター ン と使 用 され る

デ ー タ項 目

3.標 準 デ ー タ コ ー ド

3.3単 位 コ ー ド

3.4統 一 企 業 コ ー ド

4.デ ー タ レ コ ー ドの 作 成 方 法

」・.1デ ー タ レコー ド作 成 の原∋

一4.2デ ー タ 交 換 順 序

!4諏 引を特定するキー囎

!・.・受信データの処理順引

!・・5変 更 ・取 消 デ ータの作 成方法1
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図 一10標 準メ ッセー ジ商流編 業務 と情報の種類

業務靱 情報の顧

計 画 所要計画情報、コック引当計画情報、予約注文情報

見 積 見積依頼情報、見積回答情報

支 給 支給予定情報、支給実績情報
'

注 文 内示注文情報、確定注文情報、変更注文情報、注文取消情報、注文打切り情報、注文請け情報

契約状況確認 注文残高確認情報、単価確認情報

納 入 納期確認情報、納期回答情報、納入指示情報、出荷情報、入荷情報

検 査 検査情報

検 収 検収情報

返 品 返品情報

支 払 買掛明細情報、売掛明細情報、照合確認情報、相殺内容通知情報

☆☆☆ データ項 目数:197 ☆☆☆

図 一11物 流EDIの トライ ア ル イ メー ジ
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図 一12ト ライアル実 施企業の組み合せ

日本電気 村田製作所 富士通 日立製作所

組合わせ | 1 1 1
王子運送 日本 ロジテム 日本通運 日本通運

公衆 VANtoVAN 公衆 公衆

伝送方式 Cll Cll Cll Cll

トランスレータ トランスレータ トランスレータ トランスレータ

使 用 データ
・運送依繍 報 ・運送依雑 報 ・運送依鯖 報 運送ぱ儲

種類 ・運送料金明紐解 喋確認 運送料金明雛報 ・運送料金明縮 報

・配達完了儲

半導体 セ ラ ミ ッ ク コ 半導体 半導体

品名 ンデンサ等

・配 達 完 了情 ・第1回(H4)

報 について よ り継続

特徴 自社開発 ・共 同配送 と集 荷送人2:運 送業者1

荷確認を実施
・BC付荷捌 用

図一13運 用諸規則の 内容

1.統 一 企業 コー ドの設定

2.VAN接 続 時 の運用 ル ール

・VANの 運 用 スケ ジュール

・VANに お けるデー タの標準保存 日数

・VANの 接続形 態

・デ ー タ授 受 ・確認 方法

・責任分 界 点

・セキ ュ リテ ィ

3.EDI取 引基本契 約書(標 準版)



図一14標 準納品 システム ビジネ スモデル

受注者

受注処理

受注残
管理処理

発行

出荷準備

ピッキング

標準荷札

貼付

出荷情報
作成

入荷確認

検査/出 荷
照合

受注

受注残

標準納品書

Dラ ペル

出荷情報

Dラペル

保管囲

入荷情報

検査/検 収
情報

EIAJED1

EIA'JEDI

EIAjEDI

納 品(Dラ ペ ル ・標準納 品書)

どちらか
一方 を送付

EIAJEDI

EIAJEDI

発注者

注文情報等

納期回答
情報等

出1荷情報

曝團
蹴か遡

頒
纂
徽

納
難
襯
藁
入荷情報

蜂
検査/検 収
情報

発注処理

発注残
管理

出荷情報

受'信処理

図 一15 ElAJ標 準納品書の様式及び表示内容の例示

(バーコー ド部横方式の印字例)

…灘
品
鍵

1検

発注者
日本竜子機械工業会(株)

納品キー番号

12345678901234567890123

受渡馴 名 原買担当

123456789012345678901234567

注文番号

12345678901234567890123

品名コード

1234567890123456789012345

品 名

123456789012345678901234567890

出百日 発注者馬偏考

YY-MM-DD12345678・901234567890123456789012345678901234567890

㎜ 納入{『臼iζ)日|注文殻ZZZ.ZZZ.ZZ9,gggl㎜ 単位

YY-MM-D問YY-MM-D目 納λ指示数量ZZZ、ZZZ.ZZg,ggglZZZ.ZZZ.ZZg.gggppp

受注者用口書

1234567890123456789012345
麺 検 査

発注故 用田 張
合醐

■ ■

受 入
不良数目

魎 区分 不合組 分

難者
納品書レス化WG(株)

EIAJmm
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図一16標 準納品荷札/様 式D
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納 品 キ ー 番 号
{HAx23桁) lll,繍 lH

13N}412ユ4567890123456「8901～000

卜州
発 注 者 あ』名 コ ー ド
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ミシン目て祈 り曲げるか、切 り飽し

て貼付する。切り飽す場合◇人 ぼに

並べ る等必ず射て登用すろこと。

ミ シ ン 目

図 一1了 EDlバ ー コー ド ・ラ ベ ル ・システ ム標 準 の 詳 細

EIAJ標 準 バ ー コー ド ・ラベル ・シス テム の適 用方 法

ラペル

梱包別

外

装

内

装

出

荷

包

装

次

包

装

製
品
段
階
包
装
1

製
品
段
階
包
装
2

包 装 段 階 例 示

騨 藪

騨 勤 口

ビニール 袋('㍉ グ)

P6ロ

`
gPPQ`、

ステ イ7ク(マ ガジン)

トレイ

・騨

o プラスチ ック ・

紙 の袋 詰 め

使 用 ラペル

原則的には、様 式A
(今後、標準物流荷札を

検討の予定)

原則的には、様 式D
(EIAJ標 準納 品システム

を適用 しない場合 は

様 式Bも 可)

原則的 には、

様式C-3

標準対象外

(個別対応 となる)

備考 出荷包装:原 則 とし、複数の一次包装品 を輸 送単位 にま とめた もの。

一次包装;同 種、複数 の内装包装 品を、オーダ対応 で直接輸送に耐えられる包 装状態 をい う。

内装:単 一製品、部品 を最小梱包 単位 にまとめた もの。1個 か らロ ット単位等 までがあ る。
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図 一18バ ー コー ド・ラベ ル ・シス テム各 様 式 事 例
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図 一19今 後 の課題 図 一20

・標準 メ ッセージの維持管理

・EIAJ-EDI標 準 の普及推進

・CIIシ ンタックスルールへの対応

・新技術への対応

・業際EDIの 開発 ・維持管理、普及推進

・国際EDIの 開発 ・維持管理

・アプ リケーシ ョンの開発 ・維持管理

・普及推進のた めの環境整備

EIA'J標 準に関す る窓 口

社団法人 日本電子機械工業会EDIセ ンター

〒105東 京都港区西新橋2-8-11

第7東 洋海事 ビル10階

TEL:03-3593-8323

FAX:03-3593-8324

・中小企業へ普及のための環境整備と啓蒙活動

・広報活動
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2.㈱ 日本貿易会

京田 一良

㈹ 日本貿易会 ・情報 システム部会委員代理

丸紅㈱情報通信 システム部副部長

おはようございます。

私は、石油化学工業協会との合同のEDI作 業部会

を、貿易会側の代表委員として推進 してまいりまし

た。昨年、正式に試行が完了 しましたので、その件

にっいて中心に御説明させていただきたいと思いま

す。

日本貿易会と申しますのは、貿易商社の集まりで

して、1947年 に設立 され、現在55社 の貿易商社が正

会員として加盟 しております。その活動の内容は、

2つ の委員会 と21の部会に分かれており、貿易にか

かわる諸問題 と内外市場についての意見交換を目的

としております。

貿易会の取 り扱い規模を御参考までに申し上げま

すと(図 一1)ミ 通産省の商業統計(1992年 度)と

比較 します と、国内の全商業売り上げの約18%を55

社の商社が扱 っているということです。 もともと輸

出入、貿易商社の集まりですから、輸出入で見ます

と、輸 出については、92年 度、日本の通関統計の43

兆円に対 して、約40%の 取 り扱いを しています。輸

入については、29兆 円の通関統計に対して、実に70

%を55社 の商社が何 らかの形で関与させていただい

ているとい うのが実態です。

貿易商社の性格上、今御説明しま したように非常

に大 きな取 り扱いを行っている結果、ここにおいで

になっているほとんどの業界の方 々とビジネス上の

接点が ございます。先ほども御説明があ りま した

EIAJほ か、皆 さん独 自の ビジネ スプ ロ トコル

(BP)を 設定 されておられます。 したが って、貿

易商社の団体としては、例えば日本貿易会BPと い

うのをつ くりますと、UN/EDIFACT日 本版とい

うような形になって しまうわけで、とてもそんな力

はございませんので、これか ら御説明 します石油化

学工業協会 とか、鉄鋼ネ ットワーク研究会といった

形で、各業界団体の方々と協業させていただ く、つ

まり合同作業委員会 とか部会 とか研究会といった形

で一緒に業際EDIを 推進させていただ くというのが

基本的なスタンスです。

先ほど申しましたように、本日の各業界の方々の

説明は、ほとんどが恐 らくビジネスプロ トコルの説

明になると思いますので、石化協との間で実施 しま

した合同作業部会の内容について御説明することで、

今後、皆様方が業際EDIを 推進される上での何 らか

の御参考になるのではないかと思います。また、 こ

のあと、石化協の吉塚様からビジネスプロ トコルに

ついては詳 しい説明が予定されておられますので、

私は、合同作業部会の、商社側から見たテーマを中

心に御説明させていただこうと思 っております。

石化協はビジネスプロ トコルを1985年 ごろか ら手

がけられ、5年 間かけて相当な時間と人的なパワー

を投入されて、石化協 ビジネスプロ トコルを90年 の

2月 に完成させておられます(図 一2)。 メインの

取 り扱い商品であります合成樹脂という商品の取引

が総合商社が非常に多いということで、90年 の7月

に日本貿易会に対 して、このビジネスプロ トコルの

適用について説明をされてお られます。

その後、約半年強かかりまして、石化協 と日本貿

易会の合同検討会を設置 しようという合意に至りま

した。これはもちろん石化協が設定されたビジネス

プロ トコルを実際に使って試行 しようというのが目

的です。この間、非常に時間がかかりましたのは、

既にデータ交換が実施されているという会社が非常

に多いのが現実だったからです。私ども丸紅 も既に

600社 の企業とデータ交換させていただいてお りま

して、この試行を実施 したパー トナーの昭和電工 と

も、従来のプライベー トな形でのデータ交換を実施

していました。そうしますと、その置きかえに対 し

て相当の開発費がかかるとか、個別のプライベー ト

フォーマ ットに対 して、(当 然標準ですか ら)あ る

制約がかかるといった面で、本当にメリットがある

んだろうかという点が内部でかなり議論されました。

そのたあに、検討委員会が設置されるまでに多少の

時間がかかったというのが実態です。

第1回 目の合同作業部会が1991年 の5月 に開催さ

れました。以降、毎月1回 のペースで合同作業部会

を開催 して きまして、その間、商社側からいろいろ

質問を出し、それにっいては石化協側のEDI検 討委

員会でその適用 ・修正を検討 していただくというよ

うな形で会が進んでおります。合計で、15回 の合同
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作業部会を開催 したわけですが、最初の4回 は、石

化協側から商社側に標準 ビジネスプロ トコルの詳細

の説明、その後商社側か ら質疑というような形で進

んでおります。既におわかりだと思いますけれども、

商社側 もそれぞれ独自の社内 システムを持 っており

まして、ビジネスプロ トコルを適用する場合の修正

の大 きさについて個々に詰めていかなければなりま

せんでした。

実際にこの合同作業部会に参加されましたのは、

石化メーカー代表7社 と商社の代表7社 の14社 です。

91年の11月 に石化協 ・日本貿易会EDI標 準化計画

というのが策定されまして、いよいよ試行 しようと

いう具体的な方向づけがなされました。その後、産

業情報化推進センターにいろいろお骨折 りいただき、

実際のシンタックスルールをどうするか、 トランス

レー タを どうす るか とい った点 につ いて、 コン

ピュータメーカー10社ほどと、何度か検討を進めて

まいりま した。そして、92年 の3月 にCIIシ ンタッ

クスルールの採用を決定 し、実際に試行を決定 しま

した。CIIシ ンタックスルールをベースにしてコン

ピュータメーカーが開発 した トランスレータが92年

の7月 に一斉にそろうことになったわけです。です

か ら、その時点に試行の開始のターゲットを置いて、

ファース トユーザーということで、相当混乱を予想

しながら走り始めたということです。92年 の7月 に

メーカー4社 、商社5社 で試行開始 しました。

92年の8月 には、それまでの検討を踏まえて、石

化協がビジネスプロトコルの第2版 を発行されまし

た。それから、大体試行は3ヵ 月か ら長いところで

6ヵ 月続いています。92年 の12月 に第15回 目の最後

の合同作業部会が開催されて、試行結果を確認 し解

散 しました。その後は、石化協が常設の委員会をお

持ちですので、ビジネスプロ トコルの改定、もしく

は改定を必要とするようなケースは、日本貿易会の

情報システム部会との間で随時、検討会を実施する

というような取り決めになっております。結果的に

は、短いところで大体試行2ヵ 月で本番移行という

ことで旧システムを閉じるというような形で、最終

的には皆さんEDIの 方へ移 られたという状況です。

検討の主な課題ですが(図 一3)、 まず、先ほど

申 し上げましたように、石化協ビジネスプロ トコル

の共通理解ということが一番ポイン トで した。特に

1対1で データ交換 している場合には、項目に対す

る定義、それか ら中身、これにっいては余 り詳 しく

お互いに厳密な定義を しな くて も、データ交換その

ものはで きるわけです。ところが、複数対複数の組

み合わせを想定 しますと、その各項目についての内

容を相当厳密に定義 しないとっじっまが合わな くな

るというのが実態で して、その辺にっいて相当時間

をかけて議論を繰 り返 しました。

特に石化協は物を作る側、売る側ですが、商社は

買う側です。そうします と、売る側が想定 した ビジ

ネスプロ トコルに対 して、買う側のスタンスで見ま

すと、項目によっては、これは必須でな くては困る

というような問題が非常に多く出てきます。例えば、

端的な例で申し上げますと、支払いのところで手形

ナンバーというのが石化協のビジネスプロ トコルで

は必須項目です。ところが商社側にしますと、手形

ナンバーというのは、社内のシステムか ら見ますと、

財務のシステムで扱っているわけです。営業部門の

システムから財務のシステムに支払いの依頼を しま

す。ところが、その財務の システムか らのフィー ド

バ ックを想定 してないという場合には、営業部門の

システムだけではな く、内部の財務のシステムにま

で変更が及ぶというような形で、これをオプション

にできないかと。ところが石化 メーカーか ら見ます

と、それはまさに消 し込みのキーになるわけです。

ですから、そういう項 目ごとに相当ネゴというか、

取 り扱いについての議論が繰 り返 されました。

石化協の方は、このビジネスプロ トコルをつくる

間に相当内部でもまれているわけです。非常に一枚

岩でまとまりがあるわけです。ところが、商社の方

は球を受けて、7社 が参加 したわけですけれ ども、

7社 の中で統一の見解を持っているわけではありま

せんので、それぞれ自社の システムの変更の大きさ

とい うのを計りなが ら議論を進めていくということ

で、どちらかというと、石化協に押されながら、商

社が受けに回るというのが現実的な対応だったんで

す。それで も、石化協側が非常に強い情熱をお持ち

で、やや もすると商社側か らは、それぞれの項目に

ついてのオプ ションという依頼がどうして も出るわ

けです。一つの取引に対 して、これかこれというよ

うな二つの方法を許容できないかというような依頼

が結構出ました。それを認めていきますと受け側の

システムというのはどんどん複雑になってしまうわ

けです。ですから石化協の方で、相当強 く標準 とい

う意識を出されていまして、これは結果的には非常

にうまくいったわけですが、合同作業部会の場では

相当軋礫を生んだポイン トです。これは業際EDIを

やられる場合には、相当皆さんが御苦労されるとこ

ろではないかと思います。

今回の試行の業務フロー(図 一4)に は、契約か
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ら注文、出荷、請求、支払 といった一連の取引が全

部カバーされてお ります。 したがって、これすべて

を一気に必ずやるのかというような議論 も一方でな

されています。

ビジネスプロ トコルの内容にっいては、後ほど石

化協の吉塚さんか ら御説明があると思いますので私

の方は省略させていただきます。それでは、試行の

目的をどこに置 くかということですが、まず標準ビ

ジネスプロ トコルの有効性の検証という点です。実

際に石化協メーカーと商社の間の標準的な取引で必

要な情報がすべてカバーされているか、特に商社側

にとって必要な情報がすべてカバーされているかと

いう点についての検証です。それから、共通コー ド

と自社のコー ド体系との整合性、そして運用の基準

です。プライベー トなデータ交換をやっている間は、

全 く自由にやっていましたけれども、標準 ビジネス

プロ トコルを使 うことによって、運用面で も相当制

約を受けて くる。特に紙の補助、従来のデータ伝送

というのは補助手段 としてやっているわけですけれ

ども、すべての紙をなくそうという方向でEDIを 導

入 していますか ら、そこで運用面での基準 というか

ルールを相当細か く詰めるという点があります。そ

れから、標準 ビジネスプロ トコルの実用化の検証 と

いう意味で、フォーマ ット変換ソフ トの標準化、合

同作業部会を設置 した時点では、CIIシ ンタックス

ルールに基づ くトランスレータといったものがまだ

世の中で出ておりませんで したので、そこまで自分

たちでつ くるか というような話まで当初ございまし

た。 しか し、タイ ミングよくそういうものが、開発

計画が出て きま したので、最終的にはそこへ乗っか

ろうという話になりました。

それか ら運用の実現性というのは、先ほど申し上

げましたように送受信のサイクル、それか ら逆に注

文 してからそれの確認までの応答のサイクルですね、

これをどういうふ うにしていくか、それか らエラー

の取 り扱いをどうするかという点で議論 しておりま

す。それに、 もともとデータ伝送をやっているわけ

ですから、一番関心があるのはソフ トの開発工数と

その期間の短縮化です。私 どもは600社 とのデータ

交換をほとんど個別のソフ トウェアでやっています。

それがEDIを 使 うことによって、本当に一つのソフ

トウェアで各社に対応できるのか、そこに最終的な

メリッ トを求めておりましたので、この検証が一番

のポイ ントになっています。

それか ら、二番 目に試行の範囲ですが、これにつ

いては、先ほどの契約から支払いまでという一貫し

た範囲をビジネスプロ トコルがサポー トしておりま

すが、まずできるだけ多 くの会社に試行に参加 して

もらおうということで、試行の範囲については、当

事者間で決める方向で、つま りすべてを一気にカ

バーしなくてもいいというような形で協議を進めて

いきました。ただし、一点だけ石化協のビジネスプ

ロ トコルを勝手に解釈 してもらっては困るので、試

行に当たっては、当事者間だけではなくて、必ず合

同作業部会で議論をするという形だけは義務づけら

れたということです。

また、コンピュータとネ ットワークについては各

社各様で、VANサ ービスを使 ってまとめられると

こもあれば、それぞれ直接お互いに伝送するという

ところもありました。それか らもう一つのポイン ト

は、開発費用の負担ということです。既にデータ交

換がされているという現実か ら、商社の場合ですと

各社 ともコンピュータの開発費用 とか運用費用とい

うのは、営業部門が負担するというところが多い訳

です。そうしますと、既に実施 しているものと余り

営業から見れば変わ りがない。それを追加開発する

ということは、費用負担がふえる結果になるわけで

す。ですから、こういった面で、当初は補助金をい

ただ くようなこともかなり議論 して、通産省を始め

いろいろなところへお願いに行った りしま したが、

残念なが らスケジュールとの兼ね合いでめどが立ち

ませんで した。その結果、とにか く試行を始めよう

とい うことで、試行する企業がそれぞれ負担 しま

しょうということで落ち着きました。

それから、CIIの シンタックスルールに基づいた

トランスレータは、結果的にはコンピュータメー

カー10社が皆さんつくられるということになりまし

たので、それぞれ自分の使っているコンピュータで

試行するための トランスレータがないという最悪の

事態だけは避けられたということです。

もう一点、一番最後の最後でむずか しか ったのは、

デー タ交換運用 の諸規則 とい うことで、先 ほど

EIAJの 方から標準の契約書という話があ りました

が、これにっいて も、標準の契約書を策定 して、そ

れにのっとってEDIを 推進するとい うことを試行 し

てきましたが、結論か ら申し上げますと、できませ

んで した。結果的には、 ここに書いてありますよ う

に、 「企業間データ交換に関す る覚え書 き」、それ

から 「同覚え書きに基づ く支払い方法の取 り決め事

項」、さらに 「同覚え書 きに基づ くシステム運営の

取り決め事項」という三つの、いってみれは覚え書

きの組み合わせのプロ トタイプを制定 し、各社でき
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るだけこれに近い形でや って くださいということで

決着しま した。

従来の伝送が補助手段だというところから、紙を

なくす というところに変わりますと、従来 システム

部門間で運用ルールを決めて実施 していたものが、

当然営業部門間での契約、それから支払い、請求が

入りますので、各社の財務部門が関連 して くるわけ

です。それとシステム部門という三つの部門がそれ

ぞれ関連 します。そこで、責任者に対 してEDIを 理

解 していただ くというのに相当手間取 りま した。そ

れから、各社の法務部門で統一の見解が出ないので、

す った もんだ した結果、最終的にはまずプロ トタイ

プで走ろうということでやっております。

ビジネスプロ トコルの内容にっいては、やはりお

金に絡む ところ、支払い請求明細の消 し込みという

のが、例えばお互いに全明細で送 り受けするのか、

それとも例えば訂正があった場合に赤黒でやるのか、

置きかえでやるのかとか、それぞれ既にお持ちのシ

ステムがあるわけです。ですから、それをどちらか

に統一するというところで、綱引きが始まりますと

なかなか折 り合いがっかないという点が大きかった

です。

もう一点は、組織変更 ということで、本来EDIに

相手先組織が入 るというのは余 り好ましいことでは

ないと思います。 ところが、お互いに複数の組織と

いうか課や営業部門が絡んで取引が行われますか ら、

そうします と当然相手先のどこへというのが出て く

るわけです。そのために、では4月 とか10月 とか、

組織が変わる時点で、その残の明細についての洗い

がえが必要になります。 こういった面が当初の ビジ

ネスプロ トコルにはなか った訳ですが、現実問題と

しては出てきたという点があります。

今回の試行は、先ほど申し上げましたよ うに、全

くEDIを お互いに検討 していなかった業際EDIの 最

初ということで、特に商社側のまとまりが非常に弱

かった ものですか ら、石化協の方には御迷惑をおか

けした事が結構多かったわけです。やはりポイ ント

としては、どこで妥協するかという、これをやはり

それぞれの業界側でまとめていかないとなかなか業

際EDIと いうのは進みません。特に、その場でまと

めようとしまして も、やはり自社のシステムの開発

工数というのが常に頭にありますか ら、そ こか ら離

れた場で一たんまとめを行 うということで、業界同

士が次にす り合わせるというステ ップを踏まないと、

非常に時間がかかるというのが私どもが合同作業部

会を進めてきて一番大きな感想でございます。

ですから、今後皆さんがや られるときに、特にビ

ジネスプロ トコルをお持ちの業界 とそうでない業界

との間での業際EDIを やる場合 とか、それか ら大手

と中小というような場合には、どうして も押 し切 ら

れがちになりますので、まとめていくのがなかなか

難 しい仕事ではないかというふ うに思います。

貿易会の今後の対応としては、各業界団体の方と

業際EDIを 進めていくという点と、本来貿易商社の

集まりですから、UN/EDIFACTに 対す る対応と

いうことが非常に重要になってまいります。いろい

ろな物流関係とか、それぞれ既に対応 しているとこ

ろもありますが、アメ リカでち ょうどANSIX12が

標準になって、それ以前の業界標準がANSIに 統合

されるときには、やはり標準に対する読みかえ作業

というのを業界 ごとがやっていく必要があるわけで

す。例えばANSIX12で プロダク トナンバーという

標準項目がある。 これを自分たちの業界では、例え

ばアメリカですと、 自動車業界ではパーツナ ンバー

として読みかえるというような作業を各業界がやっ

て い く必要が あるわ けです。で すか ら、UN/

EDIFACTに ついても、やは りそ ういった業界対

応で標準コー ドのメッセージの項目ごとの読みかえ

という作業を進めていかないと、なかなかむずか し

いだろうなと思います。 これは私どもも非常に密接

なかかわりがありますので、積極的に取 り組んでい

きたいというふ うに考えております。

それからもう一つは、各業界が作 られてお られる

国内の業界標準 と、それから国際標準の読みかえで

す。これにっいてどういうふうに進めていくか。私

どもはちょうど間に立ちますので、それにっいても

研究を進めていきたいと考えてお ります。

大変に雑ぱくな説明で申 しわけございませんで し

たけれども、実際に稼働 している業際EDIの 一つ

の事例として御紹介させていただきました。

ご清聴どうもありが とうございます。
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図 一1正 会 員55社 の取 扱 い規 模

正会員法人55社売上高の全商業販売額に占める補割合(%)

(出 所)①55社 売上高は平成5年 版有価証券報告。

②全商業計は 「商業動態統計月報」(通 産省調査統計部刊)。

わが国通関実績と正会員法人55社 の輸出入売上高

輸 出 輸 入

(注)'55社売上高は平成5年 版有価証券報告に基づくデータであるため、

通関実績に含まれない部分がある。

図一2石 化協BP合 同作業部会

<経 緯>

1990年2月

1990年7月

1991年2月

1991年5月

1991年11月

1992年3月

1992年7月

1992年8月

1992年12月

石 化 協 が ビ ジ ネ ス プ ロ ト コ ル 作 成

日 本 貿 易 会 へ 同BPを 説 明

石 化 協/日 本 貿 易 会 合 同 検 討 会 設 置 で 合 意

第1回 合 同 作 業 部 会 を 開 催

石 化 メ ー カ ー 代 表7社

商 社 代 表7社

「石 化 協/日 本 貿 易 会EDI標 準 化 計 画 」

を 策 定 。ED1試 行 計 画 決 定

CIIシ ン タ ッ ク ス ル ー ル 採 用 決 定

試 行 計 画 を プ レ ス リ リ ー ス

メ ー カ ー4社 商 社5社 で 試 行 開 始

石化 協BP第2版 発行

第15回(最 終)合 同作業部会 開催

試行 結果報告



図一3主 要な検討課題

1.石 化 協BPの 共 通 理 解

2. 試 行 の 条 件 設 定

(1)試 行 の 目 的

① 標 準BPの 有 効 性 の 検 証

・標 準 レベ ル のBPの 検 証

・共 通 コ ー ド(CC)の 検 証

・運 用 基準 の 検 証

② 標 準BPの 実 用 化 の 検 証

・フ ォ」 マ ッ ト変 換 ソ フ トの 標 準 化 の 実 現 性

・運 用 の 実 現 性

・ア プ リ ケ ー シ ョ ン ソ フ トの 開 発 工 数 の 短 縮 化 の 検 証

・省 力 化 ・シス テ ムの 拡 張 性 、 柔 軟 性 等 の 期 待 効 果 の 検 証

(2)試 行 の 範 囲

①BPの 適 用 範 囲 は 当 事 者 間 で 旧 蹟

②BPは 合 作 作 業 部 会 で 合 意 した βPを 適 用

(3)試 行 で 利 用 す る コ ン ピ ュ ー タ と ネ ッ トワ ー ク

①VAN接 続

② 直 接 接続

(4)開 発 費 用 の 負 担

試 行 す る企 業 の 負 担

』

(5)試 行 対 象 企 業 と実 施 時 期

3.CIIシ ン タ ッ ク ス ル ー ル と ト ラ ン ス レ ー タ
-

4.デ ー タ 交 換 運 用 の 諸 規 則

「企 業 間 デ ー タ 交 換 に 関 す る 覚 書 」

「同 覚 書 」 に 基 づ く支 払 方 法 の 取 決 事 項

「同覚 書 」 に 基 づ く シ ス テ ム運 営 の 取 決 事 項

5.BP内 容 の 解 釈

・請 求 ・支 払 明 細 の 消 込

・組 織 変 更 へ の 対 応(新 旧 組 織 コ ー ドの 扱 い)
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3.鉄 鋼 ネ ッ トワ ー ク研 究 会

堀内 好浩

鉄鋼ネットワーク研究会 ・企画運営幹事会主査

日本鋼管㈱情報化推進部長

ただいま御紹介にあずか りました、ネットワーク

研究会の堀内でございます。

本 日は財団法人日本情報処理開発協会 ・産業情報

化推進センター並びにEDI推 進協議会の皆様方にこ

ういう発表の機会を設けていただきましたことに対

しまして、関係各位の方に深 く御礼を申し上げたい

と存 じます。

「鉄鋼業界におけるEDIの 現状 と課題」というこ

とで、簡単に御説明をさせていただきたいと存 じま

す。

それでは本 日は鉄鋼業界の今までの経緯を簡単に

御説明させていただきたいと思います。

昭和30年 頃から平成4年 度までの粗鋼の生産量で

すが、昭和30年 代が大体年間二、三千万 トンです。

平成4年 度は、1億 トンぐらいだと考えて ください。

実はこの1億 トンという数字でございますが、昭和

16年に日本がアメリカと戦争を始めたとき、日本の

粗鋼生産量は600万 トンでございました。米国は当

時か ら1億 トンということですか ら、昭和16年 から

50年間約1億 トンをコンスタントに生産 してきてい

るということでございます。昭和50年 頃か らは、米

国の動きとほとんど同 じ動きが考えられるわけでご

ざいます。

それで、非常に大まかな説明をさせてもらいます

と、輸出は平成4年 度で約2,000万 トンくらいとい

うことになっています。それに対 して、輸入は大体

輸出の50%に 当る約1,000万 トンということでござ

います。最近の特徴を簡単に申し上げますと、輸出

で米国へ一時年間1,000万 トンの時期があったんで

すが、今は170万 トンとか、そんな状況になってい

ます。従いまして、今年度、日本からタイ国と米国

とどっちへ輸出が多いかといいますと、タイ国の方

が多 いという状況になっております。なお、輸出は

大半が中国でございます。

よく言われるんですけれども、1960年 代はスピー

ドの時代、1970年 代は一般的にコス トセービングと

いいますか、コス トダウンの時代、1980年 代は、い

わゆる品質(ク オ リティ)の 強化の時代、それで日

本の製造業が、国際的優位を保 ってきたということ

で、行動に際 して焦点がはっきりしていたん じゃな

いかと思います。そういう点で、私自身その頭文字

を取 ってスコープという造語をつ くったわけで ござ

います。っまり焦点がはっきりしていた時代か ら、

実は1990年 代になって、非常にこの辺がわか らなく

なってきたということです。また空想科学小説とい

うんですか、SF、 サイエ ンス ・フィクションとい

いますか、このSFを キーワー ドに しているんです。

っまり先行き不透明で、どんな時代が来るかわか ら

ない。SFで すか ら、今後 はサクセス(Success)

かあるいはフェーラー(Failure)と 二極分化 して

くるじゃないかと。鉄でずっと食べていますと、世

の中で言われるスピー ドとファッションというもの

に対 して、感性がないということになりがちです。

鉄鋼というのは鉄鋼メーカーだけではございませ

ん。例えばコイルセンター工業会 という薄板の加工

セ ンターさんと、厚板のシャー リングさんは、大体

あわせて600社 ぐらいです。そういうところが実は

鉄鋼業の基盤を支えているわけです。EDIと いうの

は、我々の産業そのものでのこれからのコス トセー

ビング、あるいはお客さんの在庫を減 らす、あるい

はメーカーの在庫 も減 らすという点で、一つの道具

じゃないかと思いまして、最初にくどくどお話をさ

せていただきました。

それでは、本題に入 らせていただきたいと存 じま

す。今なぜEDIで 国際化なのかということでござい

ますが(図 一1)、 先 ほどから専門家の方がお話 し

されておりますが、よく言われる国際的な共生 とい

いますか、そういったもののキーワー ドがEDIで は

なかろうかと思います。米国では特に自動車を中心

に した約1,000社 からなるAIAGと いう団体が ござ

います。AIAGは 民間最大のEDIの 検討 グループで

して、電機業界、自動車業界、鉄鋼メーカー、それ

から鉄鋼関連のコイルセ ンター、加工センター、あ

るいは特約店、それか ら運搬業界の全部がまとまっ

てやっているということで、1987年 か ら米国の一つ

の大きな動きが始まりまして、本格的なEDIの 実行

段階に入っているという現実がございます。

こういった国際化の中で、ヨーロッパと米国が全
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く同 じバーコー ドを採用 してお り、日本が独 自の

バーコー ドを採用するということにで もなれば、も

う国際的に何だということになるんではなかろうか

と思います。

ついでに、お話 しておきますと、米国のバーコー

ドの動きで ございます。私は、たばこを吸いますの

で、たばこのバーコー ドを見て、それがどうしたと

思 っていました。ところが、何年か前に米国の 自動

車会社のビッグス リーか ら、バーコー ドをつけない

と現品をとらないという話が来ました。それで私 も

米国へ行 ったわけですが、そのときびっくりしまし

たのは、バーコー ドを作るためにものすごい研究を

しているということです。

実は鉄は御承知のように非常な重量物で大きく、

屋外で も取 り扱われるので、例えばバーコー ドを

貼 ったあとに日の光でバーコー ドが変色 しないか、

重量物にはさまれたら破断 しないか、それか ら水が

かかったらバーコー ドが変質 しないか、油にかかっ

たらどうなんだ、あるいは粉塵をかけた らどうなん

だ というような問題とか、それか らバーコー ド用紙

に特殊な化学物質を使ったら、燃や したときに有害

物質が出ないのかとか、そういうようなことも含め

て米国で研究 した結果を聞きました。

又、紙といっても、H形 鋼というH形 を した異形

の構造物用鋼材があるんですが、そこで も切れない

で耐用で きるような紙をつ くっていたんです。 この

辺については、びっくりした訳でございます。

それぞれ各鉄鋼メーカーの方で も研究 している最

中でございますが、バーコー ドがいろんな形で違 う

ものが出てきて しまいますと、国際的に同 じでない

と、海外か らこれおか しいじゃないかと、言われる

可能性があるということでございます。この辺の事

情を御母解いただければと思います。

次に、近代化です。こういう格好いい言い方とい

うのはあんまり好きじゃないんですが、今までの情

報化というのは企業内、あるいは企業グループ内で

の紙とかファックスとか電話による情報交換で した。

こういった ものはどうしても 「まあまあ」の世界に

なって しまう。日本人は割と 「まあまあ」が得意で

すからいいんですが、それでは、これか ら日本の企

業自身の近代化はできないん じゃなかろうかという

ことです。ですか ら、EDIと いうのは、そ ういう点

で、差別化のツールではな くて、インフラだという

考え方を持つことが大切だと思います。

それから、情報化とい うことで専門家の話で今よ

く言われるのが、 「ネオダマコ」です。ネ ットワー

ク、オープン化、ダウンサイジング、マルチメディ

ア、そ して最後のコというのはコス トセービングで

す。これらの情報技術の力というものが、課題を解

決 してくれるんではないかと、鉄鋼ネ ットワーク研

究会では認識 しております。

また重要なポイントなんですが、ネ ットワーク研

究会の中で取 り決めを作 りました(図 一3)。 業界

活動としての協力 ・協調 と、個別企業としての経営

判断、これにっいては一つの法律をつ くっています。

どういうことかといいますと、EDIを いっやるかと

いうことについては経営判断であるということです。

例えば、あるお客さんか らEDIを やってほしいと言

われたときに、あるいは鉄鋼 メーカー側が、それに

関して時期を全部に合わせてほしいと言われたとき

に、これをいつやるかというのは、各企業はそれぞ

れ自主判断するんだ という、当然 と言えば当然の話

です。

それからあと、EDI化 の情報を内部でどううまく

活用 していくかというのは、それぞれの問題なんで

すね。これも当然のことですが、こういうものは要

するに個別企業 としての判断になります。

それから、各企業内におけるEDIの 基盤というの

が必要になると思いますが、この辺にっいての基盤

の整備、それからどれだけの相手先とEDIを 進める

かという問題については、すべて個別企業としての

経営判断だということです。業界、あるいは業際の

EDIの 標準化 というのはどうしても不可欠だという

認識に立 っております。

我々の組織は、システム化の進展に伴 う企業間の

ネッ トワーク化、それか ら個別要望がお客さんの方

から出てくるわけですが、そういったところにどう

効率的に早 く対応するかのためにあると解釈をして

ください(図 一5)。 鉄鋼側にとってはお客さんの

方に、既にシステムができているケースがよくあり

ます。そうすると、その見直 しの時期をこちらから

強制するというようなことは一切ありません。当然

なんですが、双方の合意を得てやっていくという基

本の考え方になっております。

そういうことで、先ほども御説明しましたように、

業界の一つの芯 となる標準を設定 して、各社 さんの

それぞれシステム構築のイ ンフラになるんじゃなか

ろうかと、こういう見方を してお ります。

標準化の進め方 というのは(図 一7)、 ここに書

いてありますように、非常に大変な作業になるとい

うことでございます。鉄鋼業界にとって、恐 らく本

日御出席の皆様方のほとんどがお客様だと思います。
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ちなみに会社の数を御参考までに申し上げますと、

鉄鋼メーカーでは高炉が9社 ございます。それから

電炉メーカーが66社 、普通鋼のメーカーが50社 、特

殊鋼専業メーカーがll社 ということで、大体200社

になり、そのほかに単圧だとか伸圧メーカーがござ

います。それから商社さんが、大きなところで63社 、

それから二次の流通問屋さん3,600社 、それから加

工センターさん、これは中堅以上のコイルセンター

さんで約160社 です。それか ら厚板の シャー リング

さんが約450社 です。 こういう加工セ ンターさん、

あるいは二次流通問屋さんというのが、日本の鉄鋼

業界を支えてくださっている重要な業界でございま

す。

そういうことで、その先に皆様方、例えば自動車

会社さん、造船会社 さん、あるいは電力会社さん、

電機会社さん、産業機械会社さん、建設業界さん、

その他いろんな業界 さんがあるわけでございまして、

全部で15万 社 ぐらいあります。この辺とどうやって

合意形成をするというと、かなり真面目に考えると

頭の中が混乱す ることになります。

原案をまず作 って、我々の相手の業界さんにどう

い うふ うにうまく合意を していただけるかというこ

とがやはり必要ではなかろうかということで、ひな

型づ くりを もとに、他業界、あるいは多品種といい

ますか、鉄 もいろんな品種、例えば造船用の厚板と

か、あるいは自動車用の鉄板 とか、あるいは電機

メーカーさんの冷蔵庫の鉄板とか、缶 ビール用とか、

いろいろあるんですが、この辺をどうするかという

問題があります。

我々の基本的な考え方ですが、自動車会社さんと

いうのは大体、国内鋼材消費の約20%の 鉄をお使い

いただいてお ります し、広い関連分野もお持ちです

ので、まず自動車会社 さんの薄板のモデルで研究開

発を始めました(図 一8)。 そうしますと、自動車

会社さんに納入する約60%が コイルセンターさんを

通 っていきます。また電機 メーカーさんに行く薄板

は、100%近 くが コイルセンターさんを通 っていき

ます。そうなります と、そういったところの情報化

のイ ンフラがで きてないとなかなか先へ到達 し得な

いということにもなります。そういうことも含めて、

自動車業界さんと一緒に共同研究をさせていただい

ておりまして、後ほど平尾さんからお話があると思

うんですが、今、着 々と研究を推進 している最中で

ございます。

そのほか、造船業界さんからもそういった合理化

要請に伴う必要が出ておりまして、この辺も今進ん

でいる最中でございます。む しろ造船業界について

は実用段階に入りつつあると御理解いただいた方が

よろしいかと思います。

鉄鋼ネ ットワーク研究会は(図 一9)、 平成2年

の10月 に通産省の基礎産業局の鉄鋼業務課さんと、

製鉄課さんの御指導で、こういったEDIの 標準化の

推進組織をつ くったらどうかというお話から生まれ

ました。今、鋼材倶楽部の鉄鋼情報流通化委員会の

下に鉄鋼EDIセ ンターというのがあ りまして、企画

運営幹事会を設置 し、事務局は鋼材倶楽部のEDI推

進課がやっています。その中には標準実用化 とい う

グループと、標準開発管理 グループと、それからシ

ステム技術検討会、商社検討会、業際EDI研 究開発

委員会があります。昨年までは約100名 だったわけ

ですが、現在は60名 ということで、高炉メーカー6

社、それから総合商社さん7社 から手弁当で参画 し

ているということでございます。

最初にバーコー ドの話を しま したので もうここは

省略 しますけれども(図 一11)、 バー コー ドとい う

のは、一たん決まりますとなかなか変え られないと

いうことがございます。これも皆 さん御専門家の方

ですからおわかりだと思いますけれども、バーコー

ドを各鉄鋼 メーカーがもし勝手に出 していったとし

ます。そうすると受け入れ側で、バーコー ドの リー

ダーが鉄鋼 メーカー単位に違 うという現象が出て く

る。また逆に、途中のコイルセンターさんなりが受

けて、さらにその先のお客さんのところか らこんな

バーコー ドをそれぞれっけてくれと言われるように

なると、極端に言います と、お客さん単位 に全部

バーコー ドのタイプライターがそれぞれ変わるなん

ていうことになりますと、これはどうな って しまう

のかという危険性があります。

これでは、鉄を作 って売 っているのか、それとも、

バーコー ドリーダーとコンピュータと、それからプ

リンターのたあに商売をやっているのか、どっちか

わからなくなってしまう。 こんなことか らどうして

も一本化したいということです。

先ほどから御説明しましたように、自動車会社さ

ん、造船会社さんと、そして昨年10月 か らは、全国

コイルセンター工業組合さんがこのEDIの 必要性を

速かに御運解いただいて、今、実用化標準の検討を

実施 している最中でございます。いずれは電機業界

さん、あるいは建設業界さん、いろんな業界の方 々

といろんなお話 し合いが始まって くるのではないか

と思います。

そういうことで、EDI推 進協議会の場に積極的に
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参画をさせていただきながら、いろんな問題が出て

くると思いますけれども、これからも御協力、ある

いは御相談をさせていただければ幸いだと思います。

今後の課題で ございますが(図 一12)、EDIと い

いますと、昔よ くEDPと いう言葉がはやりました

が、どうもEDIと いうとハイカラな感じで、これは

業務 とは直接関係のない、またコンピュータとか

EDPの 延長線上 じゃないかと思われる経営者がお

られる会社 もかなりあるん じゃないかと思います。

この辺は、経営者の方々がこの問題をどう考えるか

ということがポイントではなかろうかということで

ございます。

簡単ですが、私の報告を終わりたいと思います。

御清聴ありがとうございました。
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図 一1

【今 何 故 、EDI

◎ 国 際 化 …

⇒

な の カ、】

欧 米 で の 商 取 引 に お け る

EDI化 の 進 展

… 効 率 的EDI化 進 展 の

た め の 国 際 標 準 整 備 の 動 き

◎ 近 代 イヒ ・

●

⇒

◎ ・t青串良 イヒ ・

●

⇒

●

●

・ 企 業 間 シ ス テ ム の

効 率 的 な 連 携 が 必 須
・物 流 合 理 化 ガイドラインに お け る

異 業 種 と の 連 携 ・ 情 報 化 の

推 進 に 対 す る 鉄 鋼 業 界

と し て の 取 り 組 み

●

●

璽 ・

::…痔:…i…託:

・ 高 度 情 報 化 時 代 に お け る

新 た な 企 業 ニ ー ズ

・ 経 営 資 源 の 一 つ と し て の

情 報 の ジャストインタイム化 要 請

…ii主;:i…:夢i:i :ii婆i、.;;トi:i手段:…

2一図

DE【

◎ 鋼 材 取 引 全 般 の 業 務 改 善 効 率 化

に よ る 近 代 化 の 推 進

◎ 省 力 化 ズ の 強 い 流 通 分 野 の

業 務 改 善 へ の 寄 与

◎ 情 報 管 理 機 能 の 充 実 強 化 に よ る

顧 客 サ ー ビ ス の 向 上

【

各 企 業 の 基 幹 シ ス テ ム の

効 果 拡 大

◎ 企 業 間 情 報 伝 達 の 迅 速 化 に よ る

ビ ジ ネ ス ス ピ ー ド 向 上

◎ 人 手 介 在 ス の 減 少 に 伴 っ

業 務 情 報 の 精 度 の 向 上

◎ ペ ー パ ー レ ス 化 指 向 に よ る

ビ ジ ネ ス コ ス ト の 削 減
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取 り 組 み の 基 本 的 考 え 方 】

EDI化 実 施 時 期

EDI化 情 報 の 活 用

各 企 業 内 に お け る

ED基 …盤 の 整 備

ど れ だ け の 相 手 先 と

EDI化 を 進 め る か

化 を 推 進 す る 各 社 の

情 報 化 投 資 の 効 率 化

★ の 「標 準 化 』 を ベ ー ス と し て
一 ズ の 強 い と ろ 効 果 の 大 き い も の

か り 相 手 先 お よ び 対 象 を 選 定 し 積

極 的 か っ 着 実 にEDI化 を 推 進 し て い

く

図 一4

【標 準 化 の 範 囲 】

◎ 企 業 間 に お け る 情 報 の

や り と り に 関 す る ル ー ル づ く り

各 社 の業 務 の や り方 ま で も標 準 化 ・統 一 化 を 図 る もの で は な い 。

鋼 材 取 引 に 関 わ る 企 業 間 で 、 その や り と りが 必 要 とな る物 流 ・

物 性 お よ び 南 流 に 関 す る情 報 で 、 且 つEDI化 に よ り効 果 が 期

待 で き る情 報 。

《物 流 情 報 》 個 別 製 品 の 納 入 ・出荷 ・加 工 ・在 庫 状 況 等

《物 性 情 報 》 個 別 製 品 の 成 分 ・試 験 値 な ど の品 質 成績

《商 旅 情 報 》 注 文 ・検 収 ・請 求 な ど の 契約 ・決 済

⇒

鋼 材 取 引 に関 わ る全 企 業=メ ー カ ー(高 炉 ・非 高 炉 ・二 次 製

品)流 通 業(商 社 ・特 約 店 ・問 屋)中 間物 流 業(倉 庫 ・中

継 基 地)加 工 業(コ イ ル セ ン ター ・シ ャー 等)需 要 家 な ど

、ジ・::受∴
…瞬1濠

,嗣 ■,鱒:1侯 が:声1;鰐i:熱}i熱ii斑 点 を:……i

◎ 現 品 と の 照 合 な ど を 容 易 に す る

.ジ…:辮・煮

た め の バ ー コ ー ド の ル ー ル づ り

⇒EDI情 報 と の 組 合 せ に よ る

業 務 効 率 化 効 果 の 最 大 化 追 求
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【標 準 化 の 考 え 方 】

◎ シ ス テ ム 化 の 進 展 に 伴 う 、 企 業 間 ネット

ワーク化 ・ 個 別 要 望 へ の 効 率 的 な 対 応

◎ 既 に 実 施 さ れ て い る 企 業 間 の 情 報 の

や り と り は 、 見 直 し の 時 期 に

双 方 の 合 意 を 得 て 、 切 替 え

◎ 業 界 と し て 一 つ の 芯 と な る 標 準 を 設 定

、 鋼 材 取 引 に 関 わ る 各 社 の

合 理 的 な シ ス テ ム 構 築 の イ ン フ ラ

⇒ 欝驚:議;:驚 搬;婁:諜i雛::
・鋼 材 の 取 引 に お い て 必 要 と な る企 業 間 の 情 報 伝 達 の特 性 を

考 慮 した標 準 づ く りを 目指 す 。

・鉄 鋼 と して 独 自 の 標 準 を 作 る の で は な い 。

《標 準 の 位 置 づ け 》

　ll葦1難:1灘難
響鰭 瓢 蒜 鐘 諸 麗語 言各

図 一6

【標 準 化 項 目 】

_オ ・:1'
'卜冑 幸艮伝 達 通 信 手1順(コ ンピュータ接続)

`
ージ1…
,;;、1デr、 規 約 ◎ 全 銀 手 川頂

ラ,・ ・=一 ㌧.}=… … ⇒OSIのF手 順

イ タ::: '卜青 串良表 現 交 換 デ ー タ の 表 現 方 式

シ ・,.,・・:.磯 規 約 ◎CIIノ ン タ ッ クス ル ー ル

・'
㌔送

業 務 運 用 EDI運 用 の 円 滑 化

規 約 (対 象業 務 ・ネ ッ トワ ー クの運 用 時 間

EDI ・障 害 対 策 等)

4階 層
…
取 弓1基 本 電 子 化 す る 取 引 情 報 の

規 約 法 的 な 有 効 性 を 保 証
・ 確 立

..z.ミ 句r'::ii 技 術 標 準 コ ー ド 体 系 ・ 識 別 子
『9コ

:= 竺:':;iド9…,
.・ 大 き さ な ど'

i裟=,:ンi沃 ・1'運 用 標 準 表 示 媒 体 ・表 示 項 目
',

◎ そ の 他 の 項 目 は 、 当 面 の 標 準 化 対 象 外

(必要時に別途検討)

◎ 当 事 者 間 で 、 最 も 効 率 的 な や り 方 を

協 議 ・合 意 の 上 、 決 定 す べ き 事 項

1……糎 聯i;1,ii:唾難 婆麺、…:i:麟磯 ㌫ …4
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【標 準 化 の 進 め 方 】

◎ 膨 大 な 標 準 化 作 業 を 一 気 に 仕 上 げ る

こ と δま 困 難

◎ す べ て の 相 手 先 と 合 意 を 得 て

標 準 を 確 立 す る 体 制 が 未 整 備

◎ す べ て の 相 手 先 と 一 斉 にEDI化 を

開 始 す る こ と は 非 現 実 的

↓

先 ず`ま

自動 車 ・薄 板 で の

ケ ース ス タデ ィ

鉄 鋼 ネットワーク研 究 会

原 案 を 基eこ 実 用 標 準 化 を 推 進
ニ ー ズ優 先 ・効 果優 先

EDI化 環 境 の 整 って い る 企 業 との スモ ール サ ク セ ス

造 船厚 板 出 荷 サ ー ビス 情 報 の 実 用 標 準(EDI標 準Ver1)の 制 定

ひ な 型 つ く

↓

り を 基`こ

他 業 界 他 品 種 へ の 展 開

癩::準:…φi;谷':ぽ …i援i:露・

業界対業界の

大きな括りの中で実施

・ ↓

・擬 湖 中1仲 …間:・ ブ ・・ぐ 一…φ ・・'

・EDI推 進 協 議 会

・連 携 指 針

〔

図 一8

【こ れ ま で の 活 動 及 び 成 果 】

露 嶽1㌫ 二縦 展ユ_..ル 麟 、不在での対応
◇ 受け身の姿勢による個 別 対 応 の 無 駄 および限 界

◇ 多髄 需要業界を擁する素 材 産 業 としての責 任

・一く」

広範・開放的・公平な 標 準 の 早 期 策 定 が 肝 要

膨大な標準化作業 相手先との合意

《自動 車 業 界選 定 理 由 》

① ノス テ ム 化 が進 展 し、 且 つJITな ど 工

程 合 理 化 の 要 請 が 強 く 企 業 間 情 報 ネ ッ

トワー クの 展 開 ・ニ ー ズ が 存 在 。

② 倉 庫 ・中 間 物 流 ・加 工 等 流 通 経 路 が 複 雑

で あ り、 業 界 全 体 で の 合 理 化 の た め の シ

ステ ム課 題 が 山 積

③ 鉄 鋼 以 外 に も多 岐 ・広 範 な 業 界 と取 引が

あ り、 業 界 標 準 の 要

《薄板選定理由》

①高炉各社の共通製品であり

典型例

②主要製品として量的にも多く

納入形態も複雑 ・多岐なため合

理化効果など経済的影響度大

③ 各 社 の シス テ ム 化重 点 領 域 で 、

標 準 化 ニ ー ズ 大

涙:癬 …無 始 …・≧;i'蕪;;i㌻:、濠 始 、.凛::蕪:i:』1凝……
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【鉄 鋼 ネットワーク研 究 会 組 織 図 】

鉄 鋼 ネットワーク研 究 会 ⇒ (社)鋼 材 倶 楽 部

鉄 鋼 流 通 情 報 化

委 員 会

企 画 運 営 幹 事 会

事 務 局(EDI縫 線)

一

【標 準

実 用 イヒGr】
、

1【標 準 開 発

管 理Gr】

⊥
シ

ス

テ

ム

技

術

検

討

会

_L

商

社

検

討

会

業

際

E

D

I

研

究

開

発

委

員

会

自 動 車/

流 通 対 応

チ ー ム

物 流 ・ パ ー

.コー ドWG

一

一

一

南 流WG
造 船 対 応

チーー ム

品 質WG

*参 加 会 社 … 高 炉 メ ー カ ー6社(新 日鐵 、NKK、 川 鉄 、.住金 、 神 鋼 、 日新)

商 社7社(三 井 、三 菱 、 伊 藤 忠 、 住 商 、 日商 、 トー メ ン、 丸 紅)

*現 体 制 発足 …1994年1月1日 ～*参 加 メ ンバ ー … 約60名

図 一10

【CII採 用 の 理 由 】

◎ 従 来 の 固 定 長 で の 標 準 化 の 限 界

情 報 の 伝 達=当 事

者 間 の 約 束 事

情 報 の 公 開 一 企 業

毎 の 意,思 決 定

⇒

・必 要 項 目の 差 異

・桁 数 の 違 い

フ ォ ー マ ッ ト

合 わ せ δこ苦 労

⇒ 一 度 決 め る と 変 更 の 影 響 が 大 、

結 局 は 個 別 処 理 が 必 要

◎ 可 変 長 の よ さ

・伝 送 不 要 情 報 の 選 択/除 去 が 自 由

・項 目 の 追 加 や 桁 数 の 運 用 変 更 は

当 事 者 間 だ け で 可 能

共 通 の ト ラ ン ス レ ー タ 機 能 が カ バ ー

⇒ 異 業 種 ・ 多 企 業 に 亘 る 標 準 化 が 容 易

◇ 機 能 的 優 位 性

◇ 国 内 の 動 向 ,

⇒



1

直
直
1

図 一11

【バ ー コ ー ド標 準 の 必 要 性 】

◎ あ ら ゆ る 物 流 拠 点 に お け る

業 務 効 率 化 の 有 効 な 一 手 段

◎ 自 動 車 向 け 輸 出 で は 、 貼 付 を 義 務 づ け

◎ 需 要 業 界 で も 、 部 品 の 受 入 れ ・検 収

な ど で 既 に 活 用 開 始

◎ 数 社 か ら 製 品 ラベルのバ ー コ ー ド 化 要 望

◇ ハ ー ド制 約 に よ る変 更 の難 しさ

◇ 印 刷 装 置 ・読 取 装 置 な ど

設 備 投 資 の 多 重 化 ⇒

◇ 物 流 特 徴 を 考 慮 した バ ー コ ー ド

関 連 商 品 の 開 発 ス ピー ド
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《標 準 整 備 の 考 え 方 》

①現品貼付の製品ラベルのバーコー ド表示から着手

②EDIデ ータとの組合せを前提に表示項目決定

③国際的普遍性あるAIAG標 準準拠

④国内での鉄鋼製品流通の運用実態に合わせた標準

図 一12

【今 後 の 課 題 および進 め 方 】

1「 鉄 鋼EDI標 準(原 案)」 を 基`こ 、

①

②

③

地 道 な 成 功 例 の 積 み 上 げ

… 日本 自動 車 工 業 会 との 共 同 研究 実 施 を通 じて
、 「バ ー コ

ー ドと納 入 関連 情 報 」 「ミル シー ト情 報 」 の標 準 の 合 意 ・

標 準 メ ッセ ー ジの 実 用 化 を図 り、具 体 的 なEDI実 行 計 画

へ の展 開 を 目指 す 。

…1993年 春 か ら実 施 して き た 「造 船 出荷 サ ー ビス 情 報

」 の 適用 拡 大 、 及 び 「発 注 情 報 」等 の新 た な情 報 へ の対 象

拡 大 の 推 進 を 目指 す 。
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…EDI実 施 環 境 に あ る相 手 先 とのEDIの 実 行

且 標 準 化 団 体 へ の 積 極 的 参 加

① へ の 積 極 的 参 加

②先 進 的 業 界 の 標 準 化 グ ル ー プ と の
'1'青幸艮交 流

③業 界 内 外 へ の 標 準 原 案 の 開 示 、

お よ び 標 準 メッセージの 実 用 化 共 同 研 究
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①経 営 ト ッ プ の 標 準 化 活 動 へ の 理 解 と 支 援

②標 準 化 検 討 を 受 け 入 れ る 業 界 内 外 各 団 体
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4.㈲ 住宅産業情報 サー ビス

松本 治男

助住宅産業情報サービス ・業務第2部 長

ただいま御紹介 いただきま した、住宅産業情報

サービス、HIIS-NETの 松本でございます。

住宅産業界について

先ほど大久保委員長の御説明の中で、連携指針の

ページの一番最後に住宅設備機器等流適業と書かれ

たところがあります。言葉としては、住宅資材全般

を指 しているのが この 「住宅設備機器等」であり、

実際、連携指針には建材 とかその他いろいろの材料

名が書かれています。いわゆる住宅資材をっくって、

それを流通ルー トに乗せて、最後は住宅の生産の現

場に届ける。そ ういう流通ルー トの中で住宅資材を

売り、あるいは買 う段階において、商取引があるわ

けです。ここに我々のEDIと してのHIIS-NETを

適用 していこうということで、日夜取り組んでおり

ます。

住宅産業界は、非常に範囲が広いといえます。例

えば、業種にして も、いろんな業種があります。瓦

の業界もあれば、流 し台の業界もあり、建材の業界

もあれば、いろんな業界が渾然一体となっている。

一体感があるわけではなく、またその周辺の範囲と

いうことになりますと、非常に不明確であり、どこ

までが一体住宅産業界か ということもはっきりしま

せん。その上高流はといいますと、流れ方は、川上

から川下までいろんな流れ方があります。 メーカー

が川上側 としますと、商社、問屋、販売店 と流れて、

使 うのは工務店、あるいはハ ウスメーカー、ゼネコ

ンとなります。その流れ方 も一定の流れ方ではなく、

順序を踏んで流れる場合 もあるし、あるいは飛んで

流れる場合もあります。その中で肝心なことは、そ

ういったものを全般的にとらえるのではなくて、あ

るパ ターン化を していこうと。一つではなく、幾つ

かになると思 うんですが、そ ういうパ ターンを作っ

て、そのパターンに合ったEDIの 展開の仕方を進め

ていこうと考えております。

(注)■HIIS-NET=HOUSINGINDUSTRY

INFORMATIONSYSTEMNETWORK(住

宅産業情報システムネ ットワーク)

●連携指針:住 宅設備機器等流適業における電子

計算機の連携利用に関する指針(住 宅産業の場

合)

先ほど来、御発表されま したいろんな業界の皆さ

ま方のお話をお聞きして、うらやましいなと思うこ

とがあります。それは、EIAJさ んにして も、鉄鋼

業界さんにしても、大企業が中心となって幾つかの

核があるわけですね。EDIを 進めるための核がある

ということは言えると思います。住宅産業界の中に

も大企業もあれば巨大企業もございます。 メーカー

さんの中にはやはり大企業が多いわけですが、我々

が展開 しようとしている流通の中においては、い く

っかの企業以外はほとんどが中小企業といっていい

ぐらいですね。その中でEDIを 理解 していただいて、

これを使っていただくこと。使って もらうには金が

かかるわけです。その理解を得るということは一筋

縄 じゃいかないわけですね。最終的には経営者が

オーケーを出すというところまでいかないとだめで、

話は聞いてもらってもそれを利用 しようという段階

までは至らないとだめです。そこで我々は、足で稼

ぐしかないということで、各企業を回りなが ら説明

しております。

EDIが 要請 される社会的背景

先ず申し上げたいこととして、EDIが 要請される

社会的背景についてですが、大 きく分けて六つあり

ます。一つは、ニーズの多様化 ということがよく言

われますが、それに伴 って、商品が多様化 して、 し

かも納品が非常に小口化 しています。多頻度小口化

納品で物流が混乱 しているということが一方であり

ますが、とにか く納品が小口化 している。これはど

ういうことかといいます と、1枚 の伝票当たりに掲

載され る数量、あるいは金額が小 さいということで

す。例えば1枚 の伝票で10万 円の記載がされている

のと1枚 の伝票で数百円の記載がされているのでは、

例えば年間1億 円売るにして も、その事務処理の量

がちが ってきます。住宅産業界というのは、先ほど

申し上げたように、品目ということについて も非常

に多岐にわたっていて、 しか も現場への納品状態が

非常に小口化 しているということで、事務作業が近

年特に増大 しているのが実情です。

二番目には、人件費が増大 しているということで、

これは当然 どこの業界で も同 じですが、したがって

事務作業は効率化 しなければいけないということが
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経営に対 して要求されている。

三番目としては、労働時間の短縮の要請が非常に

強い。これは特に若年労働者を採用するについては、

給料よりも時間だという。端的に言えば、土日が休

み じゃない会社には就職 した くないというようなこ

とが、今の若い人たちの意識です。

四番目は、さらにそ ういう若い人たちが年齢層と

しても非常に不足 してきている。これからますます

それは促進されるわけです。

五番目としては、単純労働の機械化が非常に進ん

できているのが最近の傾向です。したがって、単純

労働を機械化できていない作業、あるいは企業、あ

るいは業種は取り残されていくということがいえま

す。

最後に六番目としては、企業間の取引データの交

換に迅速さが要求されてきたことです。今までは、

今 日納品 したものは10日 ほど経って納品書が着いて

も文句を言われなかった。ところが、経営を効率化

しなければいけない、あるいは経営判断を刻々下 し

ながら、企業が前進する方向を見定めなければいけ

ないということか ら、経営資料のもととなる企業間

取引データの交換が迅速でなければいけないという

要求が強 くなってまいりました。こういう話をまず、

EDIを 採用 していただこうと思うときに、説明の前

段階としてするようにしております。

当財団について

当財団法人は、昭和46年ll月 に通産省と建設省の

共管のもとに設立されました(図 一1)。

時間の関係で事業内容については(1)～(4)までは省

略させていただき、(5)のHIIS-NET情 報事業 とい

うところですが、われわれはこれを事業展開の一つ

柱 としております。

HIIS-NET実 現の経緯

次 に、HIIS-NETの 実現の経緯ですが(図 一

2)、 まず昭和62年4月 に調査研究委員会を設置 し

ました。先ほど申 し上げま したように、いろんな業

種の中から、流通ルー トにかかわる企業の皆さま方

に集まっていただきました。合計27社 ですね、その

中にはゼネコンさん、ハウスメーカーさん、それと

住宅設備機器の、あるいは建材等のメーカーさん、

それと問屋さん、販売店さんまではいかなかったの

ですが、そういったところの代表的な企業27社 で、

委員会を結成 しまして、通産省の指導の もとにこの

情報化、標準化の検討を始めました。

平成2年 には、CIIシ ンタックスルールが産業情

報化推進セ ンターで開発されまして、これを この住

宅産業界のEDI標 準化の中に織 り込んでいこうとい

うことが委員会で決定されました。5年 間かけて、

平成4年3月 にはビジネスプロ トコルのVer.1.0を

完成することができました。そ して4月 には、先ほ

ど申し上げました連携指針が、全産業の中で11番 目

として通産大臣か ら告示されるに至 りました。平成

4年 の7月 には、財団法人の中で これを事業展開 し

ていこうということの企画ができ、同年9月 には、

これを展開 していくに当たって、HIIS-NETの 内

容を分か りやす く理解 していただ くための案内書を

作 りました。これには相当時間と労力をかけ、これ

が完成 したのが9月 で、同時に普及啓蒙活動 に入っ

たわけですが、11月 には先ほどの委員会27社 の中で

EDIを 進めようということで、懇談会を開催 しまし

た。

一つは、流通関係企業の懇談会であり、これは卸

売業 と商社合わせて11社 です。その次に、製造関係

企業8社 の懇談会を実施 しました。12月 には、その

懇談会に参加いただきました企業の中から、賛同を

いただいた企業、それとHIIS-NETと いうものを

利用 したい、検討 したいという意向の強い企業の皆

さん8社 にお集まりいただき、HIIS-NET標 準 ビ

ジネスプロ トコルを基本にして、これをいかに具体

的に使っていくか、そのためにはどういうマニ ュア

ルが必要か、という細かい取 り決めを作るために、

この8社 による会議を月1同 ずつ開催するというこ

とを決定いたしました。第1回 目の会議は12月で し

たが、約半年かけて出荷データと請求データに関 し

運用マニ ュアルを完成 しました。

なぜ最初に、出荷データと請求データを手がけた

かという理由ですが、まず出荷データ、請求データ

というのは確定データですか ら、これをデータ交換

するというのは、導入部としては、取りつきやすい

だろうということ、それ ともう一つは、また後ほど

も説明いたしますが、出荷データを迅速に手に入れ

たいという要望が受け手側に強 くあったか らです。

こういうことから、出荷データと請求データにっい

てまず取 り組んだ という次第です。

平成5年9月 には製造業1社 と卸売業1社 の間で

慎重を期 しながら、 トライアルを開始 しました。私

達も最初の経験であり、失敗 しますと後についてく

る人がいなくなると困るということもあって、絶対

失敗しないように慎重にやりました。時間をかけ、

(注)●HIIS-NET標 準 ビジネス加 トコル:HIIS-NETを

使 ってEDIを 行 うに際 して共通的に適用され

る標準規約

一46一



トライアルを2ヵ 月ばか り実施 しま した。

一方
、11月 に は次の段 階 と して、販売店への展開

とい うのを当然準備 しておかな ければ いけな いとい

うことで 、そのための素地 づ くりを始め ま した。代

表的 な販 売店7社 に集ま っていただ き、意見交換等

を行 いま した。12月 に は、先 ほどの出荷デー タ交換

の トライアル につ いて、一応 これで よ しとい うこと

にな り、12月1日 か ら実稼働 に入 ってお ります。

今年 にな って、2月 には、次 に受 発注 デー タ、あ

るいは納期確認 デー タに取 り組 もうとい うことにな

り、 さきほどの8社 の メンバ ーで検討 を開始 してお

ります。 この ころには、次 の メーカー1社 と問屋1

社 がEDIを 実 施 しよ うとい うことにな り、今現在 は

その2社 にっ いては、社 内の整備 、あるいは トラ ン

ス レータの準備 その他 につ いて進行 していただいて

います。

HIIS-NETに 、して 、に一':F－した

今 まで展開 して きました経緯にっいては以上です。

次に、HIIS-NET実 現に際 して特に苦労 した事に

ついてですが、これは我々の経験談として聞いてい

ただき、ご参考になることがあれば、という気持ち

で説明させていただきます。

まず第一 に、どの企業も トップバ ッターになりた

くないという気持ちが非常に強いということです。

横並び意識 ということもあるで しょうけれども、や

はり失敗 した くないという意識 もあるかと思います。

最初、やはり トップバ ッターを見つけるには苦労 し

ました。現在、実稼働 しているところの卸売業、い

わゆる問屋 さんですが、ここの専務さんがEDIを 含

め、 システム、電算等についての知識が豊富な方で、

社内の業務合理化にっいても強い関心をお持ちで し

た。 この方が トップバッターをかって出てくれまし

た。確かに経営者の方 々は合理化については非常に

意欲的ですが、EDIの 中身を理解できていないとそ

れが結びつかないのです。我々EDIを 説明するにつ

いては、そこのところで苦労 します。平成4年 ごろ

は、まずEDIと は何かということをご存知の方はほ

とんどいない状態でした。

JEDICやCII等 のご活動もありまして、1年 以上

たった現在においては、かなり普及されたように思

います。EDIと いう言葉自体の知名度 も相当上がっ

てきたというのが、我々実務に携わっている者の実

感です。

苦労話の二番目は、EDIの 内容をわかりやすく説

明するため、その話 し方とか、あるいはどういった

資料を渡 して話せばいいかということです。できる

だけわかりやすく、話 し方もそうしなければいけな

いと同時に、提供する資料が、読んでも、読みたく

なくなるような資料ではだめです。 しかも説明 しよ

うとする内容がやや専門的な話ですから、それ らを

どういうふ うに結びつけてい くかということにっい

ては、確かに時間をかけてお ります。

三番目は、それでもなお、一度や二度の説明では

理解 していただけないわけで、 したがって、何度 も

足を運ぶということが必要だということです。

EDIの 升に交 があると思われ ノーしている

次に、EDIの 展開に効果があると思われ、今我々

が実行 している事項ですが、まず第一に、実施 して

いる企業が実感 している効果をそのまま伝えるとい

うことです。幸いに昨年12月 からの実施例がありま

す。EDIの 効果にっいては、我々が詳細に説明 し、

ご理解いただいた上で実施 していただいているわけ

ですが、実際そうなのかどうかということにっいて

は、実施するまではまだ疑問が残 っています。実施

して初あて、あ、確かにこうなんだというのが実感

としてわかるわけですね。そういった話を次に実施

を検討しているメーカー、あるいは問屋さんに披露

するということは非常 に効果があると思います。

その実感の第一は、メーカーからの出荷データが

出荷の翌 日の朝には問屋において入手できるという

ことで、問屋は販売店からの出荷の問い合わせに対

して、その都度メーカーに問い合わせしなくて も済

むということです。これはどういうことかといいま

すと、現在の物流は、物が現場へ直接行って しまう

ケースが多いことによります。発注は電話やFAX

等で受け次がれ、商流にのっとって工務店、販売店、

問屋を経て出荷元のメーカーに届きます。出荷側は、

それに基づいて物を運ぶわけですが、商流にそって

物が動 くわけではな くて、直接使用するところに

行って しまうとい うケースが多 いのです。 したがっ

て、あの荷物 はどうなったんだ、もう着いたのかと

か、出荷 したのかとか、そういう問い合わせが飛び

交うわけですね。

これに対 しては、商流をさかのぼりながら情報を

とって返事をする。問屋か ら言えば、メーカーに対

して、あれはどうなったんですかということを聞い

た上で、販売店に答えるということで、電話するの

も非常に手間がかかる、電話 してもメーカーの担当

がいなければ返事がなかなか返 ってこない。 こう

いった状態にくらべて、翌 日の朝、納品データが

入っておれば、自社の計算機か らそれをアウ トプッ

トして見れば済むわけですね。これですべて解決す
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るとは思いませんが、かなりの部分の問い合わせに

対 してそれで対応できます。

また、メーカーからの仕入れ、販売者への売り上

げ等の事務処理が翌 日に完了することです。問屋さ

んの立場か ら言いますと、販売店に対する売り上げ

処理を、メーカーからの出荷データを見ながらすぐ

できるわけです。このように事務処理が停滞 しなく

て、商流にそって情報がどんどん川下の方 に伝達さ

れるわけですね。その商流の中にいる企業は非常に

事務作業が合理的に効率的に遂行できるというメ

リッ トがあります。

実感の第二は、仕入れインプ ット作業が不要な分

だけ仕事が楽になり、また違算がな くなることです。

インプッ ト作業がな くなるというのは、これはEDI

では当然のことですが、違算がな くなるというのは、

や はりインプット作業においては人為的 ミスが発生

しているということです。それともう一つは、先ほ

ど申しましたように、メーカーか ら問屋を経由して

販売店まで、出荷データが数 日あるいは十数 日か

かった場合に、現場ではもう既に商品が使用されて

いることもあります。 このようなときに現物 と伝票

が違 う、と言われても、日が経 っているとお互いに

解明がむずか しいんですね。昨日のことならすぐ調

べることもできる。調べてもわからないから結局違

算として残ってしまう。何ヵ月かたって双方でその

処理について折衝 しなければならない。そういった

トラブルが絶えないというのが現状です。それに対

し、違算の発生が激減するということと、発生した

として も、短期日のうちのことなので解明 しやすい

ということです。

EDIの 展開に効果があると思われることの第二は、

マスコミによる普及 ・啓蒙は効率がいいので、マス

コミからのHIIS-NETに 対する問い合わせには最

優先で対応 しているということです。本 日の講演会

もそうですが、1社 に説明に行って相手が1人 の場

合 と、説明する相手が一挙に数百人の場合ではその

効率は、おのずと違 うわけです。ですから、我々は

マスコミの方には最優先で対応 します し、懇切丁寧

に説明して、できるだけ記事に書いて もらうように

心がけます。それは読者が何百人、何千人 といるか

らです。そういうふ うに効率をまず重視 しなければ

いけないと考えております。

第三は、これと同じことですが各団体とか、一つ

の企業でも、多人数が出席する説明会には積極的に

出向いて行って、EDIとHIIS-NETの 普及 ・啓蒙

を行います。

第四は、EDI推 進協議会には44団体、したがって

全国のほとんどの団体が参加 しているということを

話 します。

第五は、rEDI入 門』がCIIか ら平成5年3月 に

発行 されていて、この中にはEDIを 説明するのに非

常に都合のいい資料が多数含まれています。 しか も

いろんな場面に適用 して使えるようになっています

ので、これらを有効に、活用させていただ くという

ことです。これらを自分たちで作ろうと思うと非常

に手間がかかります し、内容が非常にわかりやすい

資料になっています。

第六は、流通業界においては、特 に問屋には各

メーカーが垂直VANを 展開 しているので、多端末

現象が発生 していて、困っているという話をよく聞

きますが、新規訪問 したところではそういった実態

を説明して、オープ ンなEDIと してのHIIS-NET

に参加 していただきたいと申し上げることです。

第七は、先ほどお話 したように、わかりやすいと

いう意味では、いろんな資料を使 うわけですが、漫

画を使いなが ら説明しているということです(図 一

3)。 その漫画には、三つの場面がかかれていて、

一つはオンラインを導入する前の状態で、イ ンプッ

ト地獄になっている状態です。それと、電話による

受発注で言いまちがい、聞きまちがいがおきる。ま

た、営業マンとしてはもっと効率よ く活動 しなけれ

ばいけないんですが、注文書を取りに行 ったり、そ

ういうようなことに時間をとられている。 こういっ

たことはすべて機械でやりましょうということです。

次の場面は、多端末公害によって、流通ルー トの企

業が非常に困っているという状態。そして三番目に、

我々のHIIS-NETに 参加 していただければ、1台

の端末で一つの方式で、しか も1箇 所への送信で、

発注データにしろ、出荷データにしろ、データ交換

が正確に、迅速にできるというEDIの 世界です。

第八は、定性的効果 とともに、定量的効果 も説明

す ることです。EDIの 定性的効果の説明は(図 一

4)、EDI、 あるいはHIIS-NETの 中身の説明に

なるわけで、皆さんがお知 りになりたいのは、じゃ

それは幾 らかかるんですか、どれ くらいの金額、定

量的なメリットがあるんですか、ということが一番

知 りたいわけです(図 一5)。 特に経営層の方 々は、

いいのはわかったが、初期投資として幾 らかかるん

ですか、それを動かせば月間どれだけの費用がか

かって、どれだけのメリットを生み出せるのかとい

うことです。そういう疑問があることが当然わか っ

ていても、それを説明するのはなかなかそれがむず

一48一



か しい作業で、いろんなケースがあって、一言でこ

うだ という数字を出すのは困難です。しかし、我々

はあえて定量的効果に関す る説明資料をつ くりまし

た。

これはある前提条件を設定 し、それをベースにし

た費用と効果の試算表です。定量的なことに触れな

ければ、経営 トップ層は、それがいいことだとわ

かっても、その次の経営判断にっなが らないのです。

折角説明 して も話がそこまでで終わ って しまいます。

逆にこういった資料を使って説明すれば、経営判断

として頭の中にひっかかって くると思います。

いろんなケースがありますが、これが一つのケー

スとして、当たらず とも遠か らずの数字であり、た

だしもっと具体的に把握 したい場合は、この資料を

ベースとして御社の具体的な数字をこの中に当ては

めてもらえば、その企業独 自の数字がっかめますよ

と申し上げています。

A後 の1題

今後の課題ですが、その第一 は、現在大手メー

カーが垂直VANを 展開 していて、このため、問屋

等の受け手側で多端末現象が発生 しています。これ

とHIIS-NETの 関連をどういうふうにつけていく

か ということです。確かにこれまで企業対企業の

データ交換における事務合理化は手つかずの状態で

した。先ほどの漫画で申しますと、オンラインを導

入する前の状態であったわけですが、その後、先進

的な大手メーカー等を中心に して、オンライン導入

が行われてきま した。それはそれなりに非常に、住

宅産業界のみならず、いろんな業界において も業務

効率化に寄与 してきたのは確かです。 しかし、今に

至って多端末現象とい う弊害が起 こって きたのは事

実で、我々はその中に標準化されたEDIを 展開 しよ

うとしているわけです。私達は先進的企業が これま

で推i遣してきたものと対応するのではなくて、いか

に折り合いをつけ、あるいは融合 しあいなが ら、今

後、住宅産業界のEDIを もっと効率いいものにして

いかなければならないと考えております。

第二は、両流の面だけではなくて、メーカーの資

材購入面にもこのEDIを 展開 したいと考えています。

我 々はとにか く南流がどのように複雑であれ、A社

とB社 の間に取引があれば、その中にこれを展開す

るというスタンスですから、例えば商品を売る買う

だけではなくて、資材を購入するという面でも同じ

ことが言えるわけです。今、その適用の方法等を検

討 しております。

第三は、受発注納期確認において リアル処理の要

望が、特に発注側か ら非常に強いということです。

CIIシ ンタックスルールを採用 しているかぎり、今

はファイル転送を使ってお りますが、今後 この問題

にはどのように対応 していくかが、今我々の直面す

る問題の一つです。

HIIS-NETに つきまして、以上で説明を終わ ら

せていただきます。ありがとうございました。
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図一1財 団法人住宅産業情報サー ビスの事業概要

当 財 団 は 、 昭 和46年11月 、 通 産 ・建 設 両 省 の 共 管 の も と に 設 立 され 、 そ の 事 業

概 要 は 次 の 通 り で す 。

(1)住 宅 情報提供事業:住 宅生産、資材流通、経営管理に役立つ内外のカレント

情報、あるいは基礎的資料を定期的に発行する。

(月 刊 「住生活」等)

(2)ハ ン ド ブ ッ ク:最 近 の内外住宅統計 を収録 した住宅ハ ンドブックを発行

作 成 事 業 する。

(3)工 業 生 産 住 宅:工 業生産住宅等品質管理優良工場等認定規程に基 づき、

品質向上対策事業 優良な工場の認定を行う。

(通商産業大臣に登録 した認定事業)

④ 住宅産業のあリ方:技 術革新、高度情報化のめ ざましく進展する国際化社会の

に 関 す る 調 査 申にあって、ライフスタイルの変化に対応する諸問題を、

研 究 事 業 学識経験者からなる委員会 を設置 し、調査研究を行う。

(5)HIIS-NET:通 産 省告示第172号(住 宅設備機器等流適業における

情 報 事 業 電子計算機の連携利用に関する指針)の 実施体制機関とし
て、住宅産業界における電子情報システムのネットワーク

化による情報事業を行 う。

図 一2HllS-NET実 現 の経 緯

昭和62年4月

平成2年3月

平成4年3月

平成4年4月

平成4年7月

平成4年9月

平成4年11月

平成4年12月

平成5年7月

平成5年9月

平成5年11月

平成5年12月

平成6年2月

・住 宅 産 業 にお け る情 報 シス テ ム ネ ッ トワー ク構 築 に 向け て
、住宅

産 業 の 製 造 、 流 通 菜 箸 関 連 企 業27社 を 中心 に検 討委 員 会 を設 置。

委 員 会 名:「 住 宅 産 業 に係 わ る高 度 情 報 化 調査 研究 委 員 会 」

・オ ー プ ンネ ッ トワ ー ク と して の 機 能 を重 視 し
、 委 員 会 に お い て

「CIIシ ン タ ッ クス ル ー ル 」 の 採 用 を 決 定。

・通 産 省 の 指 導 の も とに
、 委 員 会 に お け る5年 間 の 調 査 研 究 活 動

の 結 果 、 住 宅 産 業 界 のEDI標 準 「HIIS-NET標 準 ビジ ネ

ス プ ロ トコ ルVER.1.0」 を 完 成 。

・住宅産業における連携指針 「住宅設備機器等流適業における電子

計算機の連携利用に関する指針」が通産省よリ告示される。

・HIIS-NET情 報 事 業 の展 開 に 関す る企 画 完 了
.

・HIIS-NET案 内 書 「HIIS-NET情 報 事 業 につ いて」

第1版 完 成.
'業 界 内 企 業 に対 し、普 及 ・啓 蒙 活 動 を開 始 .

・前 記 委 員 会 参 加企 業 の経 営 ト ップ 層 に対 す るHIIS-NET

説 明 、 及 び 意 見 交 換 の ため の 懇 談 会 を開 催.

11月12日 「HIIS-NETに 関 す る 流通 関 係企 業 懇 談会 」

参 加(商 社 ・卸 売 業 計11社)

11月18日 「HIIS-NETに 関 す る 製造 関 係企 業 懇談 会 」

参 加(製 造 業 計8社)

・懇 談 会 参 加 企 業 の 中 か らHIIS-NET利 用 意 向 の 強 い8社

(製 造 業3社 、 卸 売 り業5社)に よ って 、 実 稼働 に 向 け ての検 討

会 を結成 、 運 用 の 具 体 的 マ ニ ュ ア ル 作 り を開 始.

・出 荷 デ ー タ と請 求 デ ー タに 関 し実 稼 働 の た め の運 用 マニ ュア ルが

完 成.

・出 荷 デ ー タ 交 換 の トラ イア ル を 製 造 業1社 と卸売 り業1社 の間 で

開 始.

・住 宅 資 材 に 関 す る主 要 販 売 店7社 に 対 す るHIIS-NET説 明

及 び 意 見 交 換 の た め の 懇 談 会 を 開 催 。

HIIS-NETを メ ー カ ー→ 問 屋 → 販 売 店 へ と広 げ る た め の

素 地 作 りに 着 手.

・上 記2社 に よ る 出 荷 デ ー タ交 換 の 実 稼 働 に 入 る。

・受 発 注 及 び 納 期 確 認 デ ー タ交 換 の 実 稼 働 に 向 けて 運 用マ ニ ュ アル

作成 に 着 手 。
・新 た に メ ー カ ー1社 、 問 屋1社 が 実 施 を 決 定 。

実 施 に 向 け て 社 内 シ ス テ ム 整 備 及 び 相 互 打 合 せ作 業 を開 始.
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図 一3取 引デ ータ交換 の進 展

『
伝原 発行及 び仕分 け といった作 寡が

特定 の時間 に集中 す るため、 ピー ク

合 わセた殴 侮投資 、人 員配置が 必要 ●

画
営業 マンが受 注医 原 を取 りに行 かな

けれ ばな らない●

電 話やFAXで の 受注受 付の場 合、

琶違 いの ミスや、 伝累 への転記 ミス

発生 する.

長 原から コンピ ュー ターへの再 入 力

際 、イン プッ トミスを起 こしや すい.

PnE口 ●o■ ヨ

●
飯売店

⇒

左2の 様な 問題 を解決 するのhtsオ ープ ンな ネッ トワ ーク壱組 めるHlIS～N'ET

です.H||S-NETで は 、取引 先別に異 な っているや り取 りの方式 を揖 準化 して

いますの で、1台 の領 家 で1つ の方 式で1ヶ 所へ の送信で 全ての 取引先 と発 注か ら額束、

支 払とい った 各榎事 務作 某を 行な うことがで き ます.

各取 引先徳 に個別 にオ ンラ イン で送信する 必要 はあ りません.発1ゴ 者 から 各取引 先の

データ を一括 してHlIS-NETへ 送信 して頂 きます.H|lS-NεTで は 、その

各デー タを取 引先別 に 自動的に 揺 り分けます.

オ ン ラ イ ン 導 入 後 の 岡垣 点

厩 に取引 先との やり取 りをオ ンラ インで 実施 して いる 場合 に おい ても 、『以下の 様な問 題点 があ ります 。

『
発注者 毎に方 式が 具なるた め、発 注

毎に専 用の端 末を設 置 しな けれ ばな ら

ない.

昊注者 毎に 個別の システ'ムにな って い

るため 、農作 方法 、軍用方法 が異 な り

オペ レーター の負担 が大きい ・

発注者 毎に同 日をつ ないで いるた め 、

相手先 毎の送 信 ・受 信が必要.

鵬

官又治■

`:哨舎.

発 注集務 の場合

↑

↑

一カ

日

一メ
卸

販売店



図 一4 定性的効果

EDI導 入による効果 を定性 的側面か ら見てみ ると以下の様な ものがあります.

1)EDI導 入の メリッ ト

① 伝票やフ ロッピーの受け渡 しに比べて 、情 報の入手が早 い分だけ納期短縮が図

れる.

② 電話やFAXに よる受発注に比 べて、言 いまちが い、聞 きまちが い、見まちが

いがない.

③ 伝票やフ ロッピーを受け取 りにい く必要が な く、営業 活動に専念できる

④ 遠 くの取引先 にも、オンラ インにて迅速 に、かつ大量 のデータの伝送ができる.

⑤ 受注デー タや納品 データが直接 社内 システ ムに伝送 され てくるため、従来のよ

うに帳票か ら再入力 する手間 が省け、省力化 ができる.

⑥ 機械化する ことによリ、人手 による転記 ミス、イ ンプ ッ トミスがな くな`パ 取

引先 との違算発生 も防 止で きる.

⑦ 仕入先か らの納品 データが出荷 の翌 日に 、しかも毎 日受 け取 ることができるの

で、仕入及びそれ にもとつ く得 意先への売上 伝票発行停が迅速に しかも日常的

に処理でき、 したが って事務作 業が月末にか たまるよ うなことがなくなる.

2)HIIS-NET(住 宅 産業界 におけるEDI)に 入会す ることによるメリッ ト

① 小額の初期投資で 、巨額の開発 投資を要す るネッ トワー ク構築 と同じ効果 を受

けられる.

② 取引先毎のネ ッ トワークに個別 加入 して いくと、多数の端末を設置せね ばな ら

ず、そ れぞれに応 じた操作 が要 求され るが、HIIS-NETに 加入 すれば

1.台の端末で加入 している全 ての取引先 と同 じ操作でEDIが できる.

③ 業界横断 的なネ ッ トワー クに参 加する ことに よリ、他業界 とのEDIに 発展

するに伴って取引相手 先の拡× が図れる.

④ ネッ トワークに参加す る要件 を満たす陳程で 、自社システムの レベルアップを

図れる.

⑤ 先進的な業務処理 システム(HIIS-NET)を 導入す るということで、取

引先に対 し、企業 イメージが アップする.

図 一5

H■ ■

定量的効果

－NET 1 の び 口 (単位:千 円)

メ ー カ 卸 販 売 店 備 考

提

条

件

売上高規模(年 商) 500億 円 550億 円 50億 円

電算機装備状況 汎用大型コンピュータ
織 碧議論 一夕

パーソナルコンピュータ
ED1花 対線乗務
伝票枚数 作業時間

円品書の発送r牒
120.0008/11,400H/ハ 150,0008/月1.750Hノ 月

納品書支取後の処理乗務
13,0005/月260H/月

ED1花 軍
伝票削減枚数 省力時間

30ラ も

36.0008/』420H/月

3u%

45.000ル 月525円 月

30「拓
3舌900披/月78H/月

(2年 目の3U%を 摘 要).
EDIt889;1年810驚 、2辱830罵、3年850驚 ・

(初期費,
.

初期 買' 経常費(用 聞, 初期費 経常費(月剛 初期買 経常費(月 間}
「

羅 斯輪 まt{砲
モデム 既所有 既所有 loo

朋駒アナロ州削コ
{.6うR蹴(100～300† 円)

通信ソフ ト 既所有 既所有 150
=櫟 醐 遭砺朽エア醐 醐 駒 ケ一

躍毒瓢
トランスレータ 800 500

へ

300
11昌●フォーマツ匡腿 し、3敵o

艦 齢 拙,,撒崩醐脳
接続プログラム 2,000 2,000 1,000 入るように責目し、又1⑰遅`行ヒバプログラム●

既所有 100通信回線設置 既所有 巨売店のみ曇自盛t－ホ肩書オる.(73千円 ◆1事費)

HIIS-NET入 会金 300 300 100 わトチク幼姶t.

"初 期稼働費 100 100 loo 欝孫の闘亘6日.

"企 業 コー ド登録料 40 40 20 メールボックス敵 襲†る.

6 6 6"標 準ピ"ロ購入費 扉 ピ助 スカ トコ肋こヒ.

1騒冨費ノ

通信費 15 18 2 曙 巨題 額金(71/8=e.胡/8と した)

HIIS-NET会 費 10 10 5 HIIS-N口 細 費、m8.

'基 本料金 30 30 30 Vぴ肉十愉 クスの醐

'従 量料金 220 270 23 4レコーF/6、1.5円/レコーr(251ハイト)

3,246 275 2,946 328 1,876 60

翌 駐 糠 の合計
一

人件費の削減 1,260 1,575 234

・

3千円/Hと†る.

伝票用紙代節減 360 450 10彫 岐(n写)と†6.

合 言十 、 1,620 2,025 234

:働輪 評 算'
3,z46

=2.4ケ 月
2,94b

=1 .7ケ月
1.8「'6

=10 .8ケ月
勘1題U8肥 灯6こ"つ て1報土 懸、難 、目口,

また、EDIt享白上にょってメリ,ト臆 大さくヒ6.=回 収月数
効果一経常費. 1,620-275 2,025-328 234-60

初期費回収後のメリット 1・620-2753=1.345/ハ 2,025-328=1,697!ハ 234-60=174〃
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5.㈲ 日本 自動車工業会

平尾 芳郎

㈹ 日本自動車工業会 ・情報 システムワーキンググループ主査

日産自動車㈱情報 システム本部 システム企画部課長

日産自動車の平尾で ございます。

EDI推 進協議会、私ども自動車工業会 もメンバー

になっておるわけですが、先ほどか ら四つの団体の

皆さんが、それぞれEDIの 業界標準としてのいろん

な推進を御発表されたわけですが、実は自動車業界

は今までまだ業界としてまとまった業界標準という

活動には至ってお りません。そういう意味では、今

日ここでお話 し申し上げることは、非常に言いわけ

がま しい話になるかと思います。ただ、御存知のと

おり、自動車業界というのは、各社が競争 してここ

まで伸びてきた、一方ではEIAJさ んのように、各

社が相互に部品を供給するというような状況でもな

いということで、最初にございました大久保委員長

のお話の中にありました、グループ単位の電子取引

は大変盛んに進んでおります。電子取引の活用につ

いて、これは他の業界さん とは一歩進んだぐらいの

活用の仕方を していると思います。残念なが ら、そ

れが堀 内さん の中の資料 にございます ツール、

「ツール としての システムか らイ ンフラと しての

EDI」 という言葉がございますが、今まで我々この

競争に勝ち抜いていく中でのツールとしてこういっ

たシステム、ネッ トワークを整備 していったという

関係で、なかなか業界としての標準 という形にな ら

なか ったということでございます。

したがいま して、今日は標準化活動そのもののお

話よりも、そういった現状を皆さんにお知 らせ し、

今後自動車 としてこういう課題があって、こういう

取り組みをしていきたいという話をさせていただき

たいと思います。

今日のお話の順番でございますが、最初に自動車

業界におけるEDI化 の経緯、これは今も申し上げま

したように、各グループ単位のEDI化 ということで

ございます。 それか ら二番 目として、自動車業界

EDI化 の現状、今どういうところにどういうふうに

使われているのかという話。三番目といた しまして、

自動車業界におけるEDI化 の動向と課題ということ

で、将来こういうことが予想されるし、現実に今そ

ういうものが起こっている。それらを受けて、今後

どういうことが考えられるのかというようなお話を

させていただきます。

今 日は、皆 さんのお手元の資料の他に、私ども日

産 自動車のサンプルを多少はさみながら御説明いた

します。

自動車業界におけるEDI化 の経緯 ということで、

最初にネッ トワークの進展 と電子データ取引の歴史

ということでございますが(図 一1)、 過去15～20

年を考えてきますと、大体1980年 ぐらいまでには、

各社社内の大規模オ ンラインシステムの整備が終

わっております。例えばどういうことか といいます

と、私が入社 しました1977年 当時、ちょうど人事で

すとか購買です とか経理、それか ら物流関係のデー

タベースを整備することとオンライン化 ということ

を盛んにやってきたわけです。当時は、例えば部品

メーカーさんとの電子データ取引というのは、例え

ば磁気テープ(MT)で3ヵ 月情報をお渡 しすると

か、フロッピーでお渡 しする、また紙でお渡 しする

というような状況でございました。また、海外の主

要の配給店か らは、商用VANサ ー ビスを使 って受

注を受けるというようなことで、ネ ットワーク化と

いうのが進んでまいりました。

それ以降5年 ぐらい、大体1985年 ぐらいまでです

が、主に販売会社、国内でいいますとデ ィーラーさ

んとの受注 ・出荷情報ネ ットワークの整備 とともに、

車両の物流関係の大規模オ ンラインシステムの整備

と販売店との連動、ということをやってまいりま し

た。海外で考えますと、私ども自動車各社が、アメ

リカを中心に して現地 に生産工場をっ くるという時

期とも符合 して海外の生産拠点 と私 ども日本の親会

社との部品供給に対する受発注を、規模の差はあれ

国際ネットワークで始めたという状況でございます。

その後、1990年 ぐらいまでで、大体各社 さん、部品

メーカーさんとの納入指示、受注出荷 にかかわ る

ネットワークの整備をほぼ完了されていると思いま

す。納入指示業務の本格的なネ ットワークの整備 と、

グループ別ではございますが、標準の確立 というこ

とで、特にバーコー ドを活用 した納入受け入れ検収

業務を効率化 してきております。

一方で、先ほど申しました海外の生産拠点ではど
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ういうことが起こったかと申しますと、現地での国

産化比率が高 まるに従いま して、現地の部品納入

メーカーとの取引が拡大 してまいりました。アメリ

カまたはヨーロッパでは既に、AIAGで すとか、

ODETTEと か、それぞれの標準が ございま したの

で、これをむ しろ積極的に活用 した現地での部品の

納入、現地取引の電子取引化を展開しております。

最後に1990年 から現在に至 るところで申しますと、

まさに私どもの中でいいます と、生産 と販売の一体

化 ということで、お客様から注文いただいた ものを

直接生産計画に反映して、それを部品メーカーさん

に部品の発注を して、納入指示をして、組みつけて

車両 として完成 して、お客様に届 ける。 この間に

ち ゃんと した納期の回答がで きる生販一体化プロ

ジェク トの進展というような形で、私 ども自動車業

界のネ ットワークの進展 と電子データ取引の歴史が

始 まるという形になっております。

一例をここで御紹介いたしますと、例えば、これ

は私ども日産自動車の営業のネッ トワークの例でご

ざいます。日産自動車では、私 どもの関連会社が運

営 しておりますVANセ ンターを利用いた しまして、

全国約200店 の各販売会社か ら受1主情報、それか ら

発注等、そういった情報をもらって、そのデータを

私 どもが生産計画に結びつけています。そ して、納

期をいつにするかというのを決める。当然、販売会

社 さんか らは、我々のシステムの中で、このお磐梯

の車はいつできるのかというのがちゃんと検索でき

るような形になっております。一方、そのデータを

使いまして、関連の物流会社、サービスセ ンターに

必要な情報がいくという形になっております。

一方、海外でも、これはほとんど自動車各社さん

は同 じような形態のネ ットワークをっくっておりま

すが、例えばアメリカの例をとりますと、日本とア

メリカの間で国際ネ ットワークを敷いています。ア

メリカには、私ども日産 自動車の場合、販売 と製造

と開発の三拠点がございます。それぞれを トライア

ングルで結びなが ら、設計、開発、生産、販売、補

修用部品、それか らサービス情報等のや り取 りをし

て、実際に物を動か し、お金の支払い関係する情報

を、ネ ットワークにのせて仕事を しているというの

が国際の例でございます。

次に、電子データ取引の進展状況ということでご

ざいますが(図 一2)、 自動車各社それぞれの事情

により多少の誤差はございますが、車両取引におい

ては、ネットワーク化、またはシステム化の率はほ

とんど100%に 近いとい うのが現状で ございます。

特にこの場合には、各販売会社さんに我 々メーカー

側か ら、販売支援 システムという形で、パ ッケージ

化 したものを導入 していただいて、それ との連動で

ネットワークが活用される。その中に受発注の情報、

出荷の情報、全部が組み込まれているという状況で

ありまして、情報とシステムの一体化ということを

図ってお ります。

それか ら一方で、部品取引ということでございま

すが、これ もネ ットワーク化 とかシステム化の比率

は、各社によって多少の誤差はございますが、ほと

んど100%に 近いといえます。例えば私 ども日産 自

動車の場 合に、約200社 のメーカーさんと取引がご

ざいます。この200社 すべてと電子データ取引とい

うことで、内示情報、注文情報、納入指示情報、出

荷情報、それか ら検収情報をやり取 りしております。

こちらはグループ内ではございますが、帳票っまり、

物を動かすときの物の管理、物の移動に伴う管理の

たあに必要なラベルです とか帳票類を一応標準化 し

てお ります。

資材取引につきましては、残念ながら、私ども社

内の業務そのものが システム化、効率化が遅れてい

る関係で、 この電子データ取引というところの進展

は、部品 とか車両と比べますと、遅れた状況で ござ

います。現在、鉄鋼ネ ッ トワーク研究会の方か ら私

どもへ共同研究の依頼が ございまして、今の ところ

バーコー ドの標準化、それからミルシー トの伝送化、

そういったところから着手 しようという事になって

おります。受発注の業務まで標準化というところを

考えます と、まだまだ社内のシステムがばらばらで

ございますので、なかなかそれには踏み切れないと

いうような状況で ございます。

これが電子データ取引の進展状況ということで、

今まで自動車 としては、車両と部品の取引関係、こ

れについての電子データ取引の推進を主にやってき

たということでございます。

部品関係のネッ トワークのイメージ、日産 自動車

の例でございますが、それぞれ私どもの工場か ら近

場の部品メーカーさんに発注が行 く。例えば栃木工

場で部品の所要量を計算 し、発注いた しますと、そ

れがたまたま横浜の近 くの部品 メーカーさんに行 く

とすれば、私どものネ ットワークの中を通って、 こ

の横浜か ら部品メーカーさんに発注情報がいくとい

うようなネ ットワーク形態をとっております。ほと

んど自動車各社さん似たような形でネ ットワークを

おっ くりになっているかと思いますが、約200社800

台の端末が部品メーカーさんに入っておるというの
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が状況でございます。

ちょっと話 は変わって、多少それで も標準化 は

やっているんだ とい う話をさせていただきます。

サービス用部品のネ ットワークというのがございま

す。 これは全国にディーラーが、私ども日産自動車

の場合で3,000拠 点 ぐらい、 トヨタさんで約5,000拠

点ございます。そのほかの会社さんを入れますと、

全部で1万5,000拠 点か ら2万 店 ぐらいのディー

ラー数 になるのかと思います。そのほかに、そう

いったディラーさんが修理工場をお持ちになってい

た り、または独立の修理工場をやっていらっしゃる

ところに、壊れたときに直すための修理用部品を売

らなきゃいけない。そのときに、私ども部品カタロ

グシステムとい うのが ございまして、画面上か らカ

タログを見て、この部品が欲 しいよというと、それ

が自動的に、個々の部品販売会社ヘオーダーが行 く

ようになっております。

ところが、部品商さん というのは、我々のグルー

プ内の方 じゃな くて、独立 してそういった部品を販

売されています。部品商さんにも我々のオーダー用

の端末を入れているんですが、他に トヨタさん も扱

えば、日産 も扱い、本田さん、三芙さん、全部扱わ

れるわけです。そういう方に、日産用の端末を入れ

て ください、 トヨタ用の端末を入れて くださいとい

うわけになかなかいきません。そこで、少な くとも

トヨタさんの端末からで も日産にオーダーができる

ように、このところのイ ンタフェースは標準化 しま

しょうということで、このEDIの 大きな流れからい

います と、,本当に微 々たるものですが、そういった

多端末を防 ぐということで、ここの部分は標準化 と

いうことをやっております。

そのような経緯でやっているわけですが、ではど

うしてそういったようなことになったのかというこ

とで ございますが(図 一3)、 冒頭申しましたよう

に、自動車の場合はず っと競争競争でやってきた。

また自動車13社 がお互いに部品ですとか車両の相互

供給関係にならなかった。っまりそれぞれのグルー

プとしての関係で仕事をしてきたか らだと考えます。

もちろん部品メーカーさんになります と、一つの

カーメーカーだけではなくて、複数のカーメーカー

に物を納めるという状況はありますが、自動車では

標準化 という事ではなく、む しろ差別化なり競争力

をつけるというところで、このシステム化、ネ ット

ワーク化をやって きたと考えます。今まで生産方式

です とかシステム ・ネッ トワークの一体化による各

社の総合効率の追求 ということでやってまいりまし

た関係で、結果的に企業 グループごとのEDI化 とい

う形に今はなっているという状況でございます。

もう一つ自動車業界のEDI化 の現状を考えるとき

に大事な事は、大体3年 ぐらい前に、各社カーメー

カーレベルでのグループごとのEDI化 の標準をほと

んど導入 し終わっているという事です。ちょうど今

それが安定稼働に入 っているという状況であります。

部品メーカーさん によっては、そのデータを受け

取って処理する仕組みを自社開発するよりも、パ ッ

ケージを作 ってくれるといいなというよ うな話 もご

ざいまして、私どもの方から提供するというような

こともやっております。その結果で部品メーカーさ

んのところに多端末現象が起 こっている、 もしくは

多アプ リケーション現象が起 こっているというのは

十分認識しているわけで ございます。

一方で、海外の生産拠点ではどうかということで

すが、海外生産拠点では、現地標準を積極的に活用

してきています。海外では生産規模が小 さくて、自

分の ところの効率追求 ということで独 自でネ ッ ト

ワークをっ くるにはちょっと投資がかかり過ぎる。

むしろそこにある標準を使えば、ネ ットワークも整

備 されている、それか ら トラ ンスレータ等のパ ッ

ケージの品ぞろえも整備 されているということで、

非常に小さい投資でそのネ ットワーク、または実際

の取引が開始できるということで、海外では積極的

に活用 しています。

私がアメリカにいましたときに、パソコンショッ

プみたいなところにEDIの トランスレータが、パッ

ケージとして棚に置いてあるような状況で した。そ

ういう意味では、卵が先かにわとりが先かという話

はありますが、標準があればそれを使 う人が出る、

使 う人が出ればそういったソフ トをベンダーさんで

開発 して安 く提供する。だからまたその標準が使い

やす くなる、というようなことが起 こって くるん

じゃないかと思います。

それから、資材関係の電子取引の進展は遅いとい

うことですが、部品です とか車両と比べてというこ

とでありまして、理由は先ほど申 し上げま したよう

に、私ども自動車の中での業務がなかなかシステム

化、効率化 しに くいということでございます。例え

ば、考えていただきますと、車両1台 をっくるとき

に、部品の個数というのはす ぐ計算で出ます。タイ

ヤは4本 です。スペアを入れると5本 。それからハ

ンドルは1個 です。ところが、鉄の鋼板 というか、

コイル、薄板 といいますか、何 トンの コイルの場合

には車何台分のパネルが打ち出せ るかというのは、
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結構これは大変な計算でありまして、端切れがどの

ぐらい出て、どの ぐらい、どこでどういうふうにそ

のコイルを変えなきゃいけないかとか、結構熟練を

要 します。私 どもの工場にいきましても、そういう

のを専門に計算 している人たちがいます。なかなか

これをシステム化 して、はい計算でこう出ましたか

らいつ、こういうふうに自動的にデータがつながる

ようにできますよとはいかない、難しいゾーンでご

ざいます。そういう意味で、社内でも問題意識はあ

るんですが、なかなかシステム化、効率化 というと

ころに話がいかないのが現状でございます。それか

ら取引の形態が、直接鉄鋼メーカーさんから購入す

る場合、商社経 由で購入する場合、コイルセンター

を通す場合 と、いろいろ違いますので、システム化

が割と難 しいということもございまして、資材関係

の電子取引の進展は遅 くなっているというのが現状

でございます。

自動車業界におけるEDI化 の今後の動向と課題 と

いうことでございますが(図 一4)、 先ほど申しま

したように、今現在、グループごとのEDI化 という

ことで推進 してきたわけですが、そうは言 ってもそ

のままでいいのかといいますと、やはりそうではな

いと思います。皆さん各業界さんが既にEDIの 標準

化ということで進めてこられたということでござい

まして、今後我々も難 しさはありますが、何らかの

形で標準化 という動きを していかなきゃいけないん

じゃないだろうかというふ うに考えております。

ただ、その場合に何が ドライビングフォースにな

るかということでございますが、やはり一つは、部

品メーカーさん間のネ ットワークというのが今後ど

んどん進展 して くるだろうという事です。たまたま

現在、大変な不況でございまして、そういったネ ッ

トワーク化ということに投資する環境にはないわけ

ですけれど、逆にこれがちょうどいい時期かなと思

います。っまり新たなシステム投資を抑えていると

いう間に、その標準なり何なりをそろえていけば、

また景気がよくなったときに投資環境ができると、

そういったときに役に立つのではなかろうかと考え

ます。

それから、自動車メーカー同士の取引 も今後は盛

んになってくるだろうと考えております。この4月

からでございますけれど、私ども日産自動車とマツ

ダさんの間で車の相互供給を始めます。私どもか ら

バンタイプの車を、マツダさんか らワゴンタイプの

車をというふ うになります。これは車両だけではな

くて、サー ビス部品 も結果的に相互に供給をするよ

うになります。そのときに残念なが ら、今回はお互

いの生産側の仕組みに合わせるとい う形になりまし

たが、これをいつまで も続けておきます と、 「各社

の生産方式の違い」掛けることの2葉 分のいろんな

仕事のやり方が出てきてしまうとい うことが ござい

ますので、こういったようなことも一つの契機にな

るのかなと考えております。

それから、最後でございますが、国際取引への見

通 しということで、将来、国際標準との関係 はどう

なるんだろうかということでございます。私 ども自

動車各社 さんとお話をしたときには、やはり海外の

部品メーカーさんと直接取引をするという可能性は

低いだろうというふ うに今見ております。といいま

すのは、個々に取引をしますと、日本に輸入をする、

一個一個の荷を仕立ててくるというので、非常に効

率が悪くなります。そういう意味で、私 どもは大体、

.各社 さん似たような形態で、現地の生産拠点を中心

にして集荷基地を設ける、そこに現地の生産拠点で

使 う部品も日本に輸入する部品 も集めて、荷をまと

めて持 ってこようというような形を考えている。そ

ういうことで考えますと、現地の部品 メーカーさん

が現地の集荷基地 と取引をやることはあって も、日

本と直接やることは少ないのではなかろうかと考え

ております。

こういったような環境を踏まえて、自動車業界と

してのEDI化 の今後についてですが(図 一5)、 現

在私 どもにはEDI関 係の検討をや っている三つの委

員会、ワーキ ングがございます。 ここにございます

鋼材電算化ワーキンググループといいますのは、お

ととし(1992年)鉄 鋼 さんか ら共同研究の申し入れ

を受 けま して、共同研究を始めたということで ござ

いま して、一応、今のところバーコー ド、それから

ミルシー トの伝送化ということから着手する予定で

す。そのほかの部分は、一たん このバーコー ドでで

きる標準化を追求 しました後にやっていくというこ

とになってお ります。

それか ら、EDI検 討会、情報 システムワーキング、

これは基本的にはEDI検 討会に情報システムワーキ

ングが含まれるような形になっておりますが、昨年

か ら自動車として この電子データ取引の標準化につ

いてどう取 り組むべきなのかということを検討 して

おります。主に先進業界がどういうふ うにこの業界

としてのまとまりを持 った活動をされてきたのか、

または部品メーカーさんがその電子データ取引をど

う考えていらっしゃるのか というような調査がほぼ

終わっております。あとは、各社さん、どうい うふ
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うにこれを考えるのかというような意見調整に入 っ

ているというのが状況で ございます。業界としてま

とまったEDI、 こういう経緯でこういう標準がもう

できていますと、ここで胸を張って言えないのは大

変残念ですけれども、今までの経緯と、現在の自動

車工業会の中の三つのグループでEDI標 準化につい

ての検討、研究を しているということの御報告でご

ざいます。

以上でございます。どうもありがとうございまし

た。
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図 一1ネ ッ トワーク進展 と電子デ ータ取引の歴史

～1980社 内 大 規 模 オ ン ラ イ ン シ ス テ ム の整 備

社内 基幹 シ ステ ムの オ ンライ ン化 と主 要 取 引先 とのデー タ
伝送 或 いは コン ピュ ー タ媒 体で のデ ー タ授受 を開始(主 と

して 計画 内 示情 報、 月次注 文等)

海外 主要 子 会社 配給 店 との受発 注情 報 の交 換に商 用VAN

を利 用 開始

～1985販 売 会 社 との 受 注 出 荷 情 報 ネ ッ トワ ー ク の 整 備

車 両物 流 関係 の大規 模 オ ンライ ンシス テム の整 備 と販売店
システ ム との連 動 に よる車 両受 注 出荷業 務 の効 率ア ップ

海外 生 産拠 点 の本格 稼 働に伴 う、 日本 の親 メー カー との 部
品受注 出荷 に関す る電子 デ ータ取 引 開始

～1990部 品 メ ー カ ー と の受 注 受 け 入 れ 情 報 ネ ッ トワ ー クの 整 備

部 品 納 入 指 示 業 務 の 本 格 的 ネ ッ トワ ー ク整 備(グ ル ー プ 別

標 準 の 確 立)と バ ー コー ド ラベ ル を 活 用 し た 納 入 ・受 け 入

れ 業 務 の 効 率 化

海 外 生 産 拠 点 の 現 地 調 達 比 率 拡 大 に 伴 い 、 現 地 で のEDI

標 準 を 採 用 し、 現 地 取 引先 との 電 子 取 引 を 展 開

～1994生 販 一 体 化 プ ロ ジ ェ ク トの 進 展

お客 さま 要 望を即生 産 に反 映で きる体 制作 りと正確 な納 期

回答 を実 現

生産 ・販 売 システ ム の一体 化に ともな う情 報 授受の リー ド

タイ ムの 短 縮に よっ て見込 み生産 方 式か ら受注 生産 方 式へ
の移 行 を 目指す

図 一2電 子デ ータ取 引進展の状 況

車 両 取 引 ネ ッ トワ ー ク 化 ・シ ス テ ム 化 率90%以 上

・注 文 情 報

・納 期 情 報

・出 荷 情 報 等

部 品 取 引 ネ ッ トワ ー ク 化 ・シ ス テ ム 化 率90%以 上

・内 示 情 報

・注 文 情 報

・納 入 指 示 情 報

・出 荷 情 報

・検 収 情 報 等

資 材 取 引 紙(リ ス ト ・伝 票)、FAX、 電 話 に よ る情 報 授 受 が 多 い
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図 一3 自動車 業 界 のEDl化 の現 状

a)業 務効率化 の ためのネ ッ トワー ク整備

i麟 灘i縮 〕叢誌 蹴 ピ㌶=

↓
企 業 グル ー プ毎 のEDI化

b)カ ー メ ー カ ー レベ ル で のEDI化 は ほ ぼ 一 巡

・複 数企 業 グ ル ー プ と取 り引 きず る 場 合 、 相 手 先 毎 の 端 末 の 設 置 お よ び

情 報授 受 の 入 り 口 ・出 口で の 個 別 対 応
・相 手 先 の シ ス テ ム 化 能 力 に よ っ て パ ッ ケー ジ シ ス テ ム の 提 供

c)海 外 生 産 拠 点 で は 現 地 標 準 を 積 極 的 に 活 用

・海 外 で は 生 産 規 模 が 小 さ く独 自 開 発 よ りも標 準 採 用 の 方 が 有 利

・ネ ッ トワー ク業 者 の サ ー ビス
、 ソ フ トパ ッ ケー ジ の 充 実(低 料 金 、 品

ぞ ろ え)
・現 地 で の 電 子 取 引 に は 現地 標 準 を 当 初 よ り採 用

米 国AIAG英 国ODETTE

d)資 材 関 係 の 電 子 取 引 の 進 展 は 遅 い

・社 内業 務 の シ ス テ ム 化 が し に く い

・取 引形 態 が 複 雑(直 接 、 商 社 経 由、 中間加 工業 者等)

図 一4自 動車業界 にお けるEDl化 の動向 と課題

a)部 品 メ ー カ ー 間 の ネ ッ トワー ク化 の 進 展

・部 品 メー カ ー の 業 務 効 率 化 と し て 部 品 メー カー 同 士 の 取 引 リー ドタ イ

ム 短 縮 、 業 務 効 率 化 の 為 に は 、 ネ ッ トワー ク の 整 備 が 必 須 で あ る

・用 語 の 意 味 の 標 準 化 、 帳 票 等 の 標 準 化 は 新 規 の シ ス テ ム 化 コ ス ト低 減

に 寄 与 す る

b)国 際 取 引 へ の 見 通 し

・海 外 部 品 メー カ ー との 直 接 的 な 電 子 取 引 は 急 速 に は 拡 大 しな い

日 本 カ ー メ ー カ ー <= 現地集 荷基地 <= 現 地 メー カ ー

現 地 部 品 メ ー カ ー との 日本 か ら直 接 取 引 す る よ りは、 現 地 生 産

拠 点 の 部 品 鯛 達 も含 め て 、 集 荷 基 地 に部 品 を 集 約 し、 日 本 向 け

の 荷 ま と め を行 い 輸入 す る形 式 が 主 流 に な る と考 え られ る。

・現 地 集 荷 基 地 と現 地 メ ー カ ー 間 は 現 地EDI標 準 を 活 用
。 現 地 集 荷 基

地 と 日本 メ 「 カ ー 間 は 固有 或い は 日本 側 標 準 を 活 用 す る。

c)自 動 車 メ ー カ ー 同 士 の 相 互 供 給 の 活 発 化

・車 両 のOEM供 給 とそ れ に と もな うサ ー ビス 部 品 の相互 供 給 の 増 大

・主 要 部 品 の相 互 供 給
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図一5自 動車業界 のEDl化 の今後

a)EDI標 準 化 に 関 す る研 究

EDI検 討 会

情 報 シ ス テ ムW/G

鋼 材 電算 化W/G

(鉄 鋼 ネ ッ トワー ク 研 究 会 とのEDI共 同 研 究)

・バ ー コー ドラベ ル の 標 準 化 、 ミル シ ー トの 伝 送 化 よ り着 手
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6.石 油化学工 業協会

吉塚 文雄

石油化学工業協会・情報通信委員会幹事会主査

旭化成工業㈱経営計画管理部付参事

旭化成の吉塚でございます。

まずは、石化協という団体について御説明させて

いただきます(図 一1)。 石油、原油か ら組成ガソ

リンと俗に言われているナフサを分解 しまして、こ

れを原料にエチレンだとかプロピレン、ブタジエン、

ベ ンゼ ン等の石油化学基礎製品を作ります。それを

さらに重合 したりしてプラスチックや合成ゴムの様

な石油化学誘導品と呼ばれる製品を作ります。それ

を先 ほどの自動車産業さんだとか家電さんだとか、

そういったところにいろいろ素材として供給 してい

るというのが石油化学工業の大体の実態でございま

す。

ですか ら、物を売りに行くというとき、例えば、

極めて具体的に言えば、松下電器さんが 「画王」と

いうテレビを設計 しようということになりますと、

私 どもの、'ポリスチレンという物質をその外側の

ケースに使 って もらおうということで、その 「画

王」のデザイ ンイ ンに参加 させていただ くわけです。

もちろん私 どもだけじゃなくて、競合するいろんな

会社の方がこれに加わ って、競争で、なるたけ良い

案を持 ってくるということになるわけです。それで、

御採用いただいた ら、松下さんの下請けというわけ

じゃないんですけれども、プラスチック加工業、つ

まり射出成型 とい う業者さんがおられまして、そこ

で実際の作業はやっていただ くことになります。ど

んな体制がいいのか、松下電器さんと、私どもだっ

たら旭化成のテクニカルサービスの人たちが一緒に

やるわけです。そ して御採用いただけるということ

になった ら、どこのプラスチック加工業の方を使 う

かということになるわけです。

ところが、松下電器産業 さんも大きな会社です し、

私ども、大体石油化学をやっている会社 というのは、

非常に大きな投資を伴いますから、そう小さな会社

というのはできないわけです。ですが、その途中の

プラスチック加工業というのは、そんなに大きな会

社というのはございません。いわゆる、零細企業が

ほとんどです。 したがって、与信管理とか日常管理

の代行とか、いろんな事情で、途中に商社に入って

いただ くということになります。

石化協のメンバー会社は、32社 でございます(図

一2) 。そ してその中に、いろんな委員会があり、

その中に情報通信委員会というのがございます(図

一3) 。メンバーの32社 は、合弁等いろいろな関係

がありまして、親会社が入っているから別に情報通

信委員会には加わる必要はないという会社 もござい

ますので、28社 で情報通信委員会 というものを持っ

ております。

この中で ビジネスプロ トコル関係について検討 し

ている委員会がビジネスプロ トコル小委員会で、こ

れか ら御説明しますような内容の活動をしておりま

す。

本当の意味でのEDIと いうのは、先程の自動車工

業会だとかEIAJさ んだとか、そういったところと、

っまりそれは最終的なお客さんですか ら、そういう

ところとやるべきというふ うに考えられます。石油

化学製品と関連産業の関係か ら見てみまして も、非

常にたくさんの業界とおっき合い しないといけない。

これはもうちょっとやっていけないということで、

非常に現実論的な対応策として、途中に入っていた

だく商社の方々とのEDIと いうことを進めてきたわ

けで ございます。

これは実は、それまでは自分勝手な各社のプロ ト

コルに基づ くEDIを やっていたわけです。私どもの

会社 は、一所懸命何社 もの総合商社の方 々と個別

EDIを やってきましたが、先が見える会社の方は、

2社 ぐらいまでや ってみると、これはばかばかしい

ということにすぐ気がつ くわけで、そこで気がつい

た方が、やっぱり石化協の中で、みんな同じことを

やるんだから同じふうにや ったらいいだろうという

ことになって、標準化について対応をとるようにな

りました。

実は一応決めたとしても、今まで各社勝手にやっ

ていたことですから、 ビジネスプロ トコルの標準を

決めたといってもなかなかそれに対応とれないとい

うのが今までの実態で したが、比較的最近になって

きましてきちっとこれに対応 した動 きをとる会社が

出てこられま した。

標準 ビジネスプロトコルの目的は、商社とのデー
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タ交換を普及促進 し、会員加盟各社の自社情報シス

テムだけでは、実現できない多くの効果の顕現を期

するこというふうになっております。それから用語

定義の標準化を行い、当事者の意思疎通を円滑にす

ることです。

丸紅の京田さんの方からも御説明があったフロー

チャー トですが(図 一4)、 最後にお金をいただく

ところまで合わせていくという格好になっています。

それから、実際に昭和電工さんと丸紅さんの事例

(図一5)、 日本触媒さんと伊藤忠商事、 トーメン、

日商岩井 さんの事例(図 一6)と いうのもございま

す。 これ らは、若干表現方法が違いますが、どちら

も基本的に同じです。

先ほど御説明いただいた日本貿易会の丸紅さんだ

とか伊藤忠さんだとかというのは、大手総合商社な

わけです。もちろん、当然のことですが商社 として

大企業ですから、しっかりした情報 システム部門が

ございますので、我々はそこをお相手にで きるわけ

です。ところが、専門商社といういろんな小さな商

社は、それほど大 きな情報システム部門を持 ってい

るというようなところじゃないわけです。 ここに対

しても、やっぱりこういうEDIを やっていかなきゃ

いけないということを考えると、相手がいないんで

す。

それで仕方なく、石化協でパソコン用のパッケー

ジソフ トを開発 しま した(図 一7)。 つ まり、石化

協のビジネスプロ トコルに基づく、それからまた、

今のCIIシ ンタックスルールを これに利用させてい

ただいていますけれども、それに基づいた標準的な

受発注業務、それから仕入れ管理、そういったこと

に関してのパッケージソフ トを作りました。 ここの

ところがちょっと他の業界と違うところではないか

と思います。

これは会員1社 当たりの負担が約300万 円。 もち

ろん、その会員会社に使っていただくというのが趣

旨なんですが、商社経 由で仕事をするときに、これ

は石油化学製品に限らず、素材関係のものでしたら

どこにで も使えるん じゃないかと思っているわけで

すが、そういったものをお売りしようということに

してお ります。1社 当た り300万 円とい うような負

担ですべて終わっていますか ら、儲かるじゃないか

ということになるかもしれませんが、石化協 は儲け

てはいけない団体なんです。ですから結局、お買い

いただくところが出てきた ら、バージョンアップの

費用に使 うとか、最終的には既にお買いいただいた

方 々に返還 してい くとか、という格好になるだろう

と思います。

我々もこういった標準化の作業に参画させていた

だいて、それか らまた、いろんなお客さんが多いわ

けですか ら、いろんな業界の方とこの標準化 という

ことに関 して積極的に対応させていただきたいと

思 っております。それか ら、なお、CIIシ ンタ ック

スルールがなるだけ早期に、本当に日本の標準 とい

うことになって くれるとともに、将来的には国際化

とい うことでEDIFACTヘ スムーズに移行で きる

ことを期待 しております。

以上 もちまして、私の報告を終わ らせていただき

ます。どうもあ りがとうございました。
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図一1石 油化学製品と関連産業
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図一2石 油化学工業協会会員会社
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図一5昭 和電工㈱と丸紅㈱の事例
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図 一 了 専 門商社受発注 ソフ トパ ッケージの送受信データと主要な機能
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日本郵船㈱業務企画部長





7.㈱ 流 通 シス テ ム 開発 セ ンタ ー

佐藤 誠

働流通システム開発センター ・システム開発部長

ただいま御紹介にあずか りま した、財団法人流通

システム開発センターの佐藤で ございます。

私どもの流通 システム開発センターは財団でござ

いまして、現在は流通業関係のEDIの 推進を してい

るわけでございます。現在のEDIと いいますと、流

通EDIだ けじゃな くて、業務、業際、国際という中

で標準化を推進 しているという団体でございます。

ある意味で、流通というローカルの中でどうEDIを

進めていくかという考え方 も必要で ございます。そ

ういった面でEDIを 進めてきて、現在はどうなって

いるかということは、このあと、流通業では代表的

業界でございます日本チェーンス トア協会の大高さ

んの方から、チェーンス トア協会でのEDIの 考え方

というフェーズでお話 しすると思いますが、私の方

では、流通EDIは 今までどう進んで きたか、それか

ら今後どう考えていくか、そういった状況を簡単に

御紹介させていただきたいと思います。

流通EDIと いう言葉を使っておりますが、流通業

での業界内で使われるEDIを 「流通EDI」 と呼ぶこ

とにしてお ります。ある面ではローカルなEDIと と

らえていただいてよろ しいと思います。と申します

のは、今 日、EDIと いう定義は、企業間のオンライ

ンによる標準のデータ交換の システムであるという

ことになっております。この標準化ということでは、

だれが、どういう範囲でコンセ ンサスを得て標準化

したか、それはどういう適用性を持 っているかとい

う問題だか らです。皆様専門家の前で もう一度そこ

をかみ しめたいと思います。

初めは業界単位の標準化にな ります。業界の小さ

なセグメントの単位でお互 いにコンセンサスを得て

標準化 したんだということです。これもある面で標

準化された、その範囲で認め られたということでご

ざいます。最近ではグローバルなEDIと いうことで、

いろいろな業界が、企業間で取引データを交換 して

います。これはもともと取引のある関係が、オンラ

イン化の進展により、企業の枠を越えていったとい

う話でございますか ら、これはアプ リケーションの

拡張という見方でとらえています。ただ し、企業間

となりますと、いろんな標準化ということをしてい

かなければ、なかなか不特定多数の企業 との システ

ムのネ ットワーク化はむずか しいということでござ

います。

そ うしますと、最近では業界をまたが ったオ ンラ

インネ ットワークを組む時代でございますか ら、 グ

ローバルネ ットワーク、いわゆる業際、ある面では

国際化が進み、国際的な取引がいろいろな角度で進

んでおります。 もともと国際的に取引をしておりま

す自動車業界や電子工業会などはまさにその国際的

な標準化が必要な時期でございます。メーカーで物

をつ くって、消費者まで届ける段階を 「流通」と言

います。その間に卸 しとか小売 りを経てい くわけで

す。いろいろな企業と取引 して、その取引に関する

データ交換というのは、言葉で しゃべっていること

がデータ通信のシステムで交換をするように拡張す

る訳でございます。商談から物を納めましたという

伝票を納めることそのものがデータ交換でございま

す。それをコンピュータ化 しよ うという話で、伝票

の標準化だとか、その企業コー ドがばらばらだか ら、

共通取引先コー ドをやろうとか、商品 コー ドがばら

ばらだか ら商品コー ドの共通化をやろうよと、必要

性があって標準化をやるわけです。

15年 ぐらい前か らの話です。10年 ぐらい前 にビジ

ネスプロ トコルだなんていうような話で標準化は意

外と進んでいた時期がございます。そ ういった形で

やらないと、流通の全体の合理化ができないという

ことです。

私 どもの財団は、通産省がつ くりまして、流通業

の合理化のためのシステム化を推進するための組織

です。基盤整備を推進するというのは、企業間デー

タ交換のための基盤を推進するということで、先ほ

どの共通取引先 コー ドだとか、統一伝票だ とか、

POSに は共通商品 コー ドが要 るだろうというよ う

な話で、1975年 ごろから標準化の推進をや ってきま

した(図 一1)。

その進め方がちょっと大事で ございまして、この

流通業には、小売 りの団体です と、チェーンス トア

協会 とか百貨店協会 とかいう業界の団体が ございま

す。それから卸の団体です と、食品とか、あるいは
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菓子 とか 日用雑貨、もろもろの消費財の商品群 ごと

の団体が ございます。 メーカーも同 じように商品 ご

とに団体があります。同じ関係する同士が一緒にな

りまして、例えば食品業界の、統一を全部やろうと

いう話です。それから、チェーンス トアを中心にし

まして、いろいろな業界 との取引がございますか ら、

チェーンス トアでどこでも共通な統一伝票をっくろ

うではないか。また、百貨店は百貨店で統一伝票を

つ くろうというような動 きでやってきたいきさつが

ございます。

それが1980年 を契機に企業間オンライ ン化がどん

どん進みました。制御手順で企業間オ ンラインの標

準 というと、JCA手 順か全銀手順 しかな く、これ

か らはOSIだ というような話 もございます。1980年

に日本チェーンス トア協会が標準を決めまして、 こ

れを流通業でみんなで使 っていこうといって、や っ

て きたいきさつがあります。その背景には企業間

データ交換、特に受発注のオンライン化をしないと、

注文をもらってそれをまたもう一回インプットしな

ければならない、注文を出す方 もコンピュータで伝

票発行 しているんだったら、そのデータをオンライ

ンでほ しいというニーズがありました。それをやる

ときに一番ネ ックになりましたのが伝送制御手順の

標準化だという話です。そこに、オ ンライン化す る

ニーズがた くさんございました。

それが1980年 でございま して、それが契機になり

まして、流通業では、中小企業まで含めましてどん

どんオンライン化が進んでおります。それがEDI化

といいますと、フォーマッ トは決めてはあるんです

が、ばらばらだというのが今のところ現状で はござ

います。

ただ、特に1985年(昭 和60年)の 電気通信事業法

の改定によりVANの 時代だというような話になり

ま して、VANが あちらこちらで出てきました。そ

れを契機に、特に各業界ごとに業界VANと いうの

が作 られま した。それを通 じて、各業界 ごとの

フォーマ ッ トとか伝送制御についてはJCA手 順を

使おう、取引先コー ドは共通取引先 コー ドを使おう、

発注に使 う商品コー ドは共通商品コー ドを使おうと

いうような話があって、その業界ごとに標準 ビジネ

スプロ トコルを決めてきま した。

業界ごとにいろいろな標準のフォーマ ットが決あ

られま した。これはある面で、その業界での決めた

標準形式 に基づいた企業間データ交換で ございます。

これ もEDIだ ろうと思います。流通は昔からEDIを

や っていると言うんですが、それは本当なのかとい

うような話はよく出ております。流通業内ではセク

ターごとに、 日用品の業界、家庭用品の業界、菓子

業界、おもちゃの業界、皆それぞれの中で使われて

いるローカルなEDIで す。これはこれで今後 とも大

事で しょう。 しか し、だんだん各業界がEDI、 すな

わち企業間のオ ンラインデータ交換をやろうとして

います。これはいろいろな業務に企業間オンライン

データ交換が必要 になってきたとい う動 きです。

従って今後は、グローバルEDIに 対応 していかなけ

ればいけないだろうと思います。1990年 ごろ通産省

か ら、EDIは これか らの重要テーマだと、CIIか ら

は日本の業際のためのEDI標 準化をやろうという声

がかかりました。それでどういう方向で流通もいく

べきかということで検討にかかりました。

では、現時点での方針を申し上げます。グローバ

ルEDIと いいます と、日本で国際的な対応にはEDI

FACTで い く。それか ら国内ではCII標 準で対応す

るという方針が出ております。

さて流通はどうなのかという話で、EDIと いうこ

とはわかったけれ ど、どっちの方にいくのか方向が

わからないと、よく関係者の話が ございます。この

2年 ぐらい、方向をはっきりさせろよとよ く言われ

ましたが、私どもは、皆さんの方ではっきりさせて

いただければその方向で旗振 りますと業界の人には

いっております。EDIと いうのは、実際にそれを使

う方々のコンセンサスでございますか ら、その方々

がこの方向でいきたいと、これが一番使いやすいと

いうことを決めて、皆で進めていくことが大切です。

従来そういう方法で決めて、私どもはその中で茶坊

主的作業をやってきたつ もりで ございます。今後と

もやはりそういった進め方が大事ではないか と考え

ております。

ほかの業界の方々に対 しても、足を使って、では

これでいきましょうかと、じゃあ国内では皆さんど

ういう方向でいきましょうかという、 コンセンサス

を得て くる単位というのは、やはり昔か らやってき

た業界という単位が、必要だと思います。

そういったことで この2年 ぐらい、従来、業界の

流通EDIを 推進 してきた方 々に集まっていただきま

して、委員会形式でどういう方向なんだろうかとい

うことを検討 してきました。その座長をされま した

のが、このあとに発表されます日本チェーンス トア

協会の大高さんでございますので、大高さんか らそ

の話が克明に出て くると思います。今年、ある意味

で流通のこれか らのEDIへ の対応の方針 というもの

が定まってまいりま した。すなわち、基本的にはこ
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のEDIFACT及 びCIIに 対応 していくということで

ございます。

この議論の過程で、どっちか一つにしろなんてい

う話がよく出てまいりました。 しかし、標準化 とい

うのは、各企業がバラバラにやっているものをいく

つかの標準に絞るということです。それが二つに絞

られるなら素晴 らしいことです。EDIの 使い方は、

CIIが ず っと指導 してお られま した、ユーザーの

ファイルをコンバータ(ト ランスレータ)を 通 して

EDIの 形式に落として相手に渡し、相手はまたコン

バータを使 って自分のファイルに落 とすという使い

方なんです。 これ はEDIFACTで あ って もCIIで

あっても、ANSIX12で あって も、同じでございま

す。

従来のローカルEDIで あ る各業界の固定長標準

フォーマッ トの使い方をよく調べますと、それぞれ

の企業が 自分のファイルをその業界の固定長のファ

イルに落 として相手に送れば、相手はまたそれを自

分のアプ リケーションのファイルに落 として使 うと、

いずれ もコンバージョンをやっている訳です。それ

がその業界内ですか ら、汎用 コンバータなんてござ

いませんから、各自が コンバータを使 ってやってい

ます。そのことならば、今後CIIやEDIFACTで し

た らもう汎用のコンバータがございますか ら、それ

を使 って簡単に今のファイルをコンバージョンして

相手 に送れ ます。相手がCIIだ った らCIIの コン

バ ータを通 して渡 せば いい、相手がEDIFACT

だ ったらEDIFACTの コンバ ータを通 して渡せば

いいということです。ユーザーはシンタックスルー

ルどうの こうのなんていうものはいちいち意識する

必要はないで しょう。それはコンバータをつ くる技

術者の世界で考えていただければいいのではないで

しょうか。周 りがCIIに 対応 して くるところもある

か ら、今後新 し くつ くるメ ッセー ジはCIIと か

EDIFACTと か検討 して いこうということになり

ます。

そのときの基準 は、標準化されたものを使えば、

より広いところへの適用性を持 っているということ

です。 しか し、その広いところでということは、そ

れだけ決めることが難 しい。使い勝手が悪いという

ことにな ります。いろいろと実験 してみました。そ

れが国内という面で広がれば、国内でどこの業界で

も通 じるというふ うに決め られております。

その ときに、EDIFACTと いうのは国際的で ご

ざいますか らなかなか決 まらない。自分が欲 しい

メッセージを 自分が提案するとなったら、英語で提

案 して、議論 して、その標準を押 し通 して くるとい

うぐらいの力と、覚悟がなければできません。 しか

し、EDIFACTで 決ま った メ ッセー ジは、 その

メ ッセ ー ジを 中心 に考 え る の が 最 適 で す 。

EDIFACTで 決まってないメ ッセ ージについては

CIIで 行きましょう。 いずれEDIFACTが 決まった

ときには、そちらに移すか、そのままでいくか とい

うのは、そのときの状況で考えればいい訳です。

それと同時に大事なことは、今あるローカルEDI

です。これ もいきなり新 しいCIIやEDIFACTに 変

えろということはありません。 もともとこれで進ん

でいるんですか ら、それはそのままで、必要ない限

りはそのまま使っていきましょうということが、あ

る面で業界の方の安心感を得ています。

しか しそうは言 っても、EDIFACTやCIIと いう

のはどういうものなのか勉強 しなければ不安で しょ

う。従 って、一緒に勉強いた しましょうということ

で、業界内で勉強会が開始されました。これが現状

です。

これが大体今の、流通EDIの 今後の方向でござい

ます。我々流通業は、ほかの業界に対 して も、ある

いは業界内に対 して も、これか らのEDIは 、今、全

世界的に、あるいは国内的に、標準化のイ ンフラの

整備がされているCII及 びEDIFACTに 対応 してい

きましょうということだけは述べております。それ

によって、皆さんは今後の方向性が、分かったよう

な気がするよというような答えが返 って くるように

なりました。本当に分かるのはこれからではないか

とは思います。いざぶっかった ら、やはり自分がそ

の中で、メッセージをちゃんと決めていかなければ

いけないなとか、いろいろあると思います。

そこで、流通EDIと いうのは十何年前か ら進んで

いるように言うのですけれども、ほとんどが受発注

だけなんです。これは冒頭に申し上げま したように、

流通というそのものが取引のシステムその もので ご

ざいますか ら、受発注からいろいろな企業内の管理

システムができております。いわゆるオーダーエン

トリーシステムです。その接点が受発注であるとい

うことで、かなり中小企業にも、進んでお ります、

いわゆるEOSと いう、エ レク トロニ ック ・オ ーダ

リング ・システムのことです。これが物流のシステ

ム、決済のシステム、あるいはその決済の前に、請

求の照合とか、あるいは金融業とのファームバ ンキ

ング、あるいは物流業者 との間のEDIは 拡がってい

くことでしょう。改めて金融と取引をす るという話

じゃないんです。改めて物流業者と取引を始めると
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いう話ではないのです。今までや った業務の電話で

の伝達法、あるいは紙での伝達方法を、そのままオ

ンラインで コンピュータとコンピュータをっなごう

というニーズが高まってきているということです。

その周りの システムの研究に入 りました。そうして

みると、なかなか旧態依然とした商習慣でシステム

化が しにくい部分 も沢山あります。そういった もの

で改善を しなが らEDIを 進めていこうということで、

電子取引の商慣習の研究という形で、今年度、研究

が開始 しております。

そういうことで、だんだん実質的なEDIと いうも

のが流通に も拡がっていきます。流通 というよりも、

いろいろな関連する業界とのEDIも 進んでいくだろ

うと推測 しております。

あ と一 つ、私 ど もが この流通 とい う面で 、

EDIFACTと の絡みでちょっと御紹介 させていた

だきますと、流通システム開発センターは、冒頭に

申 しま したが、共通商品 コー ドということで、

POS用 のバー コー ドを推進 してまいりました。17

年 の歴史を持 って、JANコ ー ドという商品 コー ド

が業界内に普及 しています。これはどこに行っても

一つの商品が共通に認識できるということです。初

めはPOS用 でございましたが、今は受発注 に使わ

れております。

これを推進 していきますのは、国際的な規格でご

ざい ますEAN(EuropeanArticleNumber協

会)と いうのがございま して、そこに私どもも加盟

しており、国際的な標準 という形で進めてきており

ます。実はそのEANに 加盟 している団体は、各国

における流通EDIを 推進する団体でございます。 し

たがって、昔から私 どもと同 じように各国が統一伝

票の問題、企業 コー ドの問題の解決を推進 してきた

わ けで ございます。それで、 このEDIFACTも 流

通の関係の部分は、そのEANの 場で推進 されてい

ます。EANCOMと いうプロジェクトの名前で5～

6年 前か らスター トしております。毎年、何回かい

ろいろな会議が ございますが、私どももバーコー ド

の絡みか ら、その活動の中でEANCOMの 検討を進

めてきております。そういった面で、EANCOMの

今の現状、いわゆるEDIFACTの 現状 というもの

をっかんでお ります。その状況 に応 じなが ら、

EDIFACTか 、あるいはCIIか ということを業界の

方々に伝達 していくっもりです。指導なんていうの

はおこがましいわけでございまして、伝達 していき

たいと考えております。

これか ら本題でございます。CIIの 実験というこ

とを話 しするのがこの私のテーマでございます。先

ほどのような方針でございますから、CIIと いうも

のをどうすれば使えるのか、どういう形で使えるの

か、どの ぐらい使えるのか というものを評価 してみ

る必要があるだろうとい うことで、昨年度から、

CIIか ら委託を受けま して、実験をやって きてお り

ます(図 一2)。

昨年はまずメーカーと卸の間の受発注というとこ

ろに適用 してみて、CIIと いうものが どういう使い

方ができるのか、それか ら従来のものとのパフォー

マンスはどう違 うのか、そのときの導入の手順が非

常に複雑であるのかどうか、ということをまず評価

してみました。まず菓子業界をとりあげまして、菓

子の卸のサンエスさんという大手の卸 さんがござい

ます。それからメーカーとしては明治製菓さんが代

表選手になっていただきまして、実験 しました。以

前は、卸側で菓子業界のフォーマッ トに落として、

メーカー側に送っていたわけです。そこに変換とい

う行為が入 っております。

これをCIIの フォーマ ットで、 コンバータでやる

わけですが、初めは何でそんなことやるのか きかれ

まして、実験ですか らということで了解を もらいま

した。これが大事なところで ございます。

その結果は、ほぼ トータル的に見 ます と、CIIに

変換 して圧縮されて送った分、少 し早 くなる分 もあ

るけれども、変換はずっとこっちの方がかか るから、

まあ トータルは同じになる。それで、汎用のコン

バータが使えるという分だけいいのではないかとい

う結論です。 もともとこの業界が決めています受発

注 というのは、伝票のヘ ッダデータと明細データの

繰 り返 しでできてお り、それは別々の レコー ドに

なっています。 しか しCIIで は、その レコー ドは全

部一っのメッセージに展開しておかなければ、コン

バータで変換できないと言 う制限があります。その

為には前処理がいります。そのプログラムをっくっ

た分だけ少 しや っかいか もしれない、今後 はそ う

いったソフトウェアの標準化を して、コンバータと

一体になればいい訳です。 したが ってCIIを 使える

という結論です。

それか ら、CII方 式は、いろいろな拡張性を持 っ

ています。しかし、そのためには、いろいろな関係

の方々に、CIIと いうものを使っていただ くたあの

コンセンサス作 りが これからの仕事になります。

そのときに、EDIFACTと の違い も検討 してみ

ることに しています。EDIFACTに はパーチェス

オーダーという受発注のメッセージはもうステイタ
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ス2で 決まっているわけです。その仕様書は私ども

にもございますので、それを対応させてみました。

当然全世界的にそのパーチ ェスオーダーに必要な

データはみんな標準化されています。メッセージに

含まれるデータ項目の使うコー ドまでみんな標準化

されてお り、それがほとんど対応できました。

その ときに、EDIFACTで は、仕様書の上では

データ交換の番号が決まっておりますが、データの

転送では使いません。データ項目の番号が決まって

いるんです。当面その番号をそのまま使っていくこ

とも可能です。だか らCIIもEDIFACTも 、 コン

バータさえあれば使えますねという確認ができまし

た。ではこれをPRし ましょうという話で昨年は終

わ りま した。

今年は、小売業と卸の間の受発注をやりま した。

これは同 じ受発注なんですが、昨年 とはちょっと環

境が違 うんです。もっとデータ項目が少いのです。

そのかわ り、毎日、多頻度にいろいろな取引先に発

注があるのです。これが中小の小売 りまで結構普及

してお ります。それと、つき合 う卸の方にも、普及

してお ります。

それと、よくよく調べますと、1980年 のときに決

めたフォーマッ トがあるんですが、中小の小売 りが

やりましたフォーマ ットというのは、それに似せて

つくっているんですが、みんな変形 して使 っていま

すか ら、ばらばらというのが実態でございます。で

は、それを標準化を しないで、そのままCIIは 使え

ないか とい うことを実験 してみま した。初 めは

VANの 上でやろうか というようなことでやりまし

たが、一応VANの 上ではな くて、まずある小売り

と卸の問がつなが っているところに、新たに始まる

小売 りさんの受発注処理のシステムのファイルをそ

のままこちらに送 ってもらったときに、 この コン

バータで対応で きるか というような実験でございま

す。

また、新 しい企業間データ交換の分野にはCIIを

使っていこうということで、従来から私 どもが推進

していて悩んでお りましたの は、POSの 商品マス

ターのデータを中小小売りの方に提供 して、VAN

がそ ういった ものを支援 していくことが中小小売 り

のPOSの 運用上、非常に大事 なんだ ということで

す。一番大 きなネ ックは、 メーカー、POSの デー

タフォーマッ トがみんなばらば らだということです。

それに対 して、各VANの 方には、商品マスターの

ライブラリ、いわゆるディクショナリデータベース

がございますので、それを提供 して環境整備をする

ということです。

ではフォーマ ットが合わないならCIIで いけない

かという話ですが、実験 してみました。

結論としま しては、やはりCIIの 適用は可能だと

いうことです。POSの サポー トをする場合には、

POSの 基本的な部分の ところの大体標準化 という

のは可能です。それ と同時に、いろいろなテーブル

データがたくさん ございまして、各メーカーがそれ

ぞれにデザインしていますが、これを標準化 しない

と、POSの サポー トというのはむずか しいという

ことも分か りました。

それでその標準化をやろうと。ちょうど今オープ

ン化の時代だと各メーカーが燃えております。オー

プ ン化といって も、言 っていることとやっているこ

とが全然違 うのです。オープンだと言 うのですけれ

ども、全然資料提供はしないし、他 とはっなが らな

いようなことをやっているんです。では、そこをお

互いにっなぎ易いよ うに標準化 しましょうというた

めに、これをちょうどここで実験や ったというPR

を したことが非常に大きな効果になったと思 ってお

ります。したが って、これを契機にそこの標準化を

これから進めていけるという効果がある。その結果

としては、 このCIIそ のものでい くということが可

能であるということでございます。

それから、先日どの小売りと卸の方の受発注、あ

る程度ばらばらなフォーマ ットをそのまま使えない

かということも、ある程度は使えるんですが、やは

り標準化 しないと問題が発生 して しまう。あるデー

タ項目について、一つ作 ったアプ リケーションにほ

かの小売 り業が別なデータ項目を要求 して きた、あ

るいはデータレングスがそれより長いというような

ことが起きますと、またアプ リケーションの改造が

必要になって しまう。それから、コンバータをある

程度効率よ く使 うには、やはり標準化が必要です。

そういった面では、そこは改めての標準化 というこ

とよりも、まず昔作 りました80年代のフォーマット

そのままでよろ しいんで ございますし、それをやれ

ば、CIIト ランスレータにそのままかかります。

と同時に、データタグ番号の標準化 という作業が

発生する。皆さんのコンセ ンサスを得なが ら、それ

をやりなが らそういう環境を整備 していこうという

のが次のステップだなということが分か りました。

そういった面では、技術的に早かった遅か ったと

いうことは、それほどの支障はございませんで した。

もともとその辺には標準のポイ ントは置きませんで

したが、本当に使えるのか、そのためには何をやる
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べきなのかということが明確になったという面で、

今回の実験は非常に効果があったと思っております。

POSデ ータに関するメ ッセージとい うのは、非常

にローカルで、ある意味で部分的でありますが、全

世界的に共通な問題を持ったテーマでございます。

しか し、そのEDIFACT(EANCOM)で の標準

化 というのはかな り遅れるだろうから、当面CIIで

対応するテーマだろうと考えております。

以上が、私の流通EDIの 状況の報告でございます。

どうもありがとうございました。
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図 一1流 通EDlの 動 向

流通 業 とは消費財(食 品、雑 貨、文 化用 品、 耐久 消費 財、 衣料 品等)の 小 売 一卸売 一

メー カー間取 引の仕 組み の ことであ る。流 通EDIと は、標準 化 され たデ 三 夕形式 で 行

う流通業 の取 引情報 に関す るオ ンラ イ ン企業 間デ ー タ交換 システ ムの ことで あ る。

川 流通EDIの 従来 の経緯

一[]一 カルEDI(業 種 単位 の標準 化)

-n総合的 な ビジネス プロ トコルの標準 化 によ るEDI化

①1975年 ～1980年

POS/納 品検 収を中心 と した企業 間 デー タ交換(オ ンライ ンに限 らない)の た

めの各種 ビジネ スプロ トコルの標 準化

商品 コー ド(JAN)、 企 業 コー ド(共 通 取 引先 コー ド)、 統≒ 伝票(納 品/売

上)

②1980年 ～1985年

当初 、チ ェー ンス トア、 食品 ・雑 貨業 界の オ ンライ ン用 ビ ジネス プロ トコルの標

準化

－J手 順
、 デー タ交換7X－ マ ッ ト

ー主 にチ ェー ンス トア と卸売
、卸 とメー カー間 の補 充発 注(EOS)の 公衆 回線 に

よ る直接 接続 ネ ッ トワー ク(NON-VAN)が 普 及

③1986年 ～1990年

－VANの サー ビスに よ って
、 中小の 小売 と卸 、 文化用 品 、耐久 消 費財業 界で の受

発注 オ ンライ ンデ ータ交換 シス テムが 普及

一業種別 ビジネス プoト コル の標準 化が 進行
。但 し、制御 手順(J手 順)、 商品 コ

ー ド(JAN) 、企業 コー ド(共 通 取引 先 コー ド)は 流通 業 界 と して統 一

{2}現 状(1990年 ～ 現在)

①EDI対 象 業務の拡 大傾 向

受 発注 か ら請求 、支払 、物流 、 商品情 報、 その 他へ

② ロー カルED1の 継続 及 び利用 拡 大

③ グ ローバルED1の 対 応への 検討 開始

a.流 通 、電子 化取 引標 準化研 究委員 会(通 産 省産政局 の指導)

一商取 引業務 の環境 整 備

－EDI標 準 化研究

b.C11方 式EDl実 験 実施(1992年 、93年)

④ 国際/国 内のEDl推 進 関連委 員会への 参画

a.EANCOM(流 通 業 に関す る国際的 なUN/EDIFACTの 推進 プ ロ ジェ

ク ト)

b.EDI推 進 協議 会(通 産 省、機 情局の指 導、'91～)

c.ア ジアEDlFACT委 員会

(JASTDRO主 催、'90～)

d.C|1・EDI推 進委 員 会

{3)流 通EDIの 今 後の 方向

①EDI対 策業 務の 拡大

一各業 務周 辺の システム化環 境の 整備 と標準 メ ッセー ジの開 発

② グローバ ルEDIの 検 討 、対応

－EDlFACT/EANCOM

既 にEDIFACTで 開 発 され て いるメ ッセー ジへ の対応

－ClI方 式

・EDlFACTで 開 発 されて いな いメ ッセー ジへの 対応

・CII採 用 業界 への 対応

・その 他

③0一 カル標準 の継 続

・必 要 な限 り
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図 一2Cll方 式 による流通EDlの 実験

(1}平 成5年 度

① 目 的

a.CII方 式の認識と適用可能性、導入手順の評価

b.菓 子業界標準(ロ ーカル、固定)デ ータ交換フォーマ ッ トのUN/EDlFA

CTへ の適用性

② 対象 システ ムの概要

a.特 定業界(菓 子業界)の 卸売とメーカー間の受発注EDI

b.既 存のEDIシ ステムをCI1方 式に置き換えて実験

(現行 システム
即発 サンエス)

タ

ス

注

一
一

発

デ
ベ

菓子業界標準
フ ォーマッ ト

に変換

(社 内 フ ォー マ ッ ト)

CIl

トラ ンス レー タ

↑

公衆回線

2,400dps

(J手 順)

CII形 式 データ

(J手 順)

メーカー(明 治製菓)

自社
フォーマッ ト

に変換

CIl

トラ ン ス レー タ

↑

タ

ス

注

一
一

受

デ
ベ

トラ ンス

レー シ ョ ン

パ ラ メ一 夕

トラ ンス

レー シ ョ ン

パ ラメ 一 夕

③ 評 価

a.CI1ト ラ ンス レー タ・(汎用)の 採用によって現行 システムを容易にCll方

式に移行が可能

b.現 行 も各社が 自社 ファイル形式→業界標準形式→伝送 →自社 ファイルへの変換

を行 っている。

一変換処理時間等は現 行 もClI方 式 もあまり変わりがな い。

一今後、新たにEDIを 導入す る場合、CIl方 式で も技術的には変わ りはな く

む しろ変換 プログラムを自作せずに汎用品を使うだけ メリッ トは高 い。但 し、

業界あるいはED1の 相互間の事業の コンセ ンサスが必要。

cチ ェーンス トア(受 発注)、 菓子業界(受 発注)標 準 フt－ マッ トのUN/E

DlFACT(EANCOM)、Cl1標 準への適用性について

一チェー ンス トア及び菓子業界のフォーマ ッ トを構成するデー タ項 目の総 ては、

EANCOMの パ ーチ ェスオーダーのデータ項 目に対応で きる。

従 って、受発注 に関 してはいつで もEANCOMの 導入の可能性を持つ ことが

評価で きた。 但 し、漢字データ項目の取扱 い方は今後の検討課題である。

また、導入に当たっては、実験、および業界関係者の コンセンサス作 りが必要

一各業界の標準フォーマ ッ トのデータ項 目に対 して業界標準のデ一夕ダグMを 定

めればその ままCII方 式を採用する技術的可能性がある。

但 し、その ため にはダグNaの 標準化作業が必要

d.今 後の グo一 パルED1の 対応の しかた

－ClI方 式、UN/EDIFACT、 いずれの方式に も対応可能である し、又

必要に応 じ、いずれにも対応 して いく可である。

CII

トラ ンス レー タ

雀巖/
↑

伝 送

トラ ンス

レー シ ョン
パ ラ メ ー タ

(CIl)

トラ ン ス

レー シ ョン

パ ラ メー タ

CI

トラ ンス レー タ

トラ ンス

レー シ ヨン

パ ラ メ一 夕

トラ ンス

(EANCOM)レ ー シ ョン
パ ラ メ 一 夕

↓

EANCOM
トランス レrタ

EANCOM
トランスレータ



ー

ベ
ベ

ー

{2}平 成6年 度

① 目 的

a.形 式が標準化 されていない複数の小売業 と卸売間の受発注デ ータの交換 へのC

l1方 式 の適用性

b.新 規EDl業 務へのClL方 式の適用

－VAN会 社か ら中小小売のPOSマ スター運用の支援業務

② 対象 システムの概要

a.受 発注 システム

〈A小 売(現 行)〉 〈卸 売 〉

発注処理 →
注

タ

ス

一

一

受
デ
ペ

伝 送
(現行 システム)

〈B小 売(新 規)〉

(J手 順)

伝 送発 注

処 理

→

一
発 注
データ
ベース

CII

トラ ンス

レー タ (J手 順)

r

、 ノ

T /f
前処理

プログラム

トラ ンス

レー タ

パ ラ メー

タ

理

ケ

ン

処

リ

ヨ

注
プ

シ

受

ア

ー

ス

ー

ン

タ

ー

ラ

－

C

ト

レ

↑

トラ ンス

レー タ

パ ラ メ ー

タ

＼

↑

注

タ

ス

一

一

受
デ
ペ

↑

後処理
プoグ ラ
ム

b.

〈小売本部 〉

POS商 品 マスター運用支援 システム

受信及び
POSへ の

ダウンロー ド

<小 売

POSよ りの
データ吸上 と

発信

↑

店舗 〉

POSシ ステム

<VAN>

→
受 信 ・

前 処 理

'後 処 理

・ 発 信

↑

Cll

トラ ンス レー タ

(小 売 →CII)

CII

トラ ンス レー タ

(CII→ 小 売)

↑

Cll

トラ ンス レー タ

(CII→VAN)

CI1
トラ ンス レータ

(VAN→CII)

→
マス ターデータ 」

更 新 処 理

↑

JICFS

↑

」

③ 評 価

く受発注 システム>

a.受 発注のオ ンラインデータ交換 システムは今や中小企業に も普及 してお り、今

後 とも導入企業が増えてい く見込みである。

その際、小売の発注処理 システムは既 に出来ており、そのデータベースのフ ォ

ーマッ トは各社 マチマチである。今後、その標準化促進が必要であ るが、 ここに

標準化の意識が無 く、Cllの 適用で受信側の対応が出来れば効果は高い。

b.実 験では、 ある小売 と既にオンライ ン受発注データ交換 を行 っている卸売 に新

しい小売 との オンライ ン受発注 システムの追加をCll方 式の導入によって行 う

ものである。



c.受 発注のデータは一般に次の ようなデータレコー ドの集合体によって一枚の伝

票(発 注単位)の データとなる。

ClIで は一枚の伝票データよ1レ コー ド(メ ッセージ)の データで取扱 うと

いう規約がある。

その為に、小売のデータをC川 トランス レータにかける前 の事前処理、ある

いは卸売が トランスレータをかけた後の後処理 のプログラムを各企業毎に必要 に

なbて くる。 この部分のプログラムの標準化が ないと今後のClIト ランス レー

タの導入作業 は更に業界への標準化啓蒙(小 売での標準化対応の)が 必要 となっ

て くる。

◎小売一卸売間の受発注データの レコー ド構成

店の日別総売上、客数、部門別売上等のデータ

(約40～80項 目、1レ コー ド/1店)

←要標準化

ア イ テ ム別 売上 デ ー タ及 び 商 品 属 性 デ ー タ

(10:・ ・20項 目、

4000～lO,000ア イテ ム/店)

←CIIで 適用可能

ー
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1伝 票データ

フ ァイ ルヘ ッダ ー レコ ー.ド(1レ コ ー ド)

伝 票 ヘ ッダー レコ ー ド(1レ コー ド)

明細データレコー ド(数 レコー ド、 レコー ド数 まちまち)

◎CII発 注データの規約 ↓

1伝 票データは上記各 レコー ドを1つ の レコー ドとす る。

<POS商 品マスター運用支援>

a.ほ とんどの中'jvJ、売 にもPOSが 導入 されてお り、商品マスターの運用 に苦慮

している。近年VAN会 社はJICFSマ スターを使 ってマスターメ ンテナンi

の運用を支援 しよ うとしている。その場合の従来の課題 はPOSの データが各メ

ーカー/機 種毎にフ ォーマ ッ トがマチ マチであ るとい うことである。

CIIト ランス レータの採用 によ って、この課題が解決 されればその効果は大

きい。

b,VAN会 社の事業の性質か らClIの トラ ンス レータは、小売→Cl1、Cl

I→VANの 形式のいずれもVAN側 に持たせることとする。

c.結 果 として大 きな適用性があることが判明 したと同時に、POSデ ー タに関 し

、次の分野の デー タ項 目のPOSメ ーカー間の標準化の必要性が浮 きぼ りにされ

た。この事前 は今回の実験の効果 と して大きい。



●8 日本 チ ェー ンス トア協 会

大高 正彦

日本チ ェーンス トア協会 ・EDI研 究会委員長

㈱マルエツ システム開発部長

私 どもチェーンス トア業界におけるEDI化 の取 り

組みということで、御説明申し上げます。私がお話

しようとする内容の大半は、佐藤部長の方か ら報告

がありま したので、ダブらない範囲で御説明申し上

げたいと思います。

特に私 どもの業界は、御承知のように、皆様方一

般の消費者の一番身近にある業界でございます。そ

の結果、取 り扱われている商品 も、それこそ漬物か

ら生鮮食品、あるいは家電、インテリア等、非常に

多岐にわたります。その結果、関係する業界 も多岐

にわたるということにつながるわけで して、私ども

の取引先は、事業規模からいきますと、先ほど住宅

関係の方のお話もございましたとおり、零細と言う

とちょっと失礼ではございますが、非常に小さなと

ころか ら大企業まで、千差万別でございます。本日

の資料のfは じめに」のところにrNoEDI,No

Business」 という言葉が示 されてお りますが、こ

うい った背 景か ら私 どもの業界 の場合 、rNo

Standard,NoBusiness」 というぐらい、標準化

がな くては商売が成 り立たないというような状況で

ございます。

ちなみに申し上げますと、私 どもチェーンス トア

協会には134社 が加盟 しております。日本のチェー

ンス トアの大 きなところはかなり入っているわけで

す。私どもは2年 に1回 システムの調査を会員各社

に対 して行 っていますが、最近の例で申し上げます

と、134社 の会員企業は約3万 社の取引先とEDIを

やっており、その数は非常に多 うございます。受発

注の少量多頻度化に伴 うデータ交換 ということがそ

の特徴になっております。最近では、この言葉は御

法度 と言われておりまして、余 りそういった言い方

は出来ませんが、実際はやはり一 日複数回の伝送等

をや っております。また、1回 当たりの伝送量とい

うのは、製造業と比較 しますと、非常に小さいデー

タです。大体1回 当たり50キ ロか ら100キ ロバイ ト

ぐらいの伝送が標準です。もっとた くさん伝送する

場合 もございますけれども、標準的にはその くらい

の伝送量で ございます。

先ほど会員企業との通信相手先が全部で約3万 社

以上というお話を申し上げま したけれども、1社 当

たり小さな規模のところで も取引先が数百社ありま

す。多いところですと、皆さんのよく御存 じの大型

量販店の場合で、1社 で大体3,000社 近い取引先 と

オ ンラインをやっております。ですか ら、単独でも

VAN会 社 として成 り立つ ぐらいの規模で、 しか も

一日複数回の伝送をやっているというのが現状で ご

ざいます。また、扱う伝票量 も非常に数が多 うござ

います。私どもの例で申し上げますと、当社の売上

高は大体3,400億 ぐらいの規模ですが、 これで月間

約100万 枚の伝票処理を しております。伝票量は売

上高に比例すると考えますと、1兆 円企業でその3

倍、月300万 枚か、 もしくはそれ以上の伝票 という

ように、データの量は非常に膨大になってお ります。

こういった背景から、最初に申し上げましたよう

に 「NoStandard,NoBusiness」 ということが言

えるわけです。EDI化 というよりは、 ビジネスプロ

トコルの標準化(図 一1)の 必要性ということか ら、

1975年 にチェー ンス トア統一伝票B様 式 というもの

が制定されました。以来、先ほどお話がございまし

た様に1984年 のJCA手 順、つまりJ手順の発表を皮

切りに、各種標準を進め1991年4月 のJCA-H手

順の発表に至っております。

なお、そのあと、OCR用 ター ンアラウンド発注

仕入れ伝票というものを、1992年 に発表いた してお

ります。現在は、H手 順の普及 ・啓蒙に特に力を入

れているところでございます。このH手 順は、1992

年3月 に、通産省の御指導 もいただきながら、流通

情報ネットワーク標準化調査研究委員会の場を通 し、

国内の流通及び関連業界の通信プロ トコルとするい

うことで、業界標準プロ トコルの一つとして策定さ

れました。J手 順とあわせ、このH手 順の普及促進

を今進めているところでございます。

こういった標準化を進めている私どものチェーン

ス トア協会の組織対応について若干述べたいと思い

ます(図 一2)。 全体で約20ぐ らいの委員会がござ

いますが、そのうちの一つが情報化推進委員会で、

その下にDPP研 究委員会 と個人情報保護委員会と

いうのがございます。
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DPPと いうのは耳慣れない言葉かもしれません

が、ダイレクト・プロダクト・プロフィッ トといい

ま して、商品1個 当たりの直接利益を示 します。例

えば100円 の商品を120円 で売 ります と、計算上は20

円の売買差益が出ます。 この20円 の売買差益に対 し

て1個 当たりどれだけのマテハ ンコス トがかかって

いるかを計算 します。 これがDPCで 、ダイ レク ト

・プロダク ト・コス トといいます。売買差益か ら

DPCを 引いて最後に残 ったのが何円になるのか と

言 うのがDPCで 、 これによって1個 当たり利益が

どの程度あるのかが分かります。マテハ ンコス トと

言われているのは、店で商品を発注 してから販売さ

れるまでのコス トが幾 らかかったか全部計算 し、そ

れを積み上げたもので、それがDPCと なります。

これはまさに物流コス トそのものの算出にほかな

らないんですね。これはアメ リカのFMI(Foods

MarketInstitution)と いう、日本チェーンス トア

協会同様の業界団体がありまして、こちらでこの計

算モデルが開発され ました。当時 このモデルは、

POSの ない時代、今か ら約17、8年 前にこういう

概念が発表されましたけれども、当時は単品の情報

をタイム リにつかむ手段がありませんで したので、

一 たん沙汰止みになりま した。 ところがPOSと い

う新 しい道具を手に入れた結果、自動的に単品情報

がとれるようになりました。それで、再びこういう

ことが研究されまして、米国では標準のモデルが作

られました。

このモデルが適用出来ないかを検討 しま したが物

流の流れ方等、その状況が米国と全 く違いますので、

同 じモデルを使えないということになり、日本流の

モデルに置きかえる必要が出てきました。そこで、

DPP研 究委員会がつ くられ日本モデルが開発され

ま した。パソコンで使えるというソフ トが現在用意

されております。会員各社では、その導入について

様々な研究がされているようです。

近年、クレジッ ト販売等信用取引きの急増に伴い、

個人情報の収集と活用の機会が増大 してきておりま

すが、プライバシの保護という観点か ら会員各社の

持 っている個人情報の取り扱いについて、通産省の

指導等 も受けながら、研究 しているのが個人情報保

護委員会でございます。

情報 システム委員会は、種々業界の標準化にっい

ての作業を進めてきた委員会でございますが、この

中にEDI研 究委員会というのがございます。実は昨

年 こういう名称に変更いたしました。それまでは、

JCA手 順WG委 員会とい うことで業界標準化の作

業を1975年 以来進めてきましたが、昨今のEDI化 の

進展の状況をかんがみて、名称変更を致 しまして、

新たな気持ちでEDI化 に取り組 もうとしております。

この委員会の下にOSIプ ロジェク トが ございます。

これがH手 順を研究 しているグループで、実は私、

この二つのまとめ役を兼ねさせていただいてお りま

す。

それから、物流情報システム研究委員会というの

がございます。これは物流関係のEDI化 を前提 とし

た研究をやっておりまして、その内容にっきまして

は後ほど御紹介 します。その他にPOS関 係の研究

委員会があり、こういった委員会で協会はチェーン

ス トアシステムの標準化に対応 してお ります。

これ ら標準化は私どもだけでできる仕事ではござ

いませんので、EDI化 推進のための関連組織 という

意味で は(図 一3)、 流通 システム開発セ ンター、

通産省、JIPDECあ るいはINTAPと それぞれ関係

があります。また、機械情報産業局、それから私ど

も直接です と産業政策局 ということで、通産省の主

管部署 も二つに分かれております。現在、INTAP

の中にH手 順の相互運用性試験WGが 設置 されH手

順 の テス ト仕 様 を作成 して お ります 。今 日、

OSIoneの 国際会議が東京で開催 されてお りま して、

流通 システム開発センターがH手 順について説明を

してお ります。H手 順の相互運用性試験WGで の検

討結果は今月のうちにまとめて、4月 以降に発表さ

れ る予定です。そうしますと、H手 順について、国

際的なOSIの 窓 口であるINTAPも テークア ップす

るとい うことで、ますますH手 順の利用促進 という

ことが進むのではないかと思いまして、私 どもに

とっては非常にありがたい話です し、期待 もしてお

ります。

それか ら、先ほどお話がありましたが流通システ

ム開発セ ンターの中に、電子化取引標準化研究委員

会が、通産省の指導のもとに昨年5月 に発足いたし

ました。 この中にEDI標 準化研究部会 とそれか ら商

取引研究部会の二つの研究部会が ございまして、当

初の平成5年 度の作業が今月終わりました。平成6

年度以降につきましては、引き続 きまた検討が加え

られるということでございます。

H手 順につきましては、いろいろ技術的な問題も

含めて検討するため、現在、流通システム開発セ ン

ターの中にH手 順技術委員会 というものを設けま し

て、 コンピュータメーカー、VAN会 社、あるいは

サー ドパーティのソフ トハウス等々、約30社 ぐらい

加盟 して研究をやっております。
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技術的な中身 にっ きま して は、NTTの パケット

通信事業本部を中心に御協力をいただきまして、現

在に至 っているというような状況でございます。

物流EDI標 準化委員会 というのが私どもの協会の

中にあるということを先ほどお話し申し上げました

が、では何をやってるのということでございますが

(図 一4)、 ここにあ りますよ うに、納品データ

フォーマ ッ トの標準化、 これはまさにEDIフ ォー

マ ッ トその ものですね。それから、SCMと いうふ

うに呼んでお りますが、 シッビング ・コンテナ ・

マーキ ング、つまりこの、荷物に貼るバーコー ドで

すね、 この二つにつきまして標準化の作業を進めて

お りましたが、この度、完了 しましたので、近々発

表される予定 となっております。

皆さんには新聞等で御記憶に新 しいかと思います

が、昨年の8月 に、 ジャスコと花王が、いわゆる伝

票 レスによる納品業務を開始するということを発表

されました。従来の伝票を使うという時代から伝票

レスということになってまいりますと、ますますこ

のEDIと いう道具を使わないとできません。と同時

に、物流の領域に於けるバーコー ドラベルの標準化

が非常に重要 になってまい ります。既にかなりの企

業でバーゴー ドを読んで自動ソーティング、あるい

は自動検収、つまり無人で検収するというようなこ

とをや っております。

実は私どももこの2年 前か らバーコー ドラベルを

使 った無人の自動検収をやってお ります。入荷バー

スで荷受けされた後 は、バーコー ドスキャナーに

よってバーコー ド情報が自動読取 りされて、荷受け

の確定を し、かっ コンベアに乗 ったままソーティン

グされて、荷物がそれぞれ店別に分けて出荷される、

このように物流センターの入荷か ら出荷まで一連の

作業が 自動化されております。そういう意味でもこ

ういった標準化というのは非常に重要だなというふ

うに感 じてお ります。商品の特性によってまた変

わ ってはまいりますけれども、今回の作業によりグ

ローサ リー、あるいはデイ リーフーズと言われてい

る商品の物流領域の標準化が推進されるのではと期

待 しております。当然、この場合のバーコー ドは、

ITFと いう標準のコー ド体系を使用することが前提

になっております。

流通業界における電子化取引標準化への取り組み

ですが(図 一5)、 発注企業 といわゆる受注企業の

間は、一部、例えば発注データ等については今固定

長で標準化されています。出荷データと納品データ

ににつきまして、今 ほどお話 ししたような物流EDI

ということで標準化されます。それから請求データ

につきまして も既に標準化は終わ っておりますが、

ただ、MTと かフロッピーの方がまだ多 くて、今後

EDI化 ということでは、この標準フォーマットもか

なり使われていくのかなと思っております。

それから支払い案内、あるいは入金通知、入金照

合。支払通知、この辺はもうフ ァームバ ンキ ングと

いうことで、既に標準化されているわけで して、改

めてということにはな らないか と思いますが、 ここ

で言 っている意味は、いわゆる発注か ら最後の入金

照合の処理まで、これは非常に簡単なモデルで書い

てございますが、実際の流れはかなり複雑で ござい

ま して、これをEDIと いう道具を使 って一元的にオ

ンライン化、つまりEDI化 するというのが目的で標

準化作業が始まってお ります。

この電子取引標準化研究委員会には、先ほどお話

ししましたように、EDI標 準化研究部会とそれから

商取引研究部会と二つございます。EDIの 定義 とし

て、皆様 ご承知の レベルを四つに分けた定義が ござ

います。第一規約と言われているのが情報伝達規約、

っまり通信プロトコルです。実はこの領域は、先 ほ

どお話 ししましたように、私どもの場合はH手 順、

あるいはJ手 順ということではっきりしております。

次の第二規約、っまり情報表現規約 と言われ、この

領域の研究を行 うのがEDI標 準化研究部会です、こ

れは伝送フォーマットを規定す る規約です、ただ、

これにっきましては、固定長については既に標準化

され、広く使われておりますけれども、いわゆるバ

リアブルデータにっいての検討はこれか らです。そ

の場合シンタックスルールは何を使 うか というのは、

先程来、佐藤さんからお話があったとお りなんです

けれど、それにっいては後でお話 しします。それか

ら、第三規約 とい うものがあ り、 これは通常運用

ルールというふ うに言われておりますが、言い換え

ますと、商取引ルールそのものなのです。それを研

究するのが商取引研究部会です。それか ら第四規約

と言われているものが、いわば法体系というか法整

備といいますか、これはEDI取 引に関す る法的な対

応についての規約ですが、この辺にな りますと、単

に一省庁とか一業界 とかいう話にな らないので、将

来はそういうことも省庁横断的に検討されてい くと

は思います。今回はそういう意味で、第三 レベルの

商取引と第ニ レベルの情報表現規約の領域二っを標

準化 していこうということで、昨年の5月 に研究委

員会が発足 しました。今後数年かけて標準化作業が

進め られることになります。
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次に、流通EDIの 進展について新 しい動 きを御紹

介 い た し ま す 。ECR(EfficientConsumer

Response)と いう、皆 さんは もう既 にお聞 きに

なっている方 もいらっしゃるか もしれませんが、特

にアメリカで昨年 ぐらいか ら出てきた新 しい概念で、

先ほどDPPと い う話を申し上げましたけれども、

似たような意味で新 しい動 きが出てまいりました

(図一6)。

ECRを 簡単に言 って しまいますと、流通の川上

か ら川下までEDI化 することによって処理の効率化

と流通コス トの削減を図ると言 うことです。これは

なぜ こうい う話にな って きたか といいます と、

POSに よって、どういう商品が どういうタイ ミン

グで、幾 らの価格で、どういう地域で、どれだけ売

れているか、という単品情報が的確にわかる時代に

なってきました。そのために、膨大なデータ処理 と

いうことが一方で必要とはなりますがこういう情報

がどんどん流通の上流工程に上がってきますと、ど

ういう商品を、どのぐらい、どういうタイミングで

作 っていったらいいかというのが分かるわけですね。

そうすると、本当に消費者が今必要としている商品

を、必要な量製造 し、必要なタイミングで供給でき

るということになります。その結果、中間のロスが

極めて少な くなります。

米国での研究によります と、ECRを や ると、い

ろんな流通段階を トータル した流通コス トが全体で

約10%下 がるという計算が出ています。この辺が今

後国内の、特に流通EDIと いうことを考えるときの

一つのキーワー ドかなというふ うに感じております。

既にアメリカでウォールマー トという全米第1位 、

っまり世界で1番 ということになりますが、ここが

プロクター ・アン ド・ギ ャンブル、皆さんP&Gと

いえばおわかりかもしれませんが、紙おむっなどで

日本で も一番大 きなシェアを占めているところで ご

ざいますが、ここでECRを 具体的にやってお りま

す。フレン ドリー ・パー トナーというふ うな呼び方

をしてお りますが、本当に信頼に足る取引先であれ

ば、もう自分のところで発注処理をせず、店の単品

情報を直接プロクター ・アン ド・ギャンブルに渡 し

てしまいます。そ して、プロクター ・アンド・ギャ

ンブルで は自分でそのデータを加工 し、発注予測を

して、その量だけ納品 して くれる。要す るに小売 り

は間に全然かまないで発注から納品まで処理 される

というように徹底 した合理化が進みっっあります し、

日本でも近い将来具体化される時期がくるのではな

いかと思います。

ま た 、ECRの 一 環 と して 、QRS(Quick

ResponseSystem)と いうのが既に数年前か らア

メリカで も実用化 されております。 これはアパ レル

業界を中心とした システムですが、まさにこれ も

ジャンス ト・イン ・タイムでPOSの 情報を使 うと

いう意味では、ECRと いう大 きな概念の中の一つ

ということにな ります。QRSの 実現 に向けて、国

内に於いて も研究が始まりつつある状況でございま

す。

さて、こういった状況が一方でありなが ら、今後

の流通EDIは どうなるのということを簡単に申し上

げますと、国際化対応と言 うことが不可欠になって

まいりました。最近の、不況の中での価格志向の強

さと、円高というメリットを生かした海外商品の調

達と言 う観点か ら急速に国際取引の拡大が進みっっ

あります。それか ら、日米貿易摩擦 に端を発 した、

いわゆる規制緩和ですね、 これが進みっっあります

が、そういう面か らの国際取引も拡大 して きつつあ

ります。特に海外か らの商品調達、あるいは現地に

工場を作 って しまうとか、あるいは新聞で皆さん御

存 じのように最近は、小売 りと商社と一緒になって

現地で何か物を作 って、そのまま日本へ持ち込むと

言 うようなことが当り前のようになって きておりま

す。それから、外国企業の参入拡大についてですが、

従来、日本の小売業界へは、なかなか外国企業とい

うのが進出しづらかった。これはいわゆる大規模小

売店舗法と言われている、大店法 と俗に言うもので

すね、これが非常に規制が厳 しくて、皆さん も記憶

に新 しいかと思いますが、 トイザラスというアメリ

カで有数のおもちゃの小売業ですが、これが 日本に

進出するときに大店法の関係でいろいろす ったもん

だ しました。今では、国内に数ケ所販売店がで きて

おります。

ところが、ついこの前、発表されました通 り、法

律そのものは変えませんけれども、運用をかなり緩

和 しよ うということで、500平 米以下の店です と、

もう自由に出店できるようにになって きています。

一部、私 も聞いている話では、既に海外の小売業が

日本に事務所を作 った、あるいはこれから作るとい

う話 も聞いております。以前です と、そういう規制

の厳 しさから、何かやるにはどこかの日本の企業と

一緒でな くては商売が出来にくいというような時代

だったんですが、今ですと単独で出店 して くる。で

すか ら、日本の小売業は、国内の企業間での競争 も

さることなが ら、海外の小売業 との競争ということ

も、間 もなくやって くるで しょう。特に海外企業の
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有利な点は、先ほどお話 ししたような円高メリッ ト

があり、直接自分の国から自分の商品を持ち込んで

くることにあります。米国を始め大型小売 り店の場

合、PB商 品が非常に多 うございます。プライベー

トブラン ドです。これは、売れれば非常にメリッ ト

のある商品ですので、そういったことも行われてく

るで しょう。

それから商慣行の共通化、これも不透明だと言わ

れている商取引、先ほどお話 しした商取引研究部会

での検討課題であります商取引の標準化 といいます

か、ある意味ではガイ ドになるのかと思いますが、

こういったものもだんだん共通化 してくるというこ

とがあります。

こういうことを考えますと、EDIの 世界 も、国際

標準化対応が必要であり、先程お話があ りま した

EANCOM、 それが結果としてUN/EDIFACTへ

の対応へと流れて行 くのではないので しょうか。一

方では、先ほどか らいろいろお話が出ておりました

けれども、国内取引の業際化対応ということで、私

どもの業界ですと運輸業とか倉庫業 とかメーカーと

か、異業種間とのEDIに よる取引拡大というのがや

はり今後ますます進むと思われます。特に倉庫業、

あるいは問屋等 におきましては、最近の菱食、ある

いはニチレイが我々小売りと組んで、小売 りの物流

業務を代行 してしまうというようなこと、っまり付

加価値をつけた物流加工という領域へと、新 しい動

きが出てきています。あるいは将来、運輸業とっな

が ってゆくことも考え られます。そうなりますと、

当然CII標 準 ということの検討が必要となってまい

ります。

このよ うな両方の動きをにらんで考えますと、流

通EDIに っきましては両方一緒にできるようにする

ということが前提 となってまいります。では、その

軸をどこに置くのかということになりますが(図 一

7)、 御存 じのようにCIIの 場合 タグ方式 と言われ

て、最小単位で自由にデータの組み合わせが可能で

す。EDIFACTの 場合ですとセグメ ント方式 とい

うことで、データのかたまりはセグメント単位で決

ま って お ります 。 したが い ま して 、CIIか ら

EDIFACTへ のコンバー ジョンということは非常

にむずかしいのですが、その逆はやりやすい。そう

いうことか ら、 これは技術的な対応で解決可能にな

ると考えております。

先程 お 話 が あ りま した よ うに、 特 にUN/

EDIFACTの 流通 に関係す る標準 メ ッセー ジは

EANが 中心になって開発を進めているということ

もございまして、UN/EDIFACTが 流通EDIの 軸

になるのではないかと考えております。これはまだ

結論が出たわけではございませんが、そういう方向

になるのかなという見通 しを持 っております。

ユーザーか ら見た トランスレータはブラックボッ

クスです。箱の中でUN/EDIFACTか らCII、CII

からUN/EDIFACTへ 自動変換 されますので、余

りユーザーの負担にな らないと思います。,そしてそ

うす るためには、標準メッセージが きちっとできて

いないと、どれをどういうふ うに変換するというこ

とがはっきりしませんので、この辺が、つまりマ ッ

ピングがこれからの大きな作業 と考えております。

今後の標準EDIと 業界標準メッセージの概念(図

一8)と いいますか、大体 ここに示 したような概念

でシステムが動 くのではないので しょうか。既 に

CIIに ついては、菓子業界で、そういったテス トも

設計 も済んでいます。こういう標準化が進んできま

すと、メーカーはそういうパ ッケージを(最 近です

とROM化 して)ボ ー ドで提供 ということにもだん

だんなってきます。一部OSIは そうな りつつありま

すし、こういう トランスレータも恐 らくそういう形

になって行 くのではないので しょうか。以上、お話

しましたようにEDIを 取りまく環境は業界の特性を

反映 して複雑多岐にわたってお ります。ますますそ

ういう意味では、私ども業界、あるいはそれぞれの

関係を取りまとめている機関等の役割が非常に重要

になって くると考えております。

最後になりますが、今回、私どもが こういう業界

横断的なお話を承る機会というのはこれが初めてで

ございます。今後、事務局にお願いしたいのは、非

常にこれは有意義な会ですので、特にクロスインダ

ス トリといいますか、業際化が進んでいくと、他業

界の動きがどうなっているかということが極めて重

要な問題になります。 したがいまして、 こういう場

を今後も引き続 き、 しょっちゅうというわけにはい

かないで しょうが、定期的にやっていただければ非

常にありがたいことだなと思います。

そ ういうお願いを最後に、私の話を終わりたいと

思います。どうも御清聴あ りがとうございま した。
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図 一1JCA標 準 の概要

制 定時 期 内 容

1
チ ェー ン ス トア統 一

伝 票(B様 式) 1975年3月

オフライン用仕入、及び返品伝票で

、手書用、タイプ用、OCR用 の3
毬類を制定。

2 JCA(J)手 順 1980年7月 BSCを ベースとした通信手順。

3 標 準 デー タ交 換 フ ォ
ー マ ッ ト

1982年7月
オンライン発注データの標準データ

伝送フォーマットで、発注仕入伝票
発行用 とピッキングリス ト発行用の
2種 類の標準 フォーマットを制定。

4 ターンアラウンド用

発注仕入伝票

1984年3月

オンライン発注用発注仕入伝票で、

伝票明細行数によって、1型 、2型
8型 、4型 の4種 類を、B様 式伝票
として追加制定。

発注コー ドとして、POS用JAN
コー ドが使用可能になっている。

5 請求 デー タ標 準 フ ォ
ー マ ッ ト

1985年4月
請 求 デ ー タの 標 準 フ ォー マ ッ トを 定

め た もの で 、 磁 気 テ ー プ、 フ ロ ッ ピ
ー デ ィ ス ク、 及 び オ ン ライ ン伝 送 フ

ォー マ ッ トの3種 類 が あ る。

6 オフライン用仕入、

及び返品伝票
1987年10月

発 注 コー ド と して、POS用JAN

三㌶雑題熟㌧竺莞雰
ンド用発注仕入伝票 フォーマットと
の整合を図った。

仕入、返品伝票共、タイプ用、手書
き用の2種 類をB様 式伝票として追
加制定。

7 JCA-H手 順 1991年4月
OSIの 一種であるMHSを ペース
とした通信手順で、現行のJCA(
J)手 順 に加え追加制定。

8 OCR用 ターンアラ
ウンド発注仕入伝票

1992年3月

ターンアラウンド用発注仕入伝票と

同一 フォーマットで、入力処理のO
CR化 を可能にした伝票。

伝票明細行数により、1型 、2型 、
8型 、4型 をB様 式伝票 として追加
制定。

図一2JCAに 於 ける情報 システム化の組織対応

情報システム委員会

E'DI研 究 委員 会

物流情報システム
研究 委 員 会

POS研 究 委員 会

POSシ ステム分科会

カー ドシステム分科会

情報化推進委員会

DPP研 究委員会

個人情報保護委員会

Product

(商 品1個 当たりの直接利益を示す。)



図 一3 EDl化 推進の為の関連組織

(94年3月 現在)

通 産省 機 械情 報 産 業 局

◎電政謀

◎情報政策企画室

◎電子機器謀

EDI推 進 協 議 会

OSIユ ーザ ー懇 談 会

新手 順検 討WG

H手 順 相互運用性
試 験WG

情 報化 推進委 員会

情報システム委員会

EDI研 究委 員会

通 産 省 産 業 政 策 局

(財)流 通 シ ス テ ム 開 発 セ ン ター

電子化取引標準化研究委員会

EDI標 準化

研究部会

商 取 引

研究部会

H手 順 技 術 委 員 会

◎ パ ッケ ト通 信 事業 本部

◎ ユーザ ー シ ステ ム部

図 一4物 流EDlへ の取 組み

① 納 品 デ ー タフ ォー マ ッ トの 標 準 化

②SCM(シ ッビ ン グ ・コ ンテ ナ ー
マー キ ン グ)ラ ベル フ ォー マ ッ ト

の標 準 化

(小売業)

納 品 デ ー タ ー

品揃 え

納 入

5.パ ー.コ ー ドラベ ル

(SCMラ ベ ル貼 付)

6.配 送

4.納 品 デ ー・一タ

発注データ

(物流 センター)

パー コ ドラペル

(SCMラ ベル)
読取検品

発 注
デー タ

8.仕 入確定
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図一5流 通業界に於ける電子化取引標準化への取組み

(電子化取引標準化研究委員会平成5年5月 に発足)
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図 一6流 通EDlの 進展(ECRの 概念)
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図 一 了 流 通EDlの シ ン タ ッ クス ル ール とメ ッセ ー ジ

流 通 の 国 際化 へ の対 応

1.国 際取引の拡大

2.外 国企業の参入拡大

3.商 慣行の共通化

国内取引の業際化への対応

1.運 輸業 、倉庫 業、 メー

カー、 な ど異 業種 間 と

のEDIに よ る取 引拡

大

(国際標準への対応)

(国内標準への対応)
1標 準

EDIFACTの シン タ ックス

ルー ルの特 性か らCII標reへ

の変換 は可 能

流通EDIの 方向

UN/EDIFACT(E
ANCOM)を 基準に我が
国の特性を考慮した標準メ
ヲセージのサブセ ットを追

加作成する。

但 し、CII標 準 との互換

性確 保を 前提 とす る。

(ト ランス レー ター によ る

メヲ七一 ジ変換)

1標 準

(固 定 長)

変

'EDIFACT

(参 照テー ブル)

図 一8今 後 の標準EDlと 業界標準 メ ッセー ジの概念

(コンピュータ及 び端末)
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9.㈲ 日本 ロ ジス テ ィ クス シス テ ム協 会

北澤 博

㈱ 日本ロジスティクスシステム協会 ・物流EDI標 準 メッセージ開発基礎調査研究委員長

朝 日大学経営学部数授

ただいま御紹介にあずかりました北澤です。今日

は㈲ 日本 ロジスティクスシステム協会物流EDI標 準

メッセージ開発基礎調査委員会の委員長という立場

で御報告を申 し上げます。

㈲ 日本 ロジスティクスシステム協会は2月 末現在

の会員数763社 で、そのうち製造業が42%、 流通業

が11%、 この二つを合わせて、いわゆる荷主企業が

53%と いうことにな ります。それに物流業が34%。

物流業を100%と して、独立系の輸送業が33%独 立

系の倉庫業が15%、 それに物流子会社が38%と なり

ます。そのほかに、金融業や電力会社などいろいろ

な会社が入 っております。

いま協会は業際EDIを テーマに取 り組んでお りま

すが、 この業際EDIと いう問題を担当するのにふさ

わ しい団体であると思ってお ります。 もともとは日

本生産性本部系の日本物流管理協議会 と、日本能率

協会系の日本ロジスティクス協会、いずれも20年余

の歴史を持 っておりましたが、この両協会を合体 し

て、昨年の6月 、通産省 と運輸省の共管団体として

社団法人化 した団体であります。歴史 は古いのです

が、いわゆる社団法人 としての活動はまだ新 しいと

いうことになります。

本協会で、昨年度から物流EDIの 標準メッセージ

に関する調査を進めておりまして、その報告を今日

申 し上げる次第です。

この団体で昨年度、会員に対 してアンケー ト調査

を実施いたしました。このアンケー ト調査の結果、

図一1に ありますように、荷主企業が65%、 物流子

会社が16%、 物流事業者が14%、 いわゆる物流業者

を合わせますと両方で約30%、 全体で347社 か ら回

答を得ております。この調査は、金融業等を除いた

全会員に第一部上場企業を一部加えて1102社 を対象

とした広い範囲で行いましたが、回答率は会員企業

か らの方が断然高 く、会員の企業の物流EDIに 関す

る気構えが見えます。

最初 に、この調査の必要性については、余り詳 し

くは申 し上げる必要はないかと思いますが、業際

EDIが 日本では非常に遅れている。日本では受発注

関係EDIが ずっと先行 しているわけです。アメリカ

ではTDCCシ ンタックスなど新 しいルールは物流

業界か ら始まってきましたが、日本では物流関係か

らスター トしないで、商取引関係か らスター トをし

ています。この辺が 日本的EDIの ある意味での特徴

か と思いますが、ぼつぼつ業際問題、物流問題に

入 っていかなければいけません。

諸外国では、EDIはTDCCの ような運輸業者の

団体から始まっておりますから、初めから業際的で

あって、単独業界のEDIは む しろ特殊な例であると

考えられます。 日本 は逆の方向から進んでおり、こ

の辺が日本の物流の一つの特徴であるかとも思いま

す。

日本では物流業界が荷主企業のいいなりにすべて

の業務を進めていくという体質がありまして、物流

業界が主張 して、こういうやり方がいいのではない

かというようなことを今まで言 ってこなかった、こ

うい うことが今、EDIを 進めるのに大 きな障害 と

なっています。結局は荷主の言 うとおりにつ くって

きた情報 システムは、業界どころか、荷主ごとにば

らばらで、物流業者はそれぞれに対応 していかなけ

ればならず、大変に悩んでいる。EDIが 大きな問題

になってきた今、ここで業際EDIを 荷主業界 も物流

事業者も、それから独立会社 も子会社 もみんなで考

えていく段階にきているのではないかという観点か

ら、当協会ではこのテーマを取 り上 げて、 これに

JIPDECと 通産省の支援をいただ きなが ら、調査

を進めている状況です。

図一2が 、調査の結果で、物流関係の業務にどの

程度オ ンラインを使っているかを図にしたものです。

この中でゼロ%、 すなわち物流関係にまだオ ンライ

ンをやってないという企業が24%、4分 の1く らい

ございます。 これは一昨年の調査ですので、今 は

もっと少ないのか もしれませんが、24%の 企業が物

流関係の業務では、まだオンラインで情報交換を し

てないということになります。逆に40%以 上の業務

についてオ ンライ ンをやっているという企業が約40

%ご ざいまして、かなりオンラインは進んでいると

いうことも言えます。 もちろん、これは内容を調べ

ていませんので、 レベルはよくわかりません。

一89一



次に、物流業務についていろいろと情報交換を し

てい るわけですが、それについてどうい う手段を

使 っているかを、分析 したのが図一3で す。回答は

マルチアンサーですので、一つの会社から複数回答

をいただいております。例えば、254社 が輸配送業

務の出荷計画についての情報交換をしていると回答

しています。その中で帳票でやっているのが36%、

電話や口頭でやっているのが30%、 ファックスを

使っているのが40%、 オンラインが一番多 くて42%、

その他MT交 換 とかフロッピディスクが2%と いう

ように読んでいただければと思います。

オ ンライ ンが比較的多いのは、輸配送業務の出荷

計画 と、輸送依頼(「 送 り状」 という名前を使 って

いる場合が多い)で す。と同時に、こうした業務は

帳票で もや って いるところ も多 い。情報を コン

ピュータで渡 しながら、同時にまた帳票も出してい

るという企業が実は非常に多 くございまして、一方

だけでやっているという企業が必ずしも多いのでは

ありません。

このようにダブッた仕事のやり方をしている。こ

の辺がこれからEDIを 進めていく場合に、一つの問

題点として考えていかなければならないと思ってお

ります。

次の保管業務 は、オンラインをやっている企業が、

数からみても多 く、オンラインの比重が高 くなって

います。初め私 どもは、輸送業務 こそオンライン比

重が高いと考えていたのですが、必ず しもそうなっ

ていないので、このデータをどう読むかというあた

りも若干問題があ ると思 います。特 に伝票 とか

ファックスという手段がかなり使われていて、この

手段 とEDIと が これか らどういうように変わってい

くのかが、研究をしていかなければならないテーマ

の一つになってまいります。

それか ら、図一4を 見ていただ きます。 これは現

在オ ンラインの利用率が高い業務を抜 き出して、そ

の企業が情報 システムに対 して、今後 リアルタイム

処理、バ ッチ処理、その他処理の何を希望 している

かを聞いたものです。これを見ますと、現状のオン

ライン率が高い業務については、 リアルタイム処理

への希望が非常に高 くなって出ております。

ただ、この表は、問題 もあるように思われます。

例えば、オ ンラインとい うと、オ ンラインリアルタ

イムと一口に言われて、オ ンライン処理がすべて リ

アルタイムだという回答が出ないとも限りません。

この調査は情報 システム部門の人に聞いているわけ

ではな く、回答 した方は物流部門の人が多かったよ

うですので、こうした点にっいては余 り厳密には解

釈できないと思います。

図一5-1と5-2と いう、二つの表があります

が、これは電話やFaxで 情報伝達するのが業態別 に

見て、大企業と比較的小さな企業とでどのように違

うかを調べた ものです。図一5-1は 、売上規模別

で見 ますと、物流業務について電話やFaxで かなり

情報伝達をやっている。企業の規模が小さいほどそ

の比重が高くて、大きくなると比重が減っていると

いう傾向が出ております。

右側の図一5-2で 、従業員規模で見ても同 じよ

うなことが出ています。ここに出した表はたまたま

話題 として提供 しただけで、実際にはもっと細かい

様々なデータをとって、業務別にいろいろと調べて

いるわけで、細かいところは報告書が㈲ 日本ロジス

ティクスシステム協会にありますので、それを見て

いただきたいと思います。

問題は図一6で 、この表 は各社の情報交換 におい

ての問題点を聞いた もので、294社 の複数回答です。

問題点として、1番 か ら8番 まで挙げてありますが、

これが質問表での問題の順序です。 これに対 してそ

の回答件数とパーセントを出しています。マルチア

ンサーですので二つ足すわけにもいかないのですが、

この中で件数が一番多かったのが、2番 の 「顧客に

よって異なる帳票が使用されている」問題です。顧

客先別に指定納品書があって、それを手書 きしなけ

ればいけない、あるいはわざわざその作成用 に専用

コンピュータを入れて出力 しなければいけないとい

う問題です。ターンアラウン ド伝票 といわれている

ようですが、 ここで情報ネ ットワークが実際には中

断 しているというところが大 きな問題だと思 います

し、情報交換における問題点 として一番多 くの56%

の企業か ら指摘されています。

客先指定納品書というような、世界で多分 日本に

しかないかと思いますが、物流で今使われていると

んで もない伝票で、物流のネットワークが動かされ

ている。それをまた発行側では、ほとん どがパー ト

さんが書いているという、 こうした物流情報 システ

ム上の大変なウイークポイン トをいろいろな人か ら

指摘されています。EDIで は先ず これを解決 しなけ

ればな らないと感 じています。

先ほども流通 システム開発センターの方か ら納品

書のバーコー ド伝票とか、EIAJの バーコー ド伝票

とか、いろいろな話が出ているわけですが、 こう

いった問題を しっか り解決 していかないと、業際

EDIを 進あていっても、納品の段階になって、客先
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が指定伝票を要求するようなことをいっまでもやっ

ていたのでは、EDIは そこで中断してしまう。この

辺が大変大きな問題だと認識をして、仕事を進めて

いる次第です。

それから二番目は、この6番 の 「顧客 との情報交

換が十分に行われていない」という問題です。この

中身 はいろいろ問題があるので もっと詳 しく分けな

いといけないのだろうと思いますが、これが34.7%

ということです。さらに顧客か らの情報化要請にこ

たえていないとか、各顧客とや り取 りしている情報

が有効活用されていないとか、 こうした顧客 との関

係の問題が6番 、7番 、8番 という辺 りでかなり高

い比率を占めております。

それからもう一つ、EDIへ の期待として、省力化

とか、エラーが少ない、短い時間で済ませ られると

かいうことがありますが、ここでは転記やキー入力

によるミスが多いとか、キー入力のための人件費が

かか るという問題がかなり高い比重で報告されてお

ります。特に79件27%の 企業が、途中でキーイ ン

プッ トがあって、人件費がかかることを問題祝 して

おります。

また、三番 目の 「顧客によって言葉の定義が異な

る」 という問題ですが、これはEDIで は非常に重要

な問題で、先ほども大高さんのお話にもありました

が、 きちん とした定義を決めた上で標準化を してい

くことが必要であるということが、ここではまだ20

%し か出ておりません。実際に仕事を している人は、

お客さん との間で定義が違うことに対 して、具体的

に問題がいろいろ起 きているはずですが、問題とし

ての認識がないのではないかと感 じた次第です。

図一7で は、いろいろな企業ごとに同 じ業務にっ

いて も名前がそれぞれ違っている状況を示 していま

す。アンケー トは情報名を例示 して、これをあなた

の会社はどういう名前の伝票でやっていますかと聞

いて調べたものです。 これを見ますと、例えば輸配

送の業務で、輸送依頼が 「送り状」という名前でよ

く呼ばれておりますのでこれをとってみますと、こ

れをあ らわす言葉が72種 類ございました。330社 で、

72種類 もの言葉が使われているわけです。 しか も二

つの会社以上で使われている言葉は、送り状、納品

書、出荷指図書、出荷伝票の4種 類で、あとはみん

な1票 づっ という状態です。 とにかく名前だけでも

大変にたくさんあることが分かります。

図一8-1と8-2は 各業務毎にどの項目がよく

使われているかの評価をしたものです。8-1が 発

注者側、8-2が 受注者側です。伝票ごとに発注者

と受注者が変わりますので、一方が荷主になったり

一方が物流業者になったり、これが逆であったりす

るわけです。

下の注のように、データ項目ごとに必要性 とか不

要とかを明示 した もの全体を100と してあります。

その中で70%以 上が必要だとした ものをA、50%以

上が必要だ と答えた項目をB、30%以 上が必要だと

した項目をC、 それ未満をDと ランクづけをして、

集計 してあります。 さらに総合的に平均を出 してお

ります。この総合評価で見てみますと、やはり常識

的な項目がAに なり、あるいはBに なっていること

がわかりますが、情報の種類ごとではそれが随分違

うことがわか ります。こういう調査を したのは、標

準 メッセージを これから考えていくときに、どんな

項目をどう取 り上げたらいいかという手がかりをっ

かむためです。

図一8-1、8-2に は1番 か ら62番までデータ

項目の名称が 出てお りますが、 これは、EIAJの

使 っている項目の中から抜き出 して使わせていただ

いております。 ここでは62項 目挙げておりますが、

実際に調査 し、検討 していく過程で、 このほかに、

約190項 目ぐらいの項目が必要ではないか と考え ら

れます。それをすべて標準 メッセージに取 り上げた

方がいいかどうかはこれからの問題ですが、 この調

査の段階では62「百目を明示 し、それ以外の項目でど

んな項 目が必要かを 自由に記載 してもらいました。

さて、図一9以 降は本年度の調査です。我々はこ

の業務フローの中で、太線で囲った項目の問題につ

いてEDIを 優先的に考え、標準メッセージの検討に

入 っています。

運送依頼業務関係は太線の中に入っている業務が

多いんですが、倉庫関係でいいますと、入庫依頼と

出庫依頼のところを中心にして考えていこうとか、

このように太線の項目か らまず考えていこうとして

おります。業務フローを大体固めてか ら、 これ らの

項目を固めているところです。それを もとに、現在

標準メッセージを開発す るための準備作業をいろい

ろと進めております。

図一10は、情報の定義をいろいろと検討 している

ものの一部です。先ほども申 しま したように、情報

の名前や定義にっいて、皆さんはそれぞれ自由な使

い方を しておられますので、委員会で標準をつ くっ

て、これを会員、また他の業界にも問 うて、一般的

に確立 していこうという原案づ くりを しています。

次に図一11-1と11-2の 例のように、一つ一つ

の業務ごとに業務の基本パターンを決めて示 してあ
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ります。運送依頼の基本的な業務パ ターンをまず

作って、それに対 して必要な用語を抜き出します。

例えば、荷主という言葉をここではいろいろと分け

て使っております。それを区分 して、定義を してい

くことで、業務のフローをきちんと考え、用語 もこ

こで洗い出していくわけです。

これではデータエレメントと言 うものの定義が当

然必要にな ります。図一12は その一部ですが、デー

タエレメントの定義を細か く決めていこうという次

第です。

データエレメントの定義を作 りながら、今度はス

タンダー ドメッセージのもとになる、業務の中でど

んな項目を必須項 目として考えなければいけないの

か、どれを選択項 目として考えればいいか、どの項

目を参考程度に考えればいいかを業務ごとに決めて、

標準メッセージにまとめた例として2枚 の表をここ

に出しま した。

これは 「送 り状」といわれている運送依頼をスタ

ンダー ドメッセージにまとめたものです。運送依頼

というグループにも、計画か ら回答、具体的な一つ

一つの運送依頼、それに対する回答、変更とか、そ

ういったメ ッセージが必要ですので、これをメッ

セージ名として縦に並べて、それぞれに必要なデー

タ項目を選び出してみま した。

このような作業を先ほど太い線で囲んだ業務にっ

いて進め、主な項目にっいて委員会での意見が大体

まとまったところです。

このように、今年は洗い出しの作業を進めてまい

りました。平成6年 度は、もう1年 この作業を続け

ることになっておりますが、 こうした今までやって

きた案をもっと具体的な成案にし、皆さんに問える

ものに仕上げていくこと、また他の業界 とのすり合

わせをもう少 しやっていかなければなりません。し

かし、 シンタックスルールには何を使 うかという議

論は我々は進めておりません。先ほど、大高さんの

お話にもありましたように、シンタックスルールを

考えるのは、ブラックボックスの中身の問題で、コ

ンピュータのベンダーやソフ トウェアハウスにとっ

ては非常に重要な問題です。 しか し、我々ユーザー

にとっては、それがいいものであれば4っ や5つ の

標準なら使っていってもかまわないという立場で考

えていこうと思っています。この議論をいっまで し

ていて も実りがありません。それよりはむしろスタ

ンダー ドメッセージやデータエレメン トの定義をき

ちんとして、何を使っていくのかということを決め

た方が役に立つのではないかという考えで進めてお

ります。

ただ、 シンタックスルールを何も決めないままで

はテス トもできませんので、一応はCIIの スタ ン

ダー ドを使っていこうということを頭に置きなが ら

やっております。先ほど、大高さんがおっしゃった

ことと全 く同意見で、基本を固め、そこか らどこに

でも発展できるようにしていけばいいのではないか

と思います。

物流EDIで は、シンタックスルールの選定が最初

は非常に問題で した。JCAで は既にJ手 順、H手

順があって、固定 フォーマッ トで今までやっている

というお話でした。そちらの方のニーズも物流業界

は受けとめていかなければいけません。一方で は

CIIが 、EIAJと かいろいろな業界で進められてい

る。また一方は国際的にUN/EDIFACTで 進んで

いる。物流業界はその三つをどういうように受け止

めればよいのかという議論が、半年 ぐらいの間紛糾

いたしてまいりました。 しか し、考えてみると、大

高さんのおっしゃったような考え方でいきますと、

我々が実 りのない議論をしてもしようがないんでは

ないかと思います。シンタックスルールは全て一本

になればなお結構だけれども、必ず しもそうでな く

て もいいのではないだろうか。コンピュータの中の

ブラックボックスで、本当に能率よく解決できるい

い トランスレータさえ開発されればそれでいいので

はないかと割り切って、む しろデータ項目の中身を

しっか り詰めていこうではないかと、 こういう形で

現在進めております。

平成6年 度では、いろいろな他業界の方 々との意

見交換をしなが ら、具体的に使えるものにまとめて

いこうと考えておりますので、よろしくお願いいた

します。

これで報告を終わらせていただきます。大変失礼

いた しました。
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図一1回 答企業の物流取引上の立場(回 答34了社)

050100150200

荷主

物流子会社

物流事業者

無回答

250

図一2各 回答企業の物流関連業務オンライン化率

80%～lOO%

(6社

60%～80%

(46社:13.3X)

{0%、6096

(80社:23.t%)

(5社:1.4X)

100¶ 無 回 答(3
.5X)

82た ヒ:23.6X)

096～2096

(56?±:16.tr,)

20%～40%(60?土:17 .3)Ye)

4%)

図一3各 情報における情報交換方法(輸 配送および保管業務)
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図一4現 在のオ ンライ ン利用 と情報緊急性 の希望(単 位:%)

現状の 情報 システムへの希望

情 報 名
わ ライン率 リアルタ仏 処 理 パ ヲチ処 理 その他

輸 出 荷 計 画 41.7 48.0 49.6 2.4

送 送 り状(輸 送依頼) 42.3 60.4 38.9 0.7

入 庫 計 画 43.5 47.5 50.8 1.7

入 庫 依 頼 43.9 63.3 35.3 1.4

保 送 り 状 51.6 65.3 32.2 2.5

管 入 庫 報 告 59.3 65.7 33.5 0.8
. 在 庫 管 理 63.1 57.4 4L4 1.3

流 出 庫 計 画 5L6 53.3 45.6 L1

通 出 庫 依 頼 60.8 64.4 34.8 0.8

加 出 庫 報 告 60.6 55.0 44.0 LO

工 在 庫 照 会 60.0 85.9 12.8 1.3

在 庫 回 答 55.3 84.4 14.2 L4

出荷訂正 ・取消 43.6 73.5 23.5 3.0

(注)現 状 のナンライン率40%以 上の情報名に限定

図 一5-1年 間売上高別 の

電話 、FAXの 平均利用状況

(単位:%) 電話 FAX

100億 円 未 満 36.7 36.6

100～500億 円 32.6 38.4

500～1000億 円 26.6 38.9

iooo～3000億 円 26.8 29.2

3000～5000億 円 26.2 30.4

5000億 円 以上 23.8 15.8

図 一5-2従 業員数別 の

電話、FAXの 平均利用状況

(単位:%) 電話 FAX

500名 未 満 33.6 38.6

500～1000名 38.1 34.9

1000～3000名 28.6 38.2
3000～5000名 2LO 22.7

5000～10000名 25.7 22.5

10000名 以 上 23.0 18.2

図 一6各 社 の情報交換 の問題点(複 数回答可)(回 答294?±)

問 題 点 件数 %

1.顧 客 か らの 情報 に対 して 迅 速 に 対 応 で きて い な い 。 70 23.8

2,顧 客 に よ って異 な る帳 票 が 使 用 され て い る 。 165 56.1

3.顧 客 に よ って 書案 の 定 義 が異 な る。 60 20.4

4.転 記 、キ ー 入力 にお け る ミス が 多 い 。 39 13.3

5,キ ー 入 力 の た めの 人 件 費 が か か る 。 79 26.9

6,顧 客 との 情報 交 換 が 十 分 に 行 わ れ て い な い 。 102 34.7

7.顧 客 か らの情 報 化 要 請 に応 え られ て い な い 。 44 15.0

8,顧 客 とや り取 りして い る情 報 が有 効 活用 され て いな い 。 81 27.6

9.そ の 他 22 7.5

図一了 物流業務での交換情報と帳票名

情 報 名 種類 主な名称(主 に2社 以上からあがった名称)

① 出 荷 計 画 57 出荷予定表、配車表、出荷計画表、出荷指図書

輸 集 荷 依 頼 49 出荷指示書 、輸送依頼書 、荷渡依頼書

配 送り状(輸 送依頼) 72 送 り状、納品書、出荷指図書、出荷伝票

送 納品報告(着 荷確認) 52 受領書 、納品書、物品受領書、出荷報告書

業 運 賃 明 細 71 運賃 明細書 、請求書、請求明細書、運賃明細責

務 運 賃 請 求 51 請求書 、運賃請求書、請求明細書

入 庫 計 画 53 入直予定表 、入荷予定リス ト

② 入 庫 依 頼 48 注文書 、仕入伝票、納品書、入直伝宗

像 送 り 状 65 送 り状 、納品書、出荷伝票、出荷案内書

管 入 庫 報 告 48 入庫報告書 、仕入伝票、納品書 、入庫伝票

. 在 庫 管 理 45 在庫報告書 、在庫表、在庫 日報

流 流通加工 ・梱包依頼 47 業務 依頼書 、作業依頼書

通 流通加工報告 26 作業報告書 、納品書、加工報告書

加 出 庫 計 画 39 出荷予定表、出荷計画表

工 出 度 依 頼 53 ピ ヲキング リスト、 出 庫 指 示書 、出 庫 伝 票 、 出荷 伝 票

業 出 庫 報 告 47 出荷報告書 、出庫報告書、出庫伝票

務 保 管 料 明 細 40 保管料明細 、請求書、保管料明細書、請求明細

保 管 料 請 求 35 請求書、請求明細書、保管料請求書

見 積 依 頼 14 見積 依頼書 、見積書

③ 見 積 回 答 8 見積書 、見積回答書

照 価 格 交 渉 27 契 約 書 、見 積 書 、覚書 、注 文 書

会 在 庫 照 会 12 在庫 照会、在庫表

そ 在 庫 回 答 20 在庫報告書 、在庫表 、在庫証明る

の 貨物追跡 ・事故照会 14 事故報告書

他 貨物追跡 ・事故報告 15 事故報告書、報告書、受領書

菜 返 品 依 頼 45 返 品 伝 票 、返 品 依 頼 香 、返 品 引 取 依 頼 田-

務 返 品 報 告 42 返 品 伝 票 、送 り状 、返 品 依 頼{!F、 返 品 報 告 告

出 荷 言丁正 ・取 消 21 出 荷 伝 票 、 出 荷 指図 書 、伝 票

1呆管 名義変更 20 依頼田、名変依頼田

(注)種 類 と は 、あ る ※ 務 に お い て や り取 りさ れ る帳 票の うち 、企 菜 ご と に 名称 の 異

な る もの の 数 を 指 す 。
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図 一8-1 データ項目総合評価(発 注者) 図 一8-2デ ータ項 目総合評価(受 注者)

情 趣 名

項 目 名 ‖i 金貝
加

蕗

出

‖‖
事

‖ i
L依 川 ヒ B C C c B D C B

2出 荷.喪,`呑 弓 B c D ブ B D C B
〕.捕 り犬』.伝 累』 A A B

、. B D B A
4.依'Rヨ.出 荷取H日 A B 8 ∋ A C B A
5.荷 …箸 入 m事}名 ・ コ ー ド A A B 3 8 、. B A

6. 荷諸 人(依9`人}部 門名 ・コード B B C
、

B C B
7.負 荷 ヨ ・陽M〔 卓 星) B D D ⊃ C D B
負荷瞬間(泊 め 条件 C D D ) D D D8.

9.集 荷 ヨ ・ 坤M懐 胎

10,

C C D ) C C C
集荷場所名 ・コー ド B C C ) C C B

ll ぎ …多事 君 名 ・ コ ー ド A A C ⊃ C B A

12ぷ …異異■宮異所 〔発逼店"・ ド B C D o D C C

13.荷 受 人 名 ・ コ ー ド A A 8 C A ) B A
簡受人情所 ・コー ド A C C D B ) B A

荷受人↑εし A 〕 D D C ) C C

碕4?人 種当零 C 〕 D D D ) D D

荷受メ部門名 ・コー ド C ) D D C D C
.胡 入}1字 目 ・精M A ) C C D ) C 8
.納 入1=.定日問条件 8 ) D D C ⊃ D C
,畝).干.!帽 ・ 時 間 C 〕 D D B D C
.商 品 袖,

.臥=1乏

B = A A A A B A
A 3 A A A A A へ

廟晶晶●個9人) c ⊃ C C C C c 、

: 商品注 文書号 C ) C C C D D 【

, 商=`サ ・ズ C ⊃ C C C C D 3
∈9 商=1荷: . 8 D B B B C C ヨ
T.商
=`宕. C C C D C D D

、.

〔 廟 三`孟1 8 8 c C C D D ヨ

∈. 販:.口' 重量 C C D D D D D
【

「 商 1.敗1 A 月 A A A A A へ

1阜 i.;ii ・oo・ 個 数 A B へ A A 8 B へ

2、 取 扱 灸' C D ) C C D D 二

=."ぷ 聯' {昌ロノ信虹刷 B ) D C D C ヨ

4.は 遠 田.. ・手配剛1 B 3 ) D C D D 3
35賭 ぷモー ド(貸切ノ潰敗) B 3 ) D D D D 3
36.↓Ci鴇 モ ー ト.〔卜,▼,/桟 道 導, B ヨ ) D 〕 D ご 3
]7.碧 戊 荷}月 増 示 C 〕 ) D 〕 ) 〕 〕

]8配i引 寸蘂∫γぷ C ) ) D 〕 〉 ) 〕

39 蒲-旨 ル ー ト C D ) D 〕 ) ) )
40.艮 r書祭 0 D ⊃ D ) 〕 ) )
41.又 (愈日 D D ) D ) ) ) )
42.但 r相 星全日 0 D ) D ) ) ) D
4ユ 汗 1"力 芝1,者 C C ) D ) 〕 D
44 元.い 剰仏 ・拍=者 払区分 B C } D 〕 ) D C
4s,河 `.1配達7‡} c へ ) ⊃ ) 〕 o C
46.岨:.先 c D 〕 ) ) ) ) D
47, 又.廟 所 こ ) 3 = ヨ ヨ ⊃ o
↓8. ヨ 期間 ) ) ) ⊃ ) 二 ⊃ D
49.廟..羽 遁日付 コ 3 二 o ) ご D
SO.賄1.判 遺 ロ ッ ト爵 号 ⊃ : ) : 、 A. C
51ラ9,クr耶 』㍗晶 ・匡]`2品 局) ⊃ ) 3 ) で 〕 D
52.加 〔内 容 o ) へ ) ) ⊃ C
5].俣 ・`矢作 〕 .: 〕 ) ) ⊃ D
54,俣.旨 卒 君 名 ) c ) : : .⊃ C
55.隙i`.'尋 D ) ) ) ) D
56.年1!手o,斗 ・ ぎa 0 ) ) ) ) C
～7,寄 澗 土呂n D . ) ) ) ) ) D
58保 柏「‡古仏人 . ) ) ) 〕 D r)

59一 自賛叉区分 D 　 ) ) ) ) D C
60. 110z}〉 D C ) ⊃ ) ) D D
61. 自費胞訓 D A D D D D C
ε2, ロ考臓`8 B 〕 B 8 c C B

情 閥 名

項 目 名
8 i

人

.!
)o

!「

出

‖ 」θ

コ

‖
台 匡

.1汽,o∩ B C = 3 C = C D
「 出澗俵'肖濤号 B c 、

〕 n ⊃ c n

LP

.俄,5目

謬 り孜嵐 、伝爪施 A A ヨ ⊃ B = B ∧
出罰 責,d目 A B ヨ ヨ A

A

A

.荷 湛人 荷 主}名 ・ コ ー ド A A ヨ 3 B A

8A
6, 荷満 人、故H人)部 門名 づ ・ト' A B ∋

、

B
A

C A
7. 復研 目 ・同聞怖 鋤 A D ) ) C ) DC
8 嬢筒時間《希望)劇 ‡ B D 〕 ) c ) DC

9、 担商 目・"間 ぼ8臼) C C ) ) C ) D D
10. 負荷蝸所書 ・コー ド A C 、. ) c 〕 C B
| {ロ領頚君名 ・コー ド B B

、. ) B ) C B
i 潭…美 省営築所(発 ぷ店"・ ド B B ) ⊃ D ) C B
1]. 荷受 各 ・ コ ー ド A A こ ご A ) B A
14,声1受 人住所 ・コー ド A B ) ) B ) 8 B
15.両 生 TεL A ⊃ ) ) B ) B B
6寄 与人檀当者 n ⊃ ) 〕 ⊂ ) C
7, 町受人都門名 ・コー ド B こ コ ) C D CC
n, 魂入 鴇1,目 ・ 同M A 竺 ご c 自 CB
9, 痢ハ 旨字時間条件 A ⊃ ) D C D CC
2). 腐 .子 堕.日 ・ 時 間 C ⊃ ) D D D DD.ト

・ 商``}と
商`1
廟``

B ご A A A A BA
!1. 名 A 3 へ A A A AA
嘔, 詰番〔吊手 人} C 3 、 C ⊂ DC. 商1,往 文番号 C )

勺 【. c ⊃D
zl.商.1サ イ ズ C ⊃ ⇒ A. 【 【C

z ㌧ 廟..`荷姿 A ; ヨ ∋ B ≡A
..ヂ.
1.. 商/,宮 垣 8 、 》 `、 【 5c
`.. 岡`:,領置 A 3 、 【 一 ^B
…̀
.層

プ
商`:浴 槽重量 B ヨ C A A B

〉.㌦ 商品ζセ量 A B A A A A A

31.

取灰負{=
馴1.,箱n・ 個 数 ・個 数 A A A へ へ ∋ 3 へ

ユ2, B D C 二 ご 〕 ) =
ユユ. `桓;.手舅〔自項ノ倒草刷 C C 〕 ) 二 〕 )
4."逆 軍ll・ 手配測 量 C C ⊃ 〕 ⊃ 〕 )
コ5,怜 揚モー ド(貸切/混 載} B B ⊃ ) 二 ) 、 ∋
6.`轟 済モー ドOラッ,!放遭扉} C C ) 〕 ) ) ⊃.〔
.碧 戊 荷 ↓乃1膏ぷ C n ) 〕 、 ⊃ 寸 ⊃
.1.配 迫 付帯作笑 B C ) )

A

9.ぷ'声 ル ー ト ⊃ D ) ) )
o.但 白痴 魯 ヨ C) ) ) ) 、 .

`.但:負 合 口 ご C⊃ ) ) D
` i.「9寛 卜†但 金 口

【 .= ) )
4 ,ぷ 函料 金亨仏者 A

) ⊃ ) D
4i, B

ヨ

3

へ

元1ム・薯払 ・蘭=者 払区分 ) ) ) 1) )
"1旨 ↓82i唱 鱒 ハ

A

⊃ ) ) )C4`,

4`.幡 合 先
、

〕 ) . D
4.. 保 ぽば所
..恨 冒田間

,ン ク

〕 : ヨ B
4 ) 〕 〕 ) 1 D
4 `-6..良 禽遣⇔什 )

)
)
)
)ご
)
)

: : c C
5C`, i自.島忠造ロ ット富∋ ) 3 .: ) c C B
5, r58?晶 ・同日豆品8】 〕

A

)
、
c C C

52. n工 員B o ) ト ) D
D

C
53.'.観 条 件 o )ヨ ) )

D
D
D
C

54, ち.管興君名 ⊃ 、 ) : c C
s5. '.曾閥 )

⊃
)⊃ ) ) 【 DD

55,
57.
.・荷年数'斗・揖宿 〕 8 ID ) ) 【 DD
PI日 宇忠内 ) D C ) : C C C

58,
s9.
只管,▼ れ 人 〕 D } ) D D D
官費f[z9 〉 8 ) ) D D D60. 】税【.分 ) C } ) D D D

§L
62.
伺費,i" 〕 A D ) D D C..膚 巧}5

■B
8
一

ハ

一

} 芒 C
lB

r必 要+'不 要」の回答数で 「必要」 と回答があったもの を割 った値が
、

①O.7(70%)以 上のデー タ項 目をrA」

②O.5(50%)以 上のデー タ項目をrB」

③0.3(30%)以 上のデータ項 目をrc」

④O.3(30%)未 満のデータ項 目を 「D」

この評価を累積 したものを総合評価とした1

図 一9 物流の業務 フロー

紬 ＼蝿 糎 ⌒ 艇

物流業務

見積関係

見積依頼 →
← 見積回答

(価 格交渉 ・決定)(価 格交渉 ・決定)

運送依頼

業務関係

貨物追跡
タ

等、他の

運送関係

「'冨蒜 蒜 冨 〔呂 「… 〔〔㌘〔… 〔1
!H運 送依頼回答!
!運 送依頼 確定L－ メ!

i-・ 。欝 鴛 。i
」,,,,,,,,,,`レ,,,,,,,,,,●

(出 荷)(集 荷 ・ 荷 受 ・ 配 送)

(入 荷)

貨物追跡照会 →
← 貨物 追跡回答

着荷確認 ・検品<

入庫 業務

関係

流通加工

業務 関係
1

出庫業務

関係

在庫管理

等、他の

保管関係

「'一一一　 '一'一'一一'一'!r-'一'一 一一'"一"-1!入庫 依頼 計 画 一
、1!

入 庫 依 頼 雁 足 ←→!!
t入 庫 依 頼 取 消L－ 蛸1

し___HL三 笠 還一」

流通加工依頼計画

流通加工依頼確定

流通加工依頼取消

→
→
←
→
←

流通加工依頼鵠け

流通加工完了報告

～一'一'"一'一'''''''"一'o

!出 庫 依 頼 計 画

i離 職
L,_,,_,ふ

r''''''''"¶

」 蛸!

!

!

鵬 完了賠1
し,,'''",,」

在庫照会
在庫回答
在庫引当通知

→
←
←

→
←

保管名義変更依頼

保管名義変更報告

料金請求

業務関係

(料 金計算)
w"〆''''"●

1難 予定欄}→
請求情報1ド「、

1請 求確認情 報 ←→4

i支 払通知情 報F－ ヌ
L_'.'",,'」

.''''''''"

L__,〔____.,,一 」

その他の

交換情報
1マ ス タ ー デ ー タ 〉

(注)大 枠は本年度検討を行ってい るメッセージを示す。
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図一10交 換 され る情報の定義(案)部 分

業務 情 報 の 単 位 情 報 の 定 義

見積 見積依頼情報 依頼主が指定する運送、保管について物流事業者に

運送、保管価格の提示を依頼するメッセージで見積

条件を網羅したものである.

見積回答情報 見積依頼の運送、保管に関する物流事業者からの見

積 回 答 メ ッセ ー ジで 、運 送 、 保 管 価 格 の他 、受 注 条

件 を網 羅 し た もの で あ る.

運送 運送依頼計画情報 依頼主から運送事業者に対 して、ある期間の運送計

画を出す段階で発せられるメッセージであり、さま

依頼 ざまな詳細な情報が確定 していない段階でのメッセ
一ジである。この計画が詳細になり、最終的には運

送依頼確定情報 となる.

運送依頼回答情報 依頼主から受けた運送依頼(内 示)に 対 して、運送事

業者 が 回答 を行 うメ ッセ ー ジ で あ り、見 積 回答 に あ

たるものである。運送事業者として依頼主の要望、

見積にどれだけ応えられるかを回答する。

運送依頼確定情報 運送依頼の確定で発せられるメッセージであり、当

該運送についての情報をすべて盛 り込んだメッ七一

ジで あ る。

運送依頼請け情報 運送事業者が依頼主より最終段階での運送依頼を受

け取り、その依頼通りの業務を遂行するためのメッ

セ ー ジで あ る。

運送依頼取消情報 依頼主から、運送依頼していたある運送について、

その運送を取り消して欲しいとの通知を行 うメッセ
一 ジ で あ る 。

集荷完了報告情報 運送依頼を受けた荷物を荷送元から受け取 り、荷届

先に向けての運送を行っていることを依頼主に報告

す る メ ッセ ー ジで あ る.

1旨荷 予 定情 報 運送事業者から依頼主に対し、運送依頼を受けた荷

物が荷届先に到着する予定日、時間等を通知するメ

ッセ ー ジで あ る.

図 一11-1運 送依頼 の基本業務パターン

依頼主

運送依頼

唖

運送事業者

→:情 報 の 流 れ
・・…〉:物 の 流 れ

ロ コ

コ 　

1荷 受主:
1`

,'

〔トラック:集 荷],'"

,,'"

画 一………一・巴 一・竺竺Ll竺L… ・・国

図 一11-2運 送依頼 で使用 される用語(案)

用 語 名 用 語 の 説 明

運送依頼 輸送、集荷、配送などを総称 したのが運送であり、業務の機能として

存在する集荷、配送などを含んでいる。従 って運送依頼は集荷依頼、

配送依頼などの荷物を運送するための種々の業務を含んだものとなる

依頼圭 荷物の運送を運送事業者に依頼するEDIメ ッセージの発信人(位 置

を含む)を 指す。手元に運送する荷物ががない場合もある。

荷送元 運送する荷物の所在地を指す.運 送依頼主とは違う場所に置かれてい

る場合もある。逆に、一致する場合には省略できる。

荷受主 荷物の受取人の名義を指す。実際に荷物が到着する場所にいない場合

もある。

荷届先 最終的に荷物の所在地、受取人を指す。着荷主と運送の依頼人が一致

する場合には省略できる。

運送事業者 トラック等運送手段を有する物流事業者をいう。

運賃請求先 物流事業者から当該運送に関わる請求先を明示的に表したものである

∫
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図 一12

標準メ ッセージデータ項 目定義(案)部 分

項 目 名 項 目 定 迫

データ

管…塁

関係

Lデ ータ処理M 受信者での受信データの処理順序 を示す番号

2.メ ッセ ー ジ梅 メ'セージの送信者がメ∀セージ白に付与する管理替身(伝 累管理卜亀に相当)

3.メ ッセ ー ジ区 分 コー ド メ ッセー ジの種類(運 送依頼滝登情報な ど)を 示すコー ド

4.デ ー ク作成 日 メ ッセー ジの送信者がメ ッセージデー タを作成 した日付

5.メ ッ→=一 ジξ…信者 コー ド メ ッセー ジの発信者(法 人名)を 示すコー ド

6.メ ッセ ー ジ受 信者 コー ド メッセージの受信者(法 人名)を 示すコー ド

7.参 照 メ ッセ ー ジ}h 取引を特定するための参 照メッセージ毎の管理番号

8.参 照 メ ッセ ー ジ区 分 コー ド 取 引を特定す るための参 照メッセージの檀頭 を示すコー ド

9.訂 正 コ ー ド 情報の新規 、一括 変更、全文取消 ・一部 変更を示すコー ド

依頼主

関係

10.依 領 主 名 依頼主の名称(法 人名}〈 運送 、入口 、出直辱の依頼の発信者〉

ll.〃 コ ー ド 〃(法 人名)を 表 すコー ド

12,〃 部 門 名 "の 事英部門 、節操 名

13.〃 部 門 コー ド 〃 の奉安部門 、節日名を費すコー ド

!4,"部 門住 所 〃 の事菜部門 、田隈名な どの連絡先住所

15."部 門 電 脂番 号 〃 の奉安部門 、部頂名などの連絡先電話番号

16,〃 部F¶PAX書 写 〃 の事妄部門 、部艮名などの連絡先FAX番 号

け.〃 担 当音 名 〃 の担当者の氏 名

運…き

事※者

関係

日.運送亭菓音名 運送事案者の名称(法 人名)

19."コ ー ド 〃(法 人名)を 要すコー ド

20.〃 部門 名 〃 の事業部門、前提 名

2【.〃 部F`コ ー ド 〃 の事案部門、部摸 名を摂すコー ド

22.〃 部門 住 所 〃 の事莱部門、節録 名などの連絡先住所

23.〃 部 門 電 繕言 号 〃 の事案部 門、部課 名などの連絡先電話番号

24,〃 部 門FAX緩 号 〃 の忘芙 部門、節録名などの連絡先FAX番 号

25,〃 宮 英 担 当者 名 〃 の担当者 の氏名

倉庫

亭莫者

関係

26.倉 直 事 芙 書名 倉庫事業者の名称(法 人名)

27,〃 コ ー ド
〃(法 人名)を 要す コー ド

23.〃 部 門 名 〃 の事葵部門 、節操名

29.〃 部'「 コー ド 〃 の事業部門 、部摂名を表すコー ド

]0.〃 部 門 住所 〃 の事業部門、部ほ 名などの連絡先住所

31,〃 部門 電 指 考号 〃 の事業部門、部線 名などの連絡 先電話る号

32.〃 部門PAX竜 骨 〃 の事業部門、部腹 名などの連ね 先PAX番 号

33."担 当書 名 〃 の担当者の氏名

支払

金領

頚求売

関係

34.支 払会領請求売 名 支払金額 請求先の名称(法 人名)

35.〃 コ ー ド
〃(法 人名)を 表†コー ド

36,〃 部門 名 "'の 享 楽 部 門 、部02名

37,〃 部門 コマ ド "の 中薬部門 、部腰名を要す コー ド.

33.〃 部r『住見方 "の 事英部門 、部課名な どの連絡先住所

39.〃 部r「電」`番 号 "の 耶※部門、部隅角などの連絡先電】6る号

40.〃 部門FAX岳 号 〃 の事案部門.部 摸名などの湿13先FAX■ 号

41.〃 ～旦当者 名 "の 担当者の氏名

請求

支払

通知

関係

42.i白 日 α区 分 コ ー ド 消費投込みか言自費悦抜きかを要すコー ド

口 糧悦区分コー ド 消口悦法上、ほ脱 ・非硬炭 ・免税 ・担税対象タ」のいずれかを要すコー ド

4十請求元 5定 会副 段間名 舗東元がほ込 を指定する口座の金罷機関 名

く5.請 求 元 旨定金航路間支店8 請求元が提込 を指定する0座 の主賠償間支店名

46.請 求 元 旨言全員2ほ問昂全日目 層東元がほ込を指定 する0座 の日別(音 通、当座)

47,拍 東元 旨定金氾機関口座番号 請求元が綬込を指定 する口座番号(企 鯉機関番号 ・支店番号を含む)

4S.H家 元 旨定会阻機関口座 名義 請求元が擾込を指定 する0座 名義

運送依頼標準 メ ッセージ

メツ七 一・ジ名

項 目 名

凍 冨 濡

項 目 内 容

データ.

鶴

関係

Lデ ータ処卵 ● ● ● ● ○ ● 受信者での受信デークの処理順序を示す番号

2」メ ッセージ翫 ● ● ● ● ● ● メッ←グの送信者が拓←ジ毎に付与する管理番号(伝累管理}㎏に相当)一

3メ ッセージ区分コー ド ○ ● ● ○ ● ● メッセージの種類 よど)を示すコード 　

4.デ ータ作成 日 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
一メ

ッセージの送儲 がメッセージデータを作成した日付

5.メ ッセー ジ発信者 コー ド ● ● ● ● ● ●
一メ

ッセージの発信者(法 人名)を 示すコード

6.メ ッセー ジ受信 者 コー ド ○ ● ● ● ○ ● メッセージの受信者(法 人名)を 示すコード ー

7.参照 メッセージM ○ ◎ ○ ◎ ◎ ◎
・取引を特定

するための参照メッセージ餌の「ぽ里番号

8.参照 メッセージ区分コー ド ○ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ 取引を特定するための参照メッセージの}頗 を示すコー ド

9.n正 コー ド ● ● ● ● ● ● 情報の新規、一括変更、全文取消 ・一部変更を示すコード

蜘貫主

関係

10.依頼主客 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 依頼主の名称(法人名)〈運送、入庫 、出庫等の鱒貝の発信者〉

ll.〃 コ ー ド ● ● ● ● ● ● 〃(法 人名)を摂すコー ド

拡 〃 部門名 o ○ ○ ○ ○ 〃・の事業部門、部課名

口 〃 部門コード o ○ o ○ ○ 〃 の事葉部門、音図累名を表すコード

14,〃 部門住所 ○ ○ o ○ ○ 〃 の軽 部門、節日名などの連絡先住所

15,〃 部門電オ舌番号 ○ ○ ○ ○ ○ 〃 の事業部門、部U名 などの連絡先電話番号

16.〃 部門PAX番 号 ○ ○ ○ o ○ 〃 の顕 部門、醜 畢名などの連絡先ドAXる 号

17,〃 担当者名 ○ ○ ○ ○ ○ 〃 の担当者の氏名

醍

『

関係

18.運送事案書名 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 運送事業者の名称(法人名)

19.〃 コ ー ド ● ● ● ● ● ● 〃(法 人名)を 表すコー ド

⑳,〃 部門 名 ○ ○ ○ ○ ○ 〃 の鞠 問、部蹟名

21,〃 部門 コー ド ○ ○ O ○ ○ 〃 の囎 門、蔀媒名を表すコード

22〃 部門住所 ○ ○ ○ ○ ○ "の 事案部門、部腺名などの連絡先住所

23.〃 部門電1緒 号 ○ ○ ○ ○ ○ "の 事業部門、部摸名などの連1絡先租 緒 号

朗,〃 部門PAX番 号 o ○ o ○ ○ "の]融 潤 、部課名などの連!格先PAX● 号

25.〃 雀口酎且当者 名 ○ ○ ○ ○ ○ 〃 の担当者の氏名

蹴

途…額

請求先

関係

鈎,支払金撒 求売名 o 支払金;用責求先の名称(法人名)

35.〃 コー ド ○ 〃(法 人名)を表すコード

36,"部 門 名 o 〃 の事案部門 、部眼角

37.〃 部F『コー ド o 〃 の事案部門、臼コ誤名を表すコード

38,〃 部門住所 ○ "の 轄i部 門 、部線名などの連絡先住所

39・"部F輝1緒 号 ○ 〃 の事典部門、鯛累名などの濫 読 電話●号

40,〃 部♪乎ぱる 号 ○ 1 〃 の事案部門 、部撮名などの漫 読FAX番 号

4L〃}旦 当者名 ○ 〃 の担当者の氏名

惰 考 62.備 考欄 ○ ○ ○ ○ ○ゆ フリースペース

これ以降は明畑明目を示す.

荷送元

関係

101,荷 送元亀 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 荷物が運送される前の荷送元(工場、1「口ぐ所、O「咲ε5門t勃の名称

102L〃 コー ド ○ ○ o ○ ○ 〃(工 芸)、彗C英所 、1脛戎iε5P1ζ手)を蓼…すコー ド

103.〃 部門名 o ○ ○ O o 〃 のη嚥 討 『、翻 堅名

104.〃 部門コー ド ○ ○ ○ ○ ○ 〃 の叫㎜1「 、部課名を袈ずコー ド

105.〃 地区 コー ド ○ ○ o o ○ 〃 の所在地(市町村}を示すコード

106,"部 門G…所 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 〃 の住所

107,〃 叙 情話番号 ○ ○ ○ ○ ○ 〃 の㊧舌番号

108.〃 師 ¶PAX{i}号 ○ ○ ○ ○ ○ 〃 のドAX念 写

lo9."担 当者名 ○ ○ ○ o ○ "の 担当者の氏名

UO,負 荷 日時 ・ ○ ○ ○ ○ ◎ 運送嶋 が荷物の狽荷を行う日、時間
Ill.築確 了状況 ゆ 運送事案者が依M三 に笛音アる、荷物の集荷完了衡兄(縮 品 、個指)
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メッセージ名

項 目 名

這

き
四

這

菖
舎

凍

項 目 内 容

椎
関係

11乙荷姓 名 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 荷受主の名称(法人名)

1は 〃 コー ド ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 〃(崖 人名)を表すコー ド

ll4.μ 部門名 ○ ○ o ○ ○ "獺 門、部口名

U5."部 門 コー ド ○ ○ ○ o ○ 〃 の事業部門 、部艮名を表すコー ド

116,〃 部門住所 ○ ○ O ○ ○ 〃 の事案部門 、部民名などの連絡先住所

ll7.〃 部門電話番号 ○ o ○ o ○ 〃 の事菜部門 、部民名など

118,〃 部門FAX番 号 ○ ○ ○ ○ ○ 〃 の事案部門、部課名などの連絡先FAX番 号

119,〃 担当書名 ○ o ○ ○ ○ 〃 の担当者の氏名

荷届先

関係

120,荷 届先名 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 荷物を受け取る荷届先(工場 、職 所 、事業部門等)の名称

121.〃 コ ー ド ○ ○ ○ ○ ○
■

〃0〔 場 、事案所 、糠 部F写琴)を摂すコー ド

122〃 部門名 ○ ○ ○ ○ o 〃 の事業部門、節日名

la〃 部門 コー ド ○ ○ ○ ○ o "の 醸 部門、部線名を表すコード

124,〃 地区 コー ド ○ ○ ○ ○ ○ "の 所在地(市日「村)を示すコード

125,〃 部 門住所 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ "の 住所

126、 〃 部F憎 緒 号 o ○ ○ ○ ○ 〃 の旬 舌番号

127,〃 部門PAX番 号 ○ O ○ ○ ○ 〃 のPAX番 号

123,・ 担当者 名 ○ ○ ○ o ○ 〃 の担当者の氏名

129,着 荷 日時 ○ ○ ○ ○ ○ 荷物が荷届先に届けられる日時

130.納λ時間条件 ○ ○ 荷届に閲する納入時間の条件を耶す(指定 、希望 、AM、PM郁)

13L納 入条件 ○ ○ 荷届に関する納入の条件を示す(着信荷扱指示 、配達付帯作業等)

醍

関係

その他

144.運送条件(自壊/晒) ○ ○ ○ ○ ○ 当該運送が自車か箇車か、貸切か混載か尋の条件を表示する

145.車 両条件 ○ ○ ○ ○ ○ 運送車積の種別(積載量、荷台、外観上による遠い等)を示す
.

146.草 書 ○ ○ ○ 運送する車に付けられた区分番号

190,保領有忠 コー ド ○ ○ 運送や保管についての保険の有無を表すコード

商品

伺{系

156,商 品名 ○ ○ ○ o ○ 個 の々商品を特定できるようアイテム毎に付けられた製品名称

157,商 品コー ド区分(ITF靭 ○ ○ ○ ○ ○ 商品コー ドにどの商品コード(|Tド等)を使用 しているかを示す

158,商 品コー ド1 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 商品毎の管理番号G必 須)

159.商 品コー ド2 ○ ○ ○ ○ ○ 商品毎の管理番号(必 要時に便用可能)

160,商 品荷姿 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 運送包装の形態を表示(段ポール箱 ・缶・袋・通い箱およびハ'レ封ズ品等)

161.外 装商品サイズ ○ ○ ○ o ○ 外装単位の貨物外形寸法(横幅×長さX高 さ)

162,外 装商品容 積 ○ ○ o ○ ○ 外装単位の貨物容損(メ ートル法:ロ3)

163.外装商品才数 ○ ○ ○ O ○ 外装単位の貨物容積(尺 貫法:一 尺立方)

164.タ噺 品重量 ○ ○ ○ ○ ○ 外装単位の貨物重量

155.外装商品容硬 直 ○ ○ ○ ○ ○ 外装毘位の貨物容積換算重量(かさ高換算鋼

1ε6.外装商品人数 ○ ○ ○ ○ ○ 依頼主が出荷を依頼する品の1梱 包(外装)あたりの数量

167.外装商蹴 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 包装傾敗/梱 包個数(通常使用されている個口数に相当}

168,内 装商品サイズ ○ OlO ○ ○ 内装単位の貨物外形寸法(横幅×長さ×高さ)

159,内 装商品吉日 ○ OlO o ○ 内装単位の飾編](メ ートル法:o,)

け0.内額 品才数 ○ O ○ ○ ○ 内装単位の貨物容積(尺 貫法:一 尺立方)

171,内輪 鼻血坦 ○ ○ ○ ○ ○ 内装単位の貨物匝丘

172.内装商品別離 ○ ○ ○ ○
'○
内装単位の貨物合口蘭 血量(かさ高頬 重五D

173,内 芸商品人数 ○ ○ ○ ○ ○ 胸 瓦主が出荷を依頼する品の1畑 包(内謁 あたりの数量

174.内装商品顕 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 悔 腔 が出荷を依頼する内装単位の商品の巡

175.面 接商品サイズ ○ ○ ○ ○ ○ 個装IU位の貨物外形寸法(横幅×艮さ×商さ)

け6.個装商品登口 ○ ○ ○ ○ ○ 個装単位の貨緻 鵬7(メー トル浩ln))

177.個 装商品才数 ○ ○ ○ ○ ○ 四装Ψ位の貨掴 η(尺W己:一 尺立方)

178.個 装商品座五 ○ ○ ○ ○ ○ 個袈単位の貨幼孤

け9.個装商品容剛i ○ ○ ○ ○ ○ 個装星位の" 綱m算 血鼠(かさ高襯{胸

[80.個芸商品麺 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 顧 亘主が出荷を問 責する鵬S単 位の商品の数量

[81,取 放条件 ○ ○ ○ ○ ○ 蹴 み厳鋪 、口慣み希1狽、温度糸1特 の荷物扱い上の条件を袈す

1邑2,逸度剣 牛 ○ ○ ○ ○ ○ 荷湖及い上の条件のうち温度条件(0度 以下)を 摂す

183,商品特性 ○ ○ ○ ○ ○ 恒真拘や噛 句など届出ゐ※・要であるものの特性を喪す

189.帳 合名 ○ ○ o O ○ 商取引上の取引先の名!制法人名)

その他197.帆 翔1備 考欄 ○ ○ ○ ○ ○ 明細デーク苺のぐ村邑日日頁・参考欄 を文面で示すフリーエリア

⇔§'諮≡㌶ 羅 灘藷三翠 雲 な噸デー囎



10.物 流EDI研 究会

鬼頭 吉雄

物流EDI研 究会 ・IFTMサ ブワーキンググループ主査

川崎汽船㈱情報開発部情報推進室次長

御紹介いただきました川崎汽船 ・情報 システム室

の鬼頭でございます。

本日は、物流EDI研 究会の代表という形でここに

出席 し、この研究会の過去2年 間の活動を簡単に御

紹介 させていただ きます。

私の属 してお ります海運業界 は、1980年 代の半ば

か ら国連欧州経 済委員会が 推進 して いるUN/

EDIFACTの 活動(す なわち、UN/ECE/WP.4

(貿易手続簡易化作業部会))に 参加 してきました。

さ ら に 、90年 代 前 半 か らJRT(Joint

Rapporteurs'TeamMeeting)に 、各船社並 び

に日本船主協会から構成されたメンバーが出席 して

おります。特に国際輸送に属 しております我々が考

え るビジネスプロ トコルは、UN/EDIFACTと い

う認識のもとでフォーカスを当て、研究を しており

ます。本 日の各ス ピーカーの説明でCII標 準をベー

スにして既にEDIを 導入 している業界 もあると思い

ますが、CII標 準とはちょっと違った別の活動が我

が国にも存在するということで、簡単に御説明させ

ていただければと思います。

まず、物流EDI研 究会の設立の背景ですが(図 一

1)、1か ら8ま でのバ ックグラウンドがあって、

委員会ができて きたということです。詳細につきま

しては時間の関係で御説明もできませんので、要約

を参照 していただければと思います。このような国

内、特に我 々を取 り巻 く国際的な環境のニーズに基

づいて この研究会が1992年6月 に発足いたしました。

現在 この研究会は、一般会員、協賛会員、特別会

員か ら構成 されてお ります。ちなみに、一般会員は

現時点で104社 、協賛会員が22社 、特別会員(学 識

経験者ということで個人の方 も御参加されてお られ

ます)15社 ということで、計141社 の方が この研究

会に御参加されておられます。

次に活動内容としまして、 これに対応 した個 々の

委員会ができるわけですが、第一番 としま して、国

際物流 に於 けるUN/EDIFACT、 この標準 メッ

セージの研究 ・調査を しようということです。それ

か ら二番目としまして、港湾貨物 にかかわるEDI

ネ ットワーク整備に関する調査 ・研究、三番目、四

番目の活動内容は主に国内物流です。先ほど北澤先

生が御説明されましたが、恐らく同 じような、もし

くは似たような研究活動がされているのではないか

と思います。

上記のよ うな活動内容に対応 して、EDIFACT

作業部会、港湾貨物情報ネ ッ トワーク作業部会、国

内物流EDI作 業部会、及び最近できま した普及 ・啓

蒙作業部会があります。

当研究会(図 一2)の 会長は東京大学の齋藤先生

にお願いしてお りまして、その下に幹事会及び先に

述べた4っ の作業部会があります。第二セッション

の座 長を され てお ります下 村座 長 は、 ここの

EDIFACT作 業部会の座長 も兼任 されてお られま

す。

本 日は、私が属 してお りますEDIFACT作 業部

会、主に国際標準 メッセージの研究 ・開発という分

野について少 し掘 り下げて御説明申し上げます。

EDIFACT作 業部会には三つのサブワーキ ング

グループ、小作業部会ができております。すなわち

データモデリング、それか らベイプラン、IFTM、

これ らは皆さんには聞 き慣れない言葉か と思います。

しか しデータモデ リング、これはどこの業界でも使

われていると思います。即ち、 ビジネスシナ リオと

いうことです。一方、ベイプラン、IFTM、 これ ら

はどちらかといえば国際海運に属するメッセージの

研究が主体となります。特にベイプランというのは

海運会社独特のメッセージであります。

普及 ・啓蒙関係作業部会は、基本方策 とEDI技 術

普及の2つ の作業部会で構成 しています。

まずEDIFACT作 業部会の中で、少な くとも今

後の標準メッセージをつ くる上での一番キーとなる

データモデ リング ・サブワーキンググループの活動

を最初に御説明させていただきます(図 一3)。 こ

の小作業部会設置の趣旨は、国際海上貨物輸送にお

けるEDIの 適用を前提とした最適業務 フローを効率

的に開発するということです。すなわち、海上貨物

の輸出業務、輸入業務、コンテナの管理業務(自 分

のコンテナが今 どこにあるのか、どこに伺本あるの

かという、在庫管理関係)で すね。それか ら船舶管
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理業務、船がどのような状態で港に入ってきたか、

どのような状態で港を出ていったか、という4つ の

テーマを挙げて業務フローを完成 してみようという

ことです。

平成4年 度にっきましては、作業計画の一番目の

テーマ、海上貨物(コ ンテナ貨物)の 輸出業務の情

報(業 務)フ ローの作成です(図 一4)。 実際には、

データフローダイアグラム(DFD)と いう手法を

使い、各業務の情報フローの作成を行っています。

データダイアグラムによる階層別分析法の一部を、

図一5に 掲載 してあります。このように大枠か ら細

かなレベルまで下 りていくという手法を使って情報

フローの洗い出しを行っています。

このワーキンググループでは、 「ショー トター

ム」と 「ロングターム」という言葉を使 っておりま

す(図 一6)。 ショー トターム、すなわち現状のい

ろいろな制約:規 制(書 類で しか受けつけないとか、

EDIは だめだとかあるわけですけれども)の 中での

「海上輸出コンテナの情報 フロー」をつ くり上げま

した。これに対応する 「ロングターム」という言葉

をこのサブワーキンググループは使 っておりますけ

れども、先ほど申 し上げま した、各種制約 ・規制を

取り省いた理想的な情報フローです。

現在サブワーキンググループは、最終的なロング

タームのデータモデ リングというものを書き上げる

作業を進めております。

次にベイプラン ・サブワーキンググループにっい

て説明致 します(図 一7)。 「ベイプラン」 とは、

私が属しております海運会社独特の言葉です。現在

の海上輸送はほとんどがコンテナを利用 して行われ

ています。このコンテナが空であろうが、貨物を積

んでいようが、本船のどの場所(ア ドレス)に 積ま

れたかという情報が、コンテナター ミナルで発生 し

ます。この情報を網羅する標準 メッセージを国連で

は、 「BAPLIE」 というメッセージでステイタス

2と なっています。

このチームは、平成4年 度、まず 日本版ユーザー

マニュアルを作成 してみようということで1年 間作

業 してきました。 この 「BAPLIEユ ーザーマニ ュ

アル」にっいて、欧州地区のユーザーグループでは

既に 「欧州版ユーザーマニュアル」が出来上がって

いま した。このユーザーマニュアルを参考にして、

日本版ユーザーマニュアルをつ くろうというのが、

平成4年 度の活動でした。

次に、平成5年 度、 「アジア版ユーザーマニュア

ル」をっくることになりま した。皆さん御存 じのよ

うに、ア ジア ・パ シフィ ック ・リー ジ ョンにお きま

して は、EDIFACTボ ー ド会議 が 毎年 、年2回 開

催 されて い ます。 このEDIFACTボ ー ド会 議 を利

用 して、 トランスポー トワーキ ンググループが発足

し、その第1回 目の会議が昨年の6月 、北 京で開催

されま した。 この場で 日本版ユ ーザ ーマニ ュアルを

ベースにア ジア版ユーザーマニ ュアルをつ くろ うと

い うことで合意を得て、昨年秋、 ソウルで 開催 され

た第2回 トランスポー トワーキ ンググループに於 い

て、参 加 メ ンバ ー の同意 を得 て、 「ア ジア版 ユ ー

ザーマニ ュアル」がで きた とい う次第 です 。

さ らに、 イ ギ リスで開催 され たベ イプ ラ ンユ ー

ザー の世 界 会議 に、 ベ イプ ラ ンサ ブワ ーキ ン ググ

ループのメ ンバーの うち二 人が出席 し、ア ジアの要

望事項 を採 り入 れた世 界ユーザ ーマニ ュアルの作成

に参加 しています。

このベ イプラ ンメ ッセー ジに加え、船社 とコ ンテ

ナター ミナルの間においては、多種の情報 のや りと

りが行われ、 それ らに対応 す る国連標準 メ ッセ ージ

が 用意 され てお り、平 成6年 度 以 降、 これ ら標 準

メ ッセージ 日本版 のユーザーマニ ュアルをつ くって

い こうとい うのが 、 このベイプ ラ ン ・サブ ワーキ ン

ググループの今後 の活動 とい うことにな ります。

このよ うな形で 日本版 ユーザー マニ ュアル、 アジ

ア版 ユーザーマニ ュアル、さ らに世界版 ユーザ ーマ

ニュアルへ と進化 させ、一 つのユ ーザ ーマニ ュアル

を使用 して同 じ業務 を実施 出来 る環境づ くりを行 っ

てお ります。

最後 にIFTMの サ ブワーキ ンググル ープ とい うこ

と で す が(図 一8)、IFTM(International

ForwardingandTransportMessages)と い う

言葉 は皆様 にはお聞 き慣 れない言葉だ と思 い ます。

これ は、 国際輸送 関係 に関す る国連 の標準 メ ッセー

ジ群 の ことです。現実 問題 どんな メ ッセー ジが ある

か とい うと、IFTMの4文 字 プ ラス2文 字 、BPと

かBF、BC、 これはお客様か ら我 々船会社 が貨物 の

予 約を い ただ く、 ブ ッキ ング関係(船 積予 約)の

メ ッセ ー ジ、 それか らINと かCSと かAN、 これ ら

の標 準 メ ッセ ー ジも、我 々 とお客様(荷 主 さん)、

との間で の商行為を カバ ーす る標準 メ ッセ ージ群で

す。rIN」 と は船 会社 に対す るイ ンス トラ クシ ョ

ン 、 そ れ か らrCS」 と い う の はContractof

Status、 俗 に言 えばBillofTrading、 船 荷証 券 、

そ して本 船の荷積 目録であ るマニ フェス ト、 それか

らrAN」 、 これ はArrivalNotice、(本 船 が 港 に

着 きます とい う、我 々船 会社 か らお客 様(荷 主 さ
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ん)に 対 す る本船到着 通知)、 この よ うな メ ッセ ー

ジをIFTMメ ッセー ジ群 と称 して いるわけです。

これ らの標 準 メ ッセ ー ジの研 究 は、JASTPROが

平 成3年 度 、4年 度 の2年 間 にわ た ってや って きま

した。

そ うい う中で、 このIFTMサ ブ ワーキ ンググルー

プ は どの よ うな活 動 を した らい いのか、 対象 メ ッ

セ ージの選定 に非常 に困 ったわ けです。 ここに書い

て います 「海上 コ ンテナ追 い出 しメ ッセ ージ」は、

皆 さん にはわか りに くいと思 い ますが、我 々船会社

の コンテ ナター ミナル に於 け る一 つの作業であ り、

ブ ッキ ング情報 にコンテ ナ情 報を付加 した一つの情

報 とお考え いただければ よろ しいのではないかと思

います。 この メ ッセ ージの開発 を現場 の方 たちの声

を聞 いて、作 ってみよ う じゃないか とい う形で作業

を始 め ま した。

「海 上 コ ンテ ナの追 い出 し作業 」 とは コンテ ナ

ター ミナルで どのよ うな作業 を しているか とい う現

状 を記 してあ ります(図 一9)。Faxと か 電話 とか

を使用 して、いろいろな情報 が船社、 コ ンテナター

ミナル、 それか ら海貨業者 間で飛 び回 って いますが、

EDIを 使 った らど うなるのか というのが図 一10で す 。

ち ょっ と太 い線が 引 いて あ り ます ところがす べて

EDIで で き る の で は な い か と い う箇 所 で す 。

EDIFACTの 文 法書 であ るISOの9735シ ン タ ックス

ルール、それか ら各種国連 のダイ レク トリを使用 し

て、一つの メ ッセージをつ くり上 げま した。資料中

で は輸 出 コ ンテ ナの 「追 い回 し作業 」 とか 「追 い出

し作業 」 と、言葉が変わ って いますけれ ども、内容

は同 じであ り、最終 的に輸 出 コンテナが本船 に積 ま

れ るのか積 まれないのか とい うメ ッセー ジであ り、

平成4年 度 に日本語版 のユーザ ーマニ ュアルを作成

しま した。

そ して、平成5年 度 、 この メ ッセー ジの英訳 を行

い、で きれば、国連 の場 に この メ ッセ ージを上 げて

み たい とい う希 望を持 ってお り、 この メ ッセー ジを

IFTFBR(InternationalForwardingand

TransportFinalBookingReport)と い う、仮の

ネ ー ミングをいた しま した。 来月の4月 に行われ ま

す オ タ ワで のJRTミ ー テ ィ ングで、 トラ ンス ポー

トの参加者 に打診す る予定で す。

この メ ッセ ー ジは、(業 務 の流れ か らい きます

と)先 ほど説明 しま したベイ プ ランの メッセー ジと

密接 に関連 してお り、両 「追 い出 しメ ッセー ジ」か

ら 「ベイプ ラ ンメ ッセー ジ」 に各種 デー タの橋 渡 し

が 出来 るよ うに、 メ ッセー ジの各 デー タ項 目の属性、

使用するコー ド等について、ベイプラン・サブワー

キンググループとジョイントのワーキ ンググループ

を開催 し、その整合性をとることによって、業務間

の二重入力作業を極力さけることが出来るようにな

ります。

今年度につきましては、この 「追い出 し作業の

メッセージ開発」に努力を捧げてきたわけですが、

最近のJRTト ランスポー トワーキンググループに

於いては、コンテナ関係のメッセージ開発に非常な

る精力を注いでおり、これ等のメッセージについて

も、 日本か ら何 らかの リクワイアメン トを出 してい

かないと、欧米諸国のビジネスプロシージャーです

べてのメッセージが決められるというような状況に

なってきます。幸いにして、先刻申し上げま したよ

うにデ一夕モデリングサブワーキンググループでは、

「輸出コンテナ情報(業 務)ジ ョブフロー」の完成

をうけて、このサブワーキンググループとジョイン

トで今後、日本のコンテナの動き、(コ ンテナが

ター ミナルから出てまたターミナルに戻るまで)に

ともない、いろいろな場所を経由する度にいろいろ

な情報が発生する。そ して、現在開発されている国

連のコンテナメッセージを使って関係者間でその情

報の交換が出来るユーザーマニュアルの作成を、来

年度の作業計画としています。

最後に、我々が属 しております海上輸送分野では、

欧州諸国は言わず もがな、アジア諸国において も、

UN/EDIFACTを 使 っていこうという動 きが非常

に顕著です。例えば、シンガポールに船が入ります。

先ほど申し上げましたベイプランデータを、従来、

シンガポール港湾局へは ドキュメントを提供 してい

ましたが、来月か ら トライアルベースで全面的に

EDI化 すること、7月 からドキュメントを提出する

船社については1コ ンテナ2ド ルのペナルティが科

せ られます。最近の船 も大型化 し、フルに積 めば

4,000と か4,500と いうようなコンテナ船が出てきて

います。これが1コ ンテナ2ド ルということになる

と、1航 海 ごとに相当科せ られることになります。

ただ しマックス500ド ルという上限があり、我々も

安心 してい るん ですが、 シンガ ポールはUN/

EDIFACTの メッセージを利用 した電子データ交

換をこのような形で求めてきています。

また、台湾 におきま しても、本年11月 か らSea

Cargoの 自動通関 システムが始まります。マ レー

シアにつきまして も、やはり水際の情報をEDI化 し

たいとの意向があります。これらの国々は今後 とも

積極的にUN/EDIFACTを 利用するとい うことを
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はっきり明言 しています。このように外か らの要因

のために、我 々国内船社 も国際物流に携 る以上、

UN/EDIFACTを 使わざるを得ない立場に追い込

まれてきました。

コンテナ輸送については、 日本から見た大 きな ト

レー ド地域であるアメリカ並びにヨーロッパにっい

ては一船社単独 というよりも、数社で もって一つの

グループを組んで行 うという配船形態が今後とも続

くであろうと思われます。そこで国内の コンテナ

ター ミナルで発生するデータをグループの他船社に

送 る場合、一つの標準 メッセージ、国連のUNSM

を使 うことが、コンテナターミナルにも今後強く要

望されるところではないかと思います。

このような形で我々、国際輸送に携わる企業にお

いては、UN/EDIFACTの 研究を今後とも継続せ

ざるを得ないというのが現状です。いずれに しろ、

我が国においてもUN/EDIFACTメ ッセージの開

発を進めている、また研究を進めているグループが

あるということを、皆さんの頭の片隅に入れておい

ていただければと思います。

時間も来ましたのでこれで終わ らせていただきま

す。どうもありがとうございました。

ノ
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図 一1物 流EDl研 究会 について

■ 言=乙一: ① 物 流 分 野 で の情 報 化対応 へ の要 請 の 高 ま り
② 情 報 環 境 の変 化
③ 電子 デ ー タ交 換(EDI)の た め の規 格 と
国 際 白勺な騨 ヒ

④ 国 際物 流 に 関 わ るED工 標 準 規 格の 必 要 性
⑤ 国 内物 流 にお け る荷主 一物 流 業 者 間 のEDI
オi票2$fJasZ)必 ～要 ・1生
⑥ 国 内⌒ 者間 のED工 標 準 規 格 の必 要性
⑦ 港 湾1青報 ネ ッ トワー クの 活 用 と拡 大 の必 要 性
⑧ 体 制整備 の必 要 性

2設 立:■992年6月3日

3構 成:一 般 会 員

一 ミ員
特SIJ会 員

外航海運業 内航海運業、港湾運送業、倉庫業、業界VAN、 航空運送業、

貨物運送取扱業、鉄道貨物運送業、トラック運送業

貿易業、金融機関(銀行)、情報サービス業

学識経験者、関係官庁、関係地方公共団体

4活 動 内容 ①EDIに 関 す る 調 査 及 び 研 究 課 題
i国 際 物 流 に 係 わ るEDIFACT標 準 メ ッ セ ー

ジ の 調ii査砺 己
li港 湾 貨 物 に 係 わ るEDIネ ッ トワ ー ク 整 備 に 関

す る 調 翻 己
iii国 内 物 流 に お け るEDI標 準 化 の 調 査 研 究

ivト ラ ッ ク 事 業 者 相 互 間 の デ ー タ 交 換 の 標 準 化 に

関 す る調 一 己

② 分 米斗会
EDIFACT作 業 部 会 ⇒ 上 記i

港 湾 貨物1青 報 ネットワーク部 会 ⇒ 上 言己ti

国 内 物 流EDI標 準 作 業 部 会 ⇒ 上 記hi

普 及 ・醸 イ乍葉 音陰
・EDI標 準 規 約 の 公 的 な オ ー ソ ラ イ ズ
・EDIに 関 す る 技 術 の 開 発 状 況 の 把 握

・EDI導 入 先 進 事例 の 紹 介

・EDIに 関 す る 普 及 ・啓 蒙 活 動
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図 一2物 流EDl研 究会の組織

一

一

ー

ー

一

ED工FACT作 業 部 会

座 長:下 木寸書β長

(日 ⌒ 合)

ネットワーク

㌢乍葉 音1桧

座 長:圓 川 教 授

(東 工こ大こ)
冨U蛭:フU家 月力搬

(横 浜 国 大)砺 己会総会
銀: 一

幹 事 会
車李鞍:長 岡…理一
(物 情セ ン タ ー)(京 大) 国 内物 流ED工 標 準

イ乍詳き苦味
座 長:木 目田 且力=
(鯨 大)

冨u蛭:フk塚 目力教 主受

普及 ・啓蒙 作 業部会
座 長:圓 川教 授

EDIFA・CT

イ乍 鐸き音13会

座 長:下 木寸書13長

(日2『 船)

データffリ ングSWG

主 査…:下 木寸音B長

ベイブランSWG

主 査…:岡 本 室 長 イL鯉

(商 船 三三井)

IFTWSWG

主 …査…:

(Jll汽)

三皇鉢=盲 探 シJ'イ乍織

三主≡査三:圓 ハ1孝鍾 愛

普及 ・

座 長;圓 川教 授
(一)

EDI技 術 普 及 ノ」古 葉 部 会

三主三査…:フkコ家月力説 受
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図 一3デ ータモデ リングSWGの 活動

(1)設 置の主旨

国際海上貨物輸送におけるEDIの 適用を前提とした最適業務フローを効率的に開発する

(2)作 業計画

① 海上貨物の輸出業務

② 海上貨物の輸入業務

③ コンテナ管理業務

④ 船舶管理業務

平成4年 度は 「海上貨物の輸出業務」から着手

(3)作 業 概 要

「業 務 機 能 ・フ ロー 」 の検 討 一一→ デ ー タ フm－ ダイ ア グ ラ ム(DFD)の 利 用

(分 析 活 動 を 順次 ボ トムア ップの ア プ ロー チで 積 み 上 げ る こ と に よ り、 問題 点を 浮 き彫

りに して 理 想形 の モ デル を 作 り上 げ る手 法)

(4)今 後 の検 討 課 題

① 作 成 され る書 類 の数 が 多 く、 書 類 の再 作 成 が 必 要 であ る。

②EDI化 出来 な い書 類 が あ る。

③ 電話 ・フ ア?ク ス に よ る確 認 事 項 が多 い。

④ 別 称 同意 後 や 同名 意 義 語 が 多 数 存 在す る.。

図 一4現 状の輸 出貨物情報 フ ロー 全体図(コ ンテナ貨物)
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図 一5DFDに よる階層別分析手法

コ ン テ キ ス ト・ダ イヤ グ ラ ム

賂湾貨物情報ネ
∀トワーク

/'

//

/
〆 レベ ル0(総 括 ダ イヤグ うム)

X

－返7

'、

図 一6

現 行 業務 フ ロ ーの 整理

(DFD使 用)

現行業務の情報項目の整理

(情 報項目マ トリックス使用)

問 題 点 の 抽 出 と 整 理

シ ョー トタ ー ム デ ー タモ デ ル

(現 行 の 制 約 を 考 慮)

・EDIシ ナ リオ

・メ ッセ ー ジデ ー タ構 造

ロ ン グ タ ーム デ ー タ モ デ ル

(各 種 制 約 を 取 り払 っ た 理 想)

・EDIシ ナ リオ

・メ ッセ ー ジ デ ー タ 構 造
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図一了 ベイプランSWGの 活動

(1)ベ イプ ラ ン関連DataFlowMap

船 社(代 理 店)

BOOKING

MOVINS

SpecialListを 含 む(DG.RF、EXCEPTION)

船 社(代 理 店)

SpecialListを 含 む(DG.RF.EXCEPTION)

TANSTA

(2)活 動 内容

2-1ベ イ プ ラ ン標 準 メ ッセ ー ジ(BAPLIE)

・日本 標 準 の開 発:ベ イ プ ラ ン標 準 メ ッセー ジを我 が 国 の 実務 慣行 に 則 して 内 容 を 吟 味 し 日本 標準 を 開 発 した上
、

実 務 担 当者 がEDIを 実 施 してーい く上 で 必 要 な 「ユ ー ザ ー マ ニ ュ アル 」 と して取 り纏 め る。

・ア ジ ア標 準 の 開 発:日 本 標 準 を ベ ー ス に 「ア ジア標 準 マ ニ ュア ル 」 の 開発(AS/EBTWG)

・国 際 標 準 機 関 と の調 整:SMDG(ShippingMessageDevelop皿entGroup)等 を 含 め た 国 際標 準 化 機 関 と意 見 交 換

2-2そ の 他 標 準 メ ッセ ー ジ

MOVINS、IFTDGN、TANSTA等 他 の 標 準 メ ッセ ー ジの 「日本 標 準 の開 発 」
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図一81FTMSWGの 活動

(1)「IFTM」 と は?

「InternationalForwarding&TransportMessages」

(2)ど ん な メ ・Yセ ー ジ が あ る の か?(但 し 、 実 用 段 階 レ ベ ル)

IFTMBP

IFTMBFco船 腹予約関係騨 メッセージ

IFTMBC

IFTMIN

IFTMCS⇒ 船積指示関係標準メッセージ

IFTMAN

(3)研 究 対 象 メ ッ セ ー ジ の 選 定

・他の標準メッセージ委員会との重複作業を避ける。

.関 係者が余り多くないこと。(小 さな世界でのEDI化)⇒ 海上コンテナ追い出しメッセージ

・メッセージのデータ項目が余り多くない。(シ ンプルであること)

(4)「 海 上 コ ン テ ナ 追 い 出 し メ ッ セ ー ジ 」 と は?

・船社/コ ンテナ ターミナルまたはコンテナ ターミナル/コ ンテナ ターミナル間

・顧客情報 十 コンテナ機器情報 十 貨物 ・横付情報

図 一9追 い回 し作業 の現状

コン一 一 ミナル

奮 船腹予約

①

呑 船腹予約

①

口 轟
瞬

ル

空コン升搬出要求

コン リリ一 目

毒

①

口

口

口
禦 瞬
一瞬]

L嚇 ト緬

瞬

⑨ 追い回し作業

ル

空コンテ畷 出要求

上 屋

ン汁搬入
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図 一10輸 出 コンテナ追 い出 し作業 の現状

〔コンテナター ミナル〕

巳ヨ ー①

①lbOking(古)

②Bookingf-S(dnline)

③BoOkPros 1週間前

④Booking#i1E$e(tt)

⑤PiCk-upOrder(za魑 、～熾 トラ7カラ タのM)

⑥dateAのi19$e(online)

⑦ 蛮 ン分引き取 り(Booking#6S-.コ 聯 効)

⑧ 空コン粥 随

⑨liOokiReca-一 ミナit・Fax－ ミナル百 一タ

⑪

⑩.BookingRecab(船 社一船繰 。糊 入舗 々日)

入港前々日士
⑪ 、 コン' コンガ#Fax 、入港 日前 日

⑫ 黙 りコン搬 入+搬 標

(コン沸 消し込み 本船入港前日5時)

⇔ 追い出し情報(za本 船入港前日5時)

⑭ 追い出唯(as轍 揃 日5時)
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図 一11追 い 出 しメ ッセ ー ジ デ ー タ エ レメ ン ト一 覧 表

項 目 名 属 性 摘 要 項 目 名 属 性 摘 要

1.ブ7キ ング 会 社 コード εm4 ㏄ACC(x]e 16.実 入り/空 識別 an1 4:空 、5:実 入 り

2.本 船 コード an7 Callsign 17.積 替 識別 an3 103(Placeoftransfer)

3.本 船名 an17 平 文 1&積 替地名 an..25 平 文

4.本 船航海数 an7 SHIP旧s準 拠 19荷 主名 an..17 平 文

5.本 船入港予定日時 an10 YYMMDDH㎜ 20.海 貨業者名 an..17 平 文

6.積 港コーF an5 UNL㏄ αle 21.ブ ッキング番号 an12 各社 ブッキング番号

7揚 港コード an5 UNLoc(x]e 22.品 目名 an..20 平 文

8.働 一ド an5 UNLocode 23.横 付指示 an_70 平 文

9.荷 渡 地コヰ an5 UNL㏄ode 24.温 度識別子 an3 CEL:摂 氏、F岨:華 氏

1α 荷受サ一日タイプ an1 1:CFS4:CY 25.リ ーファ温 度 n3 少数以下1桁

11.荷 渡サー〔スタイブ an1 1:CFS4:α 26.ベ ンチレーション an..70 平 文

12.コ ン分 サイ〃 タイプ an10 ISOSizeπype!筥eight 27.IDforoverhe勒t an3 ㎝((≧nti-r[eter)

13.コ ン升番号 an14 ISOか ルを適用 28.Overheight L3 実数値

14.バ ンニンダ場所 ξm25 平 文 29.IDforoverwideth an3 ㎝(〔 ξnti爬ter)

15.ト ラッカ名 an15 平 文 30.Overwidth(Right) L3 実数値

項 目 名 属 性 摘 要 項 目 名 属 性 摘 要

31.Overwidth(1βft) 几.3 実数値 45.そ の他 an..70 平 文

32.IDforoverle㎎th an3 0汀(〔≧nti-meter)

33.Overle㎎th(㎜) 孔.3 実数値

34.Overle㎎th(AFr) L3 実数値

35.1泊ui伽ent(balifie aL.3 BB㈱ －F)β～G/〔N

36,B随k㎞1k(m) 乱.4 実数値(L,

IL.4 W,

L4 Hin㎝)

37.MeasureUnit 飢.3 KGM

●alifier

3&Break加1k 孔.6 実数値

39.IMDGコ ヰ an4 MDG(bde

40.1刑 ナンバー n4 側 ナンバー

41.PSAコ ード anl PSA(bdeナ ンバー

42.温 度単位 an3 CEL:紙FAH:籔

43温 度(Flashpoint) n3 ノ1傲以下1桁

44.海 洋汚染 a3 ぬrinePollutant(肥)

(Natureof(為rgo)
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セ ッ シ ョ ン ーIII

11.(財 建設業振興基金

12.電 気事業連合会

13.㈱ 日本電線工業会

14.㈲ 日本電機工業会

座長:府 川 滑

EDI推 進協議会企画委員

㈲ 日本電機工業会重電部長





11.働 建設業振興基金

野呂 幸一

働建設業振興基金 ・建設産業情報化推進セ ンター技術委員長

㈱大林組情報 システムセ ンターシステム開発第2部 長

ただいま御紹介いただきました野呂です。

建設産業のEDIはCI-NETに よって推進されて

お ります(図 一1)。CI-NETは 、建設業のEDIそ

のものになって きておりますが、もともとは、建設

産業情報ネ ットワークというものでございます(図

一2) 。ConstructionIndustryNETWorkの 略で

す。 これは今か らちょうど6年 前になりますが、

1988年2月 に建設省の呼びかけで、建設産業全体の

生産性向上を目指 して、業界共通のネッ トワークと

してその構築に着手いたしました。もう丸6年 たっ

たわけです。CI-NETは 、建設業に関係する全企

業が利用対象者です。特に中小企業に配慮 し、建設

省の第二次構造改善プログラムの中でも、生産性向

上施策の重要な柱として位置づけられております。

建設産業 とい うのは、52万社あると言われていま

して、そめうちの99.5%以 上が中小工務店です。

CI-NETの 対象 はこの52万 社であり、数の多い中

小建設業の情報化を何 とか支援できないものか とい

うのが当初の考えで した。スター トした時は、情報

ネ ッ トワークの利用ということで資材VANみ たい

なことを考えたんですが、 もう少 し広 く対象業務を

考えようと方針を変更致 しました(図 一3,4)。

つまり通信回線を使 って、電子データをお互いの

企業間で送 る、いろいろな業務にこのネットワーク

構想を当てはめよ うということです。その結果CI

-NETは 、通信回線を使 って電子データを交換す

る業務を五つに区分いたしました。

一つ 目は、建設業者間の情報交換業務です。総合

工事業者、専門工事業者間における見積 り、注文、

出来高、請求 ・支払いなどの商取引に必要な情報交

換業務を考えております。

二つ目は、建設資材業者との情報交換業務です。

生コンとか鉄筋 とか建材 リースなどの主要資機材に

かかわる見積 り、注文、出荷、入荷、請求、支払い

などの商取引に必要な情報交換業務です。

三つ目が処理代行業務。これは計算センターのよ

うな ものです。いまだに情報化がおくれている中小

建設会社が多数ありますので、オ ンラインで何とか

処理を代行で きないだろうかということです。ネ ッ
●

トワークを通 じて各種の事務計算、積算見積、工期

算定など、業務処理の代行を行 う業務 というの も

CI-NETの 対象 として考えました。

四つ目は地域型情報交換業務です。労務情報や残

土 ・廃材情報、通達、案内など、地域性の高い情報

を電子掲示板やメールボックスを利用 して相互に交

換する業務です。 これは既に神奈川、兵庫、北海道

でモデル事業がスター トしております。

五つ目は、官公庁に対する届出等の情報交換業務

で、道路使用許可や労災関係情報など、監督官庁 と

の情報交換を行う業務です。実は建設業は、仕事を

していく上で、監督官庁との間でいろいろな書類の

やり取 りが大変数多 く行われております。何 とかそ

こを電子データ化できないものかということで、五

つ目の対象として考えました。

スター トした時点では、このCI-NETは 、EDI

という思想が明確にありませんで した。 しか しその

後、EDIの コンセプ トを知 り、建設産業のEDI化 が

CI-NETの 主要なテーマとなりました。

そ して1991年 の12月 、建設大臣より 「連携指針」

が告示されました。組織 も翌年の4月 に、建設業振

興基金内に推進の中核組織となる建設産業情報化推

進センターが正式に設立されて、今日に至ってお り

ます。

建設産業情報化推進セ ンターの設立以前は、研究

会あるいは推進協議会という形で進めてきました。

また現在、CI-NETは 、CIIの シ ンタ ックス

ルールを基本に標準プロ トコルを作成 し、公表 して

おります。先ほどの五つの業務のうち一つ目の業者

間、あるいは資材機器サプライヤーズとの情報交換

をどうしていくのかを考えていく過程で、EDIを 知

り、EIAJの 方式を学ぶ ことがで きま した。EIAJ

方式は我々の考えに非常にマッチしているというこ

とで、これをベースに考えてきましたが、タイミン

グよくCIIか らシンタックスルールが公表されると

いうことを知 り、公表 と同時にCIIシ ンタ ックス

ルールを採用 させていただいて、今 日に至ってお り

ます。

そ して、 メッセージフォーマット等の標準は建設
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業に合わせて作 り、既にバージョン1.0、更に1.1と

いう形で1年 に1回 ぐらいバージョンをア ップして

お ります。

また、建設業のコンピュータ利用を分析 し、パ ソ

コン版の トランスレータが不可欠との判断から、独

自開発 し、実用実験の成果を上げています。しかし、

トランスレータは、1993年 度からは市販品を利用す

る方針を打ち出し、建設産業情報化推進センターに

て市販品を実験評価 し、問題がないと判断 したもの

は、登録後ユーザーに紹介 しております。

建設業には、建設現場があります。 これは全国に

多数ありますが、そこで使われているコンピュータ

は圧倒的にパ ソコンです。ここでEDIを 実現 しない

と、建設産業としての特徴が活かされて こないわけ

です。そこで、パ ソコン版によるEDIを 考えました。

ところが、市販品のパ ソコン用 トランスレータがな

かったため、独 自開発することになりました。開発

されたパ ソコン版の トランスレータを使って一、二

年実験を進めてきましたが、最近、 トランスレータ

が市販されるようになりましたので、今後は独自開

発の トランスレータのメンテナンスは行わず、市販

品を利用する方針を昨年4月 打ち出し、この1年 間、

その使用状況を見ております。現在は問題がないと

判断しています。

市販の トランスレータは、私どもの推進センター

へ持ち込んでいただき、CI-NET標 準で使えるの

かどうか評価 し、問題がないときは、推進センター

に登録させていただいております。登録された トラ

ンスレータは、CI-NETを 使いたいという企業に

紹介させていただいてお ります。現在は、パソコン

版が中心ですが、ホス ト系の トランスレータも登録

されております。

次に、建設業におけるEDIの 特徴について説明致

します。建設産業は工事プロジェク トごとに関係す

る人々や企業が変化することが特徴です。また、建

設会社の業務の大半は関係者間の情報交換です。相

手先は自社内の各部門を始め、建築主、官公庁、設

計事務所、 コンサルタント、専門工事業者、資材サ

プライヤなど、多種多様な上に、数が多 くあります。

そこで、コンピュータの普及とともに、EDIに よる

電子データ交換は生産性向上の観点か らも大きな期

待が寄せ られています。

建設業の実態は、仕事のほとんどが関係先との情

報のやり取 りです。そこで、この情報のや り取 りに

コンピュータを、EDIを 使いたいと考えているわけ

です。

CI-NETはEDI化 を前提 に、当初の対象業務を

見直してお ります。先ほど五つの業務区分を説明 し

ま したが、 これは当初EDIと いうコンセプ トがな

かったため、このような形になりました。 しか し最

近はEDIを 本格的に進めようということで、対象業

務をもう一度見直すことになりました。

対象業務は受発注などの事務分野だけでなく、技

術分野 も含めて幅広くEDI化 の可能性を追求するも

のです。情報 も文字情報だけでな く、図面情報の

CADな どもEDI化 の対象とし、将来 のSTEPも 視

野に入れております。当初は見積 りや受発注を中心

に進めて きたのですが、参加企業 の方 々か ら、

CADデ ータや技術的な仕様データを交換 したい、

という技術系のデータ交換ニーズが非常に強 くあり

ます。これを実現 しないと、建設産業のEDI化 とは

いえないのではないか、というような声 も上が って

おります。そこで最近はCADの 委員会を設置 して、

CADの 電子データ交換を検討 しているところです。

建設産業は、生産活動にかかわる事務、技術、両

分野の情報がタイ ミングよく関係者間で交換される

ことが必要です。建設産業のEDI化 は、生産EDIと

も言うべき領域が中心 となって展開される世界 とい

えましょう。この 「生産」という言葉を使いました

のには、それなりの理由があります。これまでEDI

の世界は、事務系の商取引が中心のような気がする

のですが、本来EDIと はある標準を介 して関係者間

でデータを交換する、というのが基本です。そこで、

建設産業の場合は先 ほど申し上げましたように、非

常に技術的な情報が多いので、この分野まで踏み込

んでEDI化 を進めていきたいと考え 「生産EDI」 と

いう言葉を使いました。

次に、国際化への対応について説明 します。CI

-NETは 、これまでにアメリカ及びヨーロッパに

調 査 団 を 派 遣 して お り ます 。 ま た 、 国 連 の

EDIFACTの ラポーター会議 には年2回 代表者を

送り、欧米の建設産業EDI関 係者と交流を深め、互

いに情報交換を行っております。建設産業は国際的

な取引も多 く、国連及び海外のEDI化 動向が重要で

す。CI-NETは 国際動向に注意を払い、我が国建

設業の対応策についても検討 していくことが大切 と

考えています。そこで、幅広 く国際的なEDIを 研究

している方々と情報交換を行っております。今年の

1月 にはアメ リカの代表者が私どもの推進セ ンター

に来 られまして、関係者にセ ミナー形式でアメ リカ

の状況を話 していただきました。また、私どもか ら

は日本の建設業におけるEDIの 進捗状況等を説明 し、
●
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情報交換に努めた次第です。

それでは、資料をご覧頂 きながらもう一度まとめ

させて頂きます。

CI-NETの 特徴は、建設産業全体の生産性向上

を狙 ってスター トしているという点です。対象者は、

52万社。中小工務店等も視野に入れて考えています。

CI-NETの 主な経緯ですが、1988年2月 の、6

年前に研究会を設立 しました。それか ら2年 間、研

究会を続けまして、さらに研究を進ある趣旨で、90

年の6月 に推進協議会を設立 しました。そ して1991

年の7月 にCI-NETの 標準 ビジネスプロ トコルの

バージョン1.0を 公表 し、1991年 の9月 にパ ソコン

用の トランスレータを開発 しております。そしてそ

の翌月の10月 か ら92年の6月 まで、開発 した トラン

スレータを使 って実際の業務の中に適用する実験を、

会員企業のそれぞれの計画のもとに進めております。

この実験は現時点でもまだ一部続いてお りますが、

実験が完了 して実際の業務に進んでいる企業 もあり

ます。

1991年 の12月 に 「連携指針」の告示があり、翌年

の4月 に建設産業情報化推進セ ンターが建設業振興

基金内に正式に設立されま した。そ して1993年 の1

月、CI-NETの 標準 ビジネ スプ ロ トコルのバー

ジョンの1.1を 公表 しています。

現在CI-NETの 推進セ ンターに参加 している会

員は、合計で64社 です(図 一5)。2年 あるいは1

年ごとにメンバーの顔ぶれや数に変化が若干ありま

すが、内訳はゼネコンが29社 、サブコン、商社、専

門工事業者、資材提供者が、13社 参加 しています。

コンピュータメーカー、ソフ トウェア会社が13社 、

そ して関係団体が9社 です。またオブザーバーとし

て建設省が入 っております。CI-NETは もともと

建設省の呼びかけでスター トしております。現在ま

でいろいろと建設省の方々とも相談 しなが ら進めて

いる次第です。

事務局 は、振興基金内に設立された情報化推進セ

ンターです。現在の専任スタッフは、男子3名 、女

子1名 です。

推進セ ンターの組織 は(図 一6)、 まず情報化評

議会があります。先 ほどの64社 から代表者が1名 評

議員として参画 して会議を持 っております。この下

に、大きい委員会として、企画運営委員会、すなわ

ちステアリングコミッティを持 っております。そし

て この委員会の下に専門委員会を設置 しております。

平成5年 度の専門委員会は、実用化推進委員会、ビ

ジネスプロ トコル委員会、技術委員会、CAD検 討

委員会、国際化対応委員会の五つです。平成6年 度

には、若干 これ らの専門委員会は名称あるいは内容

等を変えて進める計画です。

この他に、団体連絡会というのがあります。建設

産業には37団体の関係団体がありますが、これ らの

団体にCI-NET構 想を説明 し、 ご意見を伺 う目的

で連絡会を設 けております。また、VANソ フ トハ

ウス連絡会など専門の方々との連絡会 も設けてござ

います。

(図一3,4)当 初の対象業務です。これか らは、

EDIの コンセプ トを中心に見直したいと考えていま

す。

建設業のEDIは 、その利用対象が52万 社であると

いうことを常に頭に描いていること、また構造改善

プログラムの一環として進めていくというところに

特徴の一つがあるのではないかと思っております。

構造改善プログラムの中になぜこういうものが主要

な柱として取 り入れられているかといいますと、情

報化を広 く普及することによって業務改善を進め、

生産性を上げ、体質を改善 してい くという趣旨によ

ります。

以上で説明を終わらせていただきます。どうもご

清聴ありがとうございました。
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図 一3
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12.電 気事業連合会

遠藤 典夫

電気事業連合会 ・情報システム部長

御紹介いただきました電気事業連合会の遠藤です。

資料に基づきま して、電力業界におけるEDIの 取

り組みの状況と、経緯等について御説明したいと思

います。

まず、電気事業の概要を少 しお話 しさせていただ

きたいと思 います(図 一1)。 北は北海道電力か ら

南は沖縄電力まで、10社 の体制で全国の御家庭を含

めたお客様 に安定 した電力をお届けしている業界で

す。私が属 してお ります電気事業連合会ですが、こ

れは業界の共通的な課題の解決を目的に、昭和27年 、

9電 力で設立されたものです。

業界としての情報高度化への取 り組みですが、昭

和60年 代の初め、業界 として情報高度化への取り組

みの必要性が高まり、電気事業連合会に体制を整備

して活動 してまいりま した。具体的には、昭和62年 、

会議体として情報高度化推進委員会を設けました。

その後、平成元年に内部組織 として情報 システムグ

ループを設け、平成4年7月 に情報 システム部とな

り、現在に至 っております。

まず電気事業の特徴的な ことをお話 しさせていた

だきたいと思います(図 一2)。 この図は設備とお

客様 ということで、実は電気がつ くられてお客様に

届けられ る経路すなわち設備の順に書いたものです

から、お客様が一番下になっております。4年 度末

で、全国7,100万 口の契約 いただいているお客様に、

安全でかっ安定 した電力をお届けするたあに、発電、

送電、変電、最後にお客様 とつながる配電設備があ

ります。 このよ うな膨大な設備を建設 ・運転 し、

日々保守を しているのが私 どもの業界です。したが

いまして、お客様からいただ く電気料金の計算、設

備管理、それから設備を構築するための資材調達等、

事務処理の効率化のため、我々業界は昭和30年 代の

初めか ら、 システム化を積極的に進めてきまいりま

した。さらに昭和50年 代後半には各社社内のシステ

ムのオ ンライン化がほとんど完成の域に達 している

というような状況です。

EDIに ついてですが(図 一3)、 業界内の情報高

度化の重点課題として取 り組んできた大きな経緯を

お話 ししたいと思います。まず、組織 ・会議ができ

ました昭和62年 から昭和63年 に、ビジネスプロ トコ

ルの標準化の基本的な方針、考え方、それか ら何を

対象に標準化するか、これ らの検討に着手 しており

ます。

次いで平成元年から3年 にかけて、電力会社にお

けるEDIの フィージビリティスタディを実施 してお

ります。具体的には、我々の業界の特徴で もある資

材の調達、工事の請負、電気料金の金融機関での口

座振りかえ、そのほかの取引、例えば皆さんの御家

庭についております電力量計の取りかえ業務等を含

めまして、業界内のネッ トワーク化を検討を しまし

た。

これに基づいて、まずビジネスプロ トコル標準、

業界標準として、電気料金の収納関係、それか ら資

材の発注関係、この二つの業界標準を策定 しました。

平成3年 には電線メーカーとの間で、電線の資材購

買業務にEDIを 実施 しております。これに当たって、

日本電線工業会との調整を行い、業界標準をEIAJ

標準準拠に改定 しました。

次に平成4年 ですが、運用ガイ ドライン等を定め、

資材発注のビジネスプロ トコルをCII標 準へ移行す

る作業に取りかかりました。 これは後か らお話 しし

ますが、電気四業界と調整をしながら進めていると

ころです。

平成5年 ですが、CII標 準に沿 った形で次 のス

テ ップとして、柱上変圧器のメーカーとのEDIを 実

施 しております。この柱上 ということばですが、皆

さん道路を歩かれて見ておられるように、電柱の上

にあるという意味です。変圧器 は、配電線 に6,000

ボル トの高圧で送 りま した電気を、お客様 に100ボ

ル トなり200ボ ル トでお届けする際に、電圧を下げ

るつまり変圧をする装置です。柱の上に載 っている

鉄製の、 ドラム缶のようなものです。

平成5年 度のEDIへ の取り組みの体制です(図 一

4)。 まず、各社の役員か ら構成 します情報高度化

推進委員会、そ して情報システム関係部長で構成 し

ます小委員会の下に、課長級のEDI推 進専門委員会

を設け、EDIの 標準化の推進を中心に活動を してお

ります。

そしてビジネスプロ トコルにっ きま しては、二つ

のワーキングを設けてお ります。対象業務が資材と
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請負ですので、各社の情報システム部門と資材部門

合同のワーキンググループを設けてお ります。一つ

が資材発注関係の、先ほどお話 ししましたCII標 準

への移行の改定のワーキンググループ、それからも

う一つが新規の請負工事発注の検討ワーキンググ

ループを設けています。

先ほどの建設業界からもお話がありましたように、

通産大臣より 「電子計算機の連携利用に関する指

針」が告示 されておりますが、我々電力業界には二

つの 「連携指針」が告示 されております。 この 「連

携指針」とこれに対する我々業界の取 り組みについ

て御説明 します。

昭和62年 に 「電気事業における連携指針」が告示

されております(図 一5)。 内容としま しては、ま

ず企業間ネ ットワークの構築ということで、一つは

各電力の関係会社である、工事系、製造系、などの

関係会社 とのネ ットワークを作ること。 もう一つは、

メーカーを含めた関連業界との間でネッ トワークの

拡大に努めることです。関係会社にっ きま しては、

工事系の会社、製造系の関係会社 とは、一部の電力

で、早 くか らプライベー トなネッ トワークを作り業

務 の効率化を進めてお りまして、現在では数社が

ネ ットワークを構築済みです。電力関連業界である

日本電線工業会、日本電機工業会との間では、EDI

を一部実施済みであり、今後拡大を してい く計画で

す。

次に ビジネスプロ トコルの標準化ですが、電気料

金、資材発注について制定 し、国内標準との整合を

進めているということで、後か ら細部についてはご

説明 します。

次に実施体制の整備ですが、体制としては、前の

ページで説明しました推進委員会の下に活動を進め

ているところです。

もう一つの指針ですが、電気四事業分野 というこ

とで、電線製造業、電子機器製造業、電気機器製造

業、及び私 ども電気事業 との間における連携指針で

す(図 一6)。 まず ビジネスプロ トコルの標準化で

す。CIIシ ンタックス ルールの採用、標準 メッセー

ジの開発、データ項 目の標準化、標準企業 コー ドの

採用、大 きくはこの四点です。これに対 して、現在

CIIシ ンタックスルール採用ということで標準を改

定中です。平成4年 にスター トしておりますので、

もう近 々完了す る予定です。 これ に合わせて、

EIAJ標 準 との、タグナンバー等を含めた整合を進

めております。標準企業コー ドにっいては採用済み

です。

次に、OSIを 積極的に導入することですが、EDI

での導入はまだ適用 しておりません。これにつきま

しては、目下検討中です。各社それぞれの社内のシ

ステムでは、数社でOSIを 導入済みです。 これは主

にホス トコンピュータと分散系のコンピュータの間

の連携に適用 しております。大きな基幹業務 システ

ムにおいて適用 されている例 もあります。

次に、EDIシ ステムのガイ ドラインを作ることで

すが、このガイ ドラインについては制定済みです。

そして現在、電力と電線業界の間で電線のEDI、 電

力と電機業界との間では、柱上変圧器のEDIを それ

ぞれ実施 している状況です。

電力標準メッセージの内容について ご説明 します

(図一7)。 一つは電気料金収納関係ですが、平成

2年3月 に作っております。これは毎月、お客さん

がお使いいただいた電気料金を、金融機関での口座

振替または振込みを していただいた結果の情報に関

して、5メ ッセージをつ くっております。

次に資材発注のビジネスプロ トコルですが、1版 、

1A版 、現在の2B暫 定版 という形でバー ジョン

アップをして参りました。まず、初版の1版 ですが、

平成2年3月 に7メ ッセージを作成致 しました。具

体的には、見積りに関するメッセージ、注文に関す

るメッセージ、納入依頼に関するメッセージ、検収

に関するメッセージです。

次に1A版 ですけれども、EIAJの 標準に準拠 と

いうことで作業を進めたものです。実際 これに基づ

きま して、先ほどお話 ししました電線にっいてEDI

を実施するたあ、標準メッセージを追加 しました。

所要計画のメッセージ、在庫確認のメッセージ等を

追加 しま して、lA版 では10メ ッセージになりまし

た。

現在最新の2B暫 定版ですが、CII標 準に準拠 し

た ものです。標準メッセージは トータル25メ ッセー

ジになっております。資材発注関係の業務を9業 務

に分類 し、計画、見積り、注文、機器の修理、加工、

仕様規格の検査、物品の納入依頼、検収、支払い、

在庫状況の確認の9業 務にっいて25メ ッセージを制

定致 しました。

先ほどお話 ししました運用ガイ ドライン等の制定

の状況についてご説明致 します(図 一8)。 まず運

用ガイ ドラインは、先ほどの企業コー ドを含めた運

用上の取 り決め、受信確認、費用負担の考え方、運

用スケジュール、そのほかデータの標準的な保存期

間、電子データ交換契約のひな型 も含めたガイ ドラ

イ ンとしてまとめたものです。
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二番 目がEDIの 導入マニ ュアル、これは平成5年

4月 ですが、各社でEDIを 導入するに当たっての検

討項目、手川頁、フロー等をマニュアルとしてまとめ

た ものです。

最後ですが、 ビジネスプロ トコルの維持管理につ

いて、運用要領を定めております。標準化 に対する

常設のEDI推 進専門委員会での検討体制、および新

規 のメッセージの制定、改定 とい う場合の手続フ

ロー、オーソライズについて定めたものです。

EDIの 実施状況、現状にっいてご説明します(図

一9) 。東京電力でEDIを 実施 してお ります。時系

列にお話 ししますと、平成3年10月 、電線 メーカー

との間で電線の購買にかかわる業務に適用 しており

ます。 メッセージとしま しては、納入依頼 と検収の

2メ ッセージからスター ト致 しまして、平成4年8

月にはEDIの 機能拡大ということで、所要計画、在

庫確認の2メ ッセージを追加致 してお ります。そし

て平成5年10月 には電機業界との間で柱上変圧器の

調達に、所要計画、'納入依頼、検収の各メッセージ

でEDIを 実施致 しております。

電線及び柱上変圧器は、どちらも配電工事用の物

品です。配電線は、冒頭お話 ししましたように、全

国で7,100万 口のお客様に電気をお届けす るため、

網の目のように道路、地上、地下 と膨大な設備に

な ってお ります。お客様の新築、団地の造成等に

伴って配電線を作 っていくわけですが、それに使う

資材の量は膨大なものです。 しか も頻度も非常に多

いという特徴があります。そのようなことか ら、単

価契約形態をとっている物品が多いという特徴があ

ります。件数が何万件という表現になっております

が、これは直接メーカーから工事業者に納入 してい

ただ くというケースもあり、納入個所別に納入依頼

しますので、膨大な件数になっている訳です。なお、

ビジネスプロ トコルは電事連での業界標準。通信プ

ロ トコルは全銀協手順です。

次に、東京電力における資材業務のEDIの 概念を

ご説明致 します。電力側の資材の調達業務 は、見積

り契約、生産工程調整、納入依頼業務、受け入れ、

検収 という流れに沿っているわけです。 この中で現

在EDIを 適用 している業務は、所要計画、これは電

力からメーカーにメッセージを渡すものです。次は、

取引先から電力へということで在庫確認です。どれ

だけの在庫量か、納入可能かを含めまして在庫確認

のデータを電力にいただきます。次に電力から取引

先に納入依頼のデータをお渡 しします。そして先ほ

どの検収ということで、検収のデータを電力から取

引先へという交換を実施 しております。

今後の取 り組みについてですが(図 一10)、EDI

は商取引を含めた、高度情報化社会の重要なインフ

ラと私どもでは考えております。我々の業界にとっ

ては事務の効率化、納期の短縮など、EDIの 効果が

大きく出るところから、今後積極的に取り組んでま

いります。具体的には、標準化の整備としましては、

先ほどお話 ししま したCII標 準への移行、新たな工

事請負関係の ビジネスプロ トコルの作成、電気料金

の請求関係についてもビジネスプロ トコルを検討 し

ていきたいと考えています。これらの検討を進め、

資材調達業務につ きま しては、情報システム部門、

資材部門 とより一層連携を密に して、業界 として

EDIを 展開を していきたいと考えているところです。

6年 度にはさらに数社でEDIの 実施を計画 しており

ます。

以上です。どうも御静聴ありがとうございました。
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図 一1電 気事業の概要(1)

1.電 力 会 社

北 海 道 、 東 北 、 東 京 、 中 部 、 北 陸

関 西 、 中 国 、 四 国 、 九 州 、 沖 縄

言十10社

2.電 気 事 業 連 合 会

目 的 電 力 業 界 の 共 通 的 課 題 の 解 決

設 立 昭 和27年

〔情 報 高 度 化 へ の 取 り 組 み 〕

業 界 大 で の 情 報 高 度 化 へ の 取 り 組 み の

必 要 性 か ら 、 電 気 事 業 連 合 会 に お い て

体 制 整 備 を し て 、 活 動 を 実 施

昭 和62年 情 報 高 度 化 推 進 委 員 会

言≦≧置

平 成 元 年 情 報 シ ス テ ム グ ル ー プ

平 成4年 情 報 シ ス テ ム 部 発 足

図一2電 気事業の概要(2)

3.設 備 概 要 等

ク

・

(平 成4年 度 末)

・
"

.
'
●

設

備

概

要

発 電 設 イ」箭

水 力 発 電 所 1.154箇 所28百 万kW

火 力 発 電 所 180箇 所97百 万kW

原子 力 発電所 13箇 所32百 万kW

合 言十 1,347箇 所157百 万kW

送 電 設{蒲

架 空 送 電 線 1.33千km

地 中 送 電 線 15千km

合 言十 148千krn

変 電 設 イ蒲 5,410箇 所589百 万kW

配 電 設 イ蒲

架 空 配 電 線 3.527千km

地 中 酉己電 線 43千km

合 言十 3.570千km

お 客 さ ま 数 71百 万 ロ
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図一3電 力 におけるEDlの 取 り組 み経緯

日召禾ロ62年

～ 昭 示ロ63年

・ビ ジ ネ ス プ ロ トコ ル 分 科 会

・ビ ジ ネ ス プ ロ トコ ル 標 準 化 の 基 本 方 針 検 討

・標 準 化 事 項 の 検 討

平 成元 年
～平成3年

・ビ ジ ネ ス プ ロ トル 専 門 委 員 会

一電 力 会 社 に お け るED1のF/S実 施

・ビ ジ ネ ス プ ロ トコ ル 標 準 の 制 定

(電 気 料 金 収 納 業 務 、 資 材 発 注 業 務)
・電 線 メ ー カ と のED1実 施

(電 線 工 業 会 と の 調 整 、ElAJ標 準 準 拠 へ 標 準 改 定)

平 成4年 ・EDIシ ス テ ム 運 用 ガ イ ドラ イ ン の 制 定

・EDl導 入 マ=ユ ア ル の 作 成

一資 材 発 注 業 務 ビ ジ ネ ス プ ロ ト コ ル のCl

(電 気4業 界 で の 調 整)

1標 準 へ の 移 行

平 成5年 ・EDI推 進 専 門 委 員 会

・柱 上 変 圧 器 メ ー カ と のED 1実 施

図一4電 力 でのEDl取 り組み体制(平 成5年 度)

情報 高 度 化 推 進 委 員 会(各 社 役 員)

情 報 高 度 化 小 委 員 会(各 社 部 長)

EDI推 進 専 門 委 員 会

資 材 発 注 業 務BP標 準 改 定WG

請 負 工 事 発 注BP標 準 策 定WG

・電 気 事 業 と して の 情 報 高 度 化

に 関す る事項 の 審 議 立 案

・電気 事 業 と して の 情 報 高 度 化

に関す る事項 の検 討

－tED

・ED

・ED

1の 動 向 言周査

1の 標 準 化 の 推 進

1の 普 及 、 啓 蒙

・資 材 発 注 業 務 ビ ジ ネ ス プo

トコ ル のCII標 準 へ の 移 行
・標 準 メ ッ セ ー ジ の 追 加

・請 負 工 事 発 注 業 務 ビ ジ ネ ス

プ ロ トコ ル の 検 討
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図一5連 携指針と電力における取 り組み状況

「電気 事 業 にお け る電 子 計 算 機 の連 携 利 用 に 関す る指 針 」 (昭 和6?年)

排旨 針 の 概 要 電 力 に お け る 取 り組 み 状 況

企 業 間 ネ ッ トワ ー ク の 構 築
.

電気事業者と関係会社間では、業務上関係の深い会社を中心としたコ ・配電工事会社等の業務上関係 の深 い関係会社とは、一 部の電力

ンピュ一夕ネ ッ トワークを構築 するよう努めるこ と。 では早 くか らネ ッ トワーク連携 を実施 してお り、現在、数社が

電気事業者聞及び電気事業者と電力関連業界間についても、電気事業 ネ ッ トワークを構築

全体の高度化等のた め、将来 の発展を考慮 に入れてネ ッ トワークの拡大 ・電力関連業界とは、一部実施 であ り、今後拡大の予定

に努める こと。

ビ ジ ネ ス プ ロ トコ ル の 標 準 化

電気事業者 と電力関連業界 間等の ビジネスプ ロ トコルについては、中 ・ 「電気料金収納業務 ビジネスプ ロ トコル標準」

長期的視点に立って標準化の有効性につき電気事業者聞及び電気事業者 「資材発注業務 ビジネスプロ トニ]ル標準」 の制定

と電力関連業界間等での合意形成を図り、現行処理との整合性に配慮し ・標準は国内標準との整 合を図る

つつ、 ビジネ スプ ロ トコルの標準 化を図ること。 ・標準は連携先 と協議 ・調 整を実施

実 施 体 制 の整 備

以上の各項を実施す るため、電力 業界と して実施体制を整備 し、その ・昭和62年 に情報 システム担 当役員で構成する

効率的促進に努め ること。 「情報高度化推進委員会」

を設置す るとともに、下部 の検討体制を整備

図一6「 電線製造業、電子機器製造業、電気機器製造業及び電気事業の
の4事 業分野間における電子計算機の連携利用に関する指針」

(平成3年)

.

チ旨 針 の 概 要 電 力 にお け る取 り組 み 状況

ビ ジ ネ ス プ ロ .ト コ ル の 標 準 化
・Cllシ ンターク スルールの採用す ることによ り、標準化 の促進 に努 ・Cllシ ンタ ックスルール採用に向け標準改 定中

める こと (暫定版作成済)

・各事業分野間の標準 メッセージ及び データ項 目を同一体系 の標準 とし ・ElAJ標 準 と同 じデータ項 目につ いて、同一 データ項 目番号

て構成するよう努めること となるよう標準改定中

・標準企業 コー ドを採用す るよう努 めること ・標準企業]一 ドを採用

OSIの 導 入

OSlを 積極的 に導入 するように努めること ・社 内システム にお いては、数社がOSl導 入済

・EDlで の導入 は、検討中

EDIシ ス テ ム の 運 用 に つ い て の

力"イ ド ラ イ ン

EDlシ ステムの運用の在 り方についての力'イドラインを策定す るよ ・ 「EDlシ ステム運用ガイ ドライ ン」 の制定

う努めること
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図 一 了 電力標準 の概要(1)

標 準 名 概 要

電 気 料 金 収 納 業 務 ・電 気 料 金 ロ 座 振 替 関 係(4メ ッ セ ー ジ)

ビ ジ ネ ス プ ロ トコ ル 標 準 ・電 気 料 金 振 込 通 知 関 係(1メ ッ セ ー ジ)
(H2.3)

1版 ・初 版(7メ ッ セ ー ジ)

(H2.3) 相 手 先 資 材発 注 先

資 材 発 ジ主業 務 1A版 ・EIAJ準 拠

ビ'ジ ネ ス プ ロ (H3.7) ・EDI実 施 に 伴 う 変 更

ト コ ノレ標 準 ・標 準 メ ッ セ ー ジ の 追 加(H4
.7)

(累 計10メ ッ セ ー ジ)

2B ・CII標 準 準 拠

暫 定版 ・標 準 メ ッ セ ー ジ の 追 加

(H5.4) ・電 気4業 界 で の 調 整

図 一8電 力標準 の概要(2)

標 準 名 概 要

EDlシ ス テ ム 運 用

ガ イ ド ラ イ ン

(H5.4)

・EDIに お け る 運 用 上 の 取 決 め(ガ イドうイン)

伝 送 授 受 の 確 認 方 法

費 用 負 担 の 考 え 方

運 用 ス ケ ジ ュ ー ル 等

EDl導 入 マ ニ ュ ア ル

(H5、4)

・EDI導 入 時 に お け る 検 討 項 目 、 手1順

ED1の 導 入 フ ロ ー

検 討 チ ー ム の 結 成

シ ス テ ム 面 で の 対 応 等

電 力 ビ ジ ネ ス プ ロ ト コ ル

運 営 要 領

(H2.3制 定)

(H5.4改 定)

・ビ ジ ネ ス プ ロ トコ ル 標 準 に 関 す る 維 持 管 理

方 ジ去

標 準 に 関 す る 検 討 体 制

標 準 の 新 規 制 定 、 改 定 の 方 法 等

一123一



図 一9EDlの 実施状況

東 京 電 力 のEDl

平 成3年10月

平 成4年8月

平 成5年10月

文寸衷 品 目

採 用 プ ロ ト コ ル

電 線 メ ー カ

(納 入 依 頼 、 検 収 書)、

電 線 メ ー カ と のEDI拡 大

(所 要 計 画 、 在 庫 確 認 を 追 加)

柱 上 変 圧 器 メ ー カ

(所 要 計 画 、 納 入 依 頼 、 検 収 書)

配 電 工 事 用 物 品

配 電 工 事 用 物 品 の 特 徴

単 価 契 約 物 品 が 多 い

取 引 量 が 多 い(年 間 の 件 数15万 ～20万 件)

ビ ジ ネ ス プ ロ トコ ル

電 事 連 「資 材 発 注 業 務 ビ ジ ネ ス プ ロ ト コ ル 標 準 」

通 信 プ ロ トコ ル

全 銀 脇 手 川頁

図一10今 後 の取 り組み ・計画

EDlは 、 高 度 情 報 化 社 会 の 重 要 な イ ン フ ラ と して 位 置 付 け 、

事 務 の 効 率 化 ・納 期 短 縮 な ど に 大 き く寄 与 す る こ と か ら 、

積 極 的 に 取 り組 ん で い く

具 体 的 な 取 り組 み

標 準 の 整 イ庸

普 及 ・促 進

資 材 発 注 業 務 ビ ジネ ス プ ロ トコ ル2B制 定

請 負 工 事 発 注 業 務 ビ ジ ネ ス プ ロ トコ ル 制 定

電 気 料 金 請 求 業 務 ビ ジ ネ ス プ ロ トコ ル 検 討

資 材 部 門 と連 携 したEDlの 実 施 ・拡 大 活 動

く数 社 で 計 画 中)

関 連 業 界 と の 調 整 、 意 見 交 換
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13.㈹ 日本電線工業会

三橋 博

㈱ 日本電線工業会 ・産業情報化対応委員長

古河電気工業㈱CIM推 進部システム企画部長

ただいま御紹介いただきました三橋でございます。

本 日は、電線工業会の概要、EDIの 取 り組み状況、

EDIの 実施状況、今後の取り組み予定という内容で

報告させていただきます。

まず最初に、当工業会の概要をご紹介いたします

(図一1)。 会員は電線メーカーの161社 か ら構成 し

てお ります。 これを見ていただきますと、資本金が

1億 円以下とい うところで67%と か、従業員数が

100人 以下が50%強 ということで、中小企業がかな

り多いという業界でございます。電線の生産規模は

約2兆 円で、電力用あるいはパワーケーブルと称さ

れます発電所か ら御家庭までの各種送電線 ・配電線、

通信用の電線ケーブル、自動車を始め各種の輸送機

器用電線、 ビルあるいは家庭用、重電関係、プラン

トなど、様 々な形で電線を御利用いただいておりま

す。

取引先の業界としま しては(図 一2)、 大きく分

けます と、通信、電力、電気機械、自動車、建設 ・

電販、それからその他民需というように分類 してお

ります。取引形態の特徴 としましては、お客様から

直接ケーブルの注文をいただき個別設計か らスター

トし、その後 リピー トで注文をいただ くというケー

スがかなりの比率を占めております。電力関係につ

きましては、一部在庫品 として短納期で対応 してお

ります し、 ビルなどに使われている電線にっきまし

ては汎用品が主体となりますので、流通経由でお納

めするという形の取引形態になっております。

次に、電線工業会におけるEDIの 推進体制につい

ての話ですが(図 一3)、 工業会の中には20ぐ らい

の各種委員会がございます。その中に産業情報化対

応委員会があり、そこが対応 しています。8社 がメ

ンバーになっておりますが、 ここでいろいろな細か

なワーキングを行っております。

産業情報化対応委員会の活動の経緯なんですが

(図 一4)、 この委員会その ものは1984年 に発足を

しております。EDIに 関係する活動としましては、

電力9社 との取引書類の統一化の検討が最初か と思

います。 これが、資材発注業務 ビジネスプロトコル

標準という電気事業連合会さんの標準を検討されて

いった時の一つの資料になったと思います。この検

討の最中に、EIAJのlA版 が出てきました。電線

業界 としてそのEIAJの 標準を使 った場合にどんな

問題があるか、という検討をしておりま したところ、

推進センターの仲介 もありまして、EIAJAさ んと

合同のワーキングを発足させて、検討させていただ

きました。その後、電気4業 界の 「連携指針」があ

りま して、先ほどの電力業界さんと業界間で合意 し

た標準にもとつ くEDIの 開始、それか らEIAJと の

合同ワーキングでの検討結果をEIAJ標 準のlC版

へ反映していただけるということで、電線業界 とし

ての要望書を提出 しま した。さらに日本電機工業会

さんとも合同ワーキングでEDIの 実施に向けての検

討を詰めていくという活動を行っております。また、

昨年末には、 この標準化の活動と同時に、電線工業

会の中でのEDIの 普及 ・啓蒙を図る必要があるとい

うことでEDIの 実態調査を行ないました。

産業情報化対応委員会の具体的な活動内容としま

して、EIAJ標 準との対応を目的 として行った検討

作業の概略をお話 しします(図 一5)。EIAJ標 準

に対 して、電線のワーキンググループ8社 がそれぞ

れ実際の取引に使用 している具体的な帳票 と、自社

でそれをどう加工 して使 っているかを、具体的に全

部洗い上げまして、今の標準では情報項 目に足りな

いものがあるとか、定義のどちらを使っていいのか

わからないとか、いろいろな問題点を整理致 しまし

た。この検討結果をさらに合同のワーキングで検討

して、EIAJ標 準への追加要望項目という形で整理

しております。

その一例 として、この検討を整理 した結果を資料

に添付 して ございます(図 一16,17)。

次に、電線工業会の会員会社の中のEDIの 実態調

査を行いましたので、その状況について簡単に御説

明いたします(図 一6)。 資本金の規模別に示 した

のがこの棒グラフで ございまして、網かけ してある

のが回答 した会社ということで、あらゆる規模の会

社から回答をもらっております。特徴的な点を二、

三脚紹介いた します。まず関心度でございますが、

「非常に関心がある」 「関心がある」rEDIの 要請
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がある」と、この三つを合わせますとほぼ75%、4

分の3がEDIに 対する関心を示 しまして、我々の

思っていた以上に関心が高いということで ございま

す。

また、実施状況にっきましては(図 一7)、 大体

60%が 実施あるいは今後1年 以内に実施予定との回

答がありました。そして、実施 している相手先は、

ファームバ ンキングを除きますと、圧倒的にお客さ

んとの間のEDIが 多いということです。そ ういう意

味で、電線業界としては、今は受注者としての立場

でのEDIの 検討が主体 となっております。

業界別の実際の実施状況につきましては、規模別

では、資本金10億 円以上の企業ですと、例えば1社

で2、30社 と既にEDIを やっております。今後の実

施予定は、1年 間で3～4社 ということで、年率で

十数%の 伸びとなっています。これが資本金が5千

万～3億 円というような中堅の規模のところでは、

伸び率が5～60%と いう比率になっていま して、今

後1年 以内という範囲でみてもかなりEDIが 進展 し

ていくということがこの調査でわかりま した。

それから、EDIを 実施 している理由として(図 一

8)、 よく言われていますが情報の入手 の容易さ、

正確性、書類の削減ということ、さらに、事務処理

の効率化、省力化、それか らお客さんへの対応とい

う結果になっています。また、EDIの 利用業務はや

はり受発注が中心で、それ も出荷とか検収がメイン

になっていて、見積りその他についてはこれか らと

いう状況になっております。

EDIの 利用環境としまして(図 一9)、 まずハー

ドについては、中小企業 も多いということもあ り、

パ ソコン、オフコン、汎用 コンピュータの順番に

なっております。ワークステーションも今後は使わ

れてい くのではないかと思います。

それから、ソフ トにっいては、汎用コンピュータ

が少ないということもあり、パッケージが半分以上

を占めております。今後 このパ ッケージの中でCII

のパッケージ等標準的なものがだんだん伸びて くる

という状況になるかと思います。

業界内の各社がEDIの 今後の課題をどう考えるか

という質問では、ソフ トや ビジネスプ ロ トコル、

ハー ドウェア等のかなり技術的な内容がまずありま

す。それか ら、 トップあるいは担当者 レベルの啓蒙、

業界の指導および公的な指導など、普及 ・啓蒙の活

動が要求されています。 これをうけて実は明日(平

成6年3月11日)、 電線工業会の中で のEDIセ ミ

ナーを、先ほどのワーキンググループにより開催す

る予定で ございます。

次にEDIの 実施状況ですが、先ほどの電力業界、

具体的に東京電力との実施事例をご紹介 します。ま

ず接続形態なんですが(図 一10)、 電線業界側 とし

ては、パ ソコン、オフコン、汎用 コンピュータのい

ずれかを使 っているところ、通信部分だけをパソコ

ンで、実際の トランスレーション、アプ リケーショ

ンのところをホス トでや っているところと、4パ

ターンがあります。そ して、回線はNTT、 あるい

はTTNetの 公衆回線、それか ら通信プロ トコルは

全銀手順で、それぞれメーカー提供のソフ トで対応

しております。 トランスレータについては、EIAJ

の トランスレータを各社共に採用 した運用になって

お ります。

それか ら、推進センターの4段 階の規約 という分

類での2番 目の情報表現方法の規約については(図

一11) 、先ほど御説明のありました電気事業連合会

さんの資材発注業務 ビジネスプロ トコル標準に基づ

いてお ります。在庫対応の業務を中心にスター トし

ておりまして、具体的な電線業界側 との業務改善の

っなが りを含め次に御説明いたします。

これは(図 一12)EDI以 前のシステムで、私ども

の会社の事例です。単価契約を主体とする注文書が

年2回 結ばれておりまして、生産については4工 場

で対応 しており、在庫についてはその4工 場と3箇

所の在庫拠点、合わせて7箇 所にどう配分するかを

考えて、状況に応 じてそれぞれに製造手配をすると

いうことになります。工場から実際の製造データ、

検査データと在庫の情報が上がってきます。これを、

月3回 、旬ごとに提出いた します。これに基づいて

納入依頼が出されると、出庫場所を決め、出荷手配

を し、納品 します。 この納入依頼から実際の納入ま

でが中2日 ということで、非常にスピー ドが要求さ

れる業務であるということと、大変データ量が多い

ということで、EDI導 入の効果が大きく出る部分か

と思います。

私どもが行 った具体的なEDI化 の内容は、大口の

重要なお得意さんである電力会社さんとの問が電子

化されたのに、社内では伝票が飛び交っているとい

うようなことでは何をやっているのか訳がわからな

いということで、社内のシステムの中まで踏み込ん

で見直 しを行いま した(図 一13)。 大きくは工場へ

の製造手配をきるところもできるだけ自動的に変換

で きるような仕組みにし、それか ら、在庫拠点7箇

所の在庫データベースを一元化 して、細かいタイ ミ

ングで出てくる納入依頼に、自動的な出荷指示によ
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る納入を可能に しました。 このように、私どもの業

務 も改善 しなが ら、EDIを 進めて きております。

電線業界 と してのEDIの 実施状況の概要(図 一

14)は 、対象業務はやはり受発注が中心になってお

ります。EDIの 実施形態は電力業界さんとは標準方

式になってお ります。それか らEIAJさ ん、JEMA

さんという電子、電機関連の業界さんとは、今は個

別の方式になっていますが、順次標準方式に移行す

るとか、新 しい取引が起こった場合には標準方式で

行 うことになってお ります。そのほかの業界につい

ては、先方のシステムに受注者側として対応 してい

るケースがほとんどでございます。それか ら建設 ・

電販では汎用品の電線ですので、電線メーカー側の

在庫をごらんいただいた上で注文をいただ くという

ケースが多 く、逆に電線メーカー側のシステムが伸

びた実施形態になっております。

今後の取 り組み予定ですが(図 一15)、 関連業界

との標準化検討作業 は、電気事業連合会 さん、

EIAJさ ん、JEMAさ んについては、業務の種類や

業務範囲の拡張に応 じて、今後も継続 してやってい

くということになろうかと思います。また、これま

での検討をもとにして、電線取引標準をまとめてみ

ようと思います。これは電線業界として固有の標準

をつ くるという意味ではなく、CII標 準体系の中で

電線として固有部分であるサブセ ットを一度整理し

ておこうという意味でございます。

それか ら、EDIの 利用促進ということでは、業界

内では中堅企業を中心としてEDIが 進 もうとしてお

り、具体的な、技術的な内容、あるいは取り組みの

ステ ップ等の関心が非常に強いということが今回の

実態調査でわかりましたので、先ほど申しましたよ

うに電線EDIセ ミナーを開催 して、業界内での普及

・啓蒙を進めていこうと考えています。その第1回

を明日開催致 します。

それか ら、今後EDIFACTの よ うな技術課題に

ついて も検討 し、業界の中にフィー ドバックしてい

きたい。そ してEDI推 進協議会が行っている普及 ・

啓蒙活動と、電線業界独自の普及 ・啓蒙活動を併用

しなが ら、EDIの 利用促進を今後も図っていきたい

と思っています。

最後に、EDIに よる業務改善としま して、電線工

業会の中に物流委員会というのがございまして、そ

こで共同配送計画についての検討が行われておりま

す。当然その共同配送計画ということになりますと、

実際にそこで使われる伝票とか、どういう情報を流

すかが検討課題になってくるかと思います。それ ら

をEDIで 標準化 して、さらに効率を良 くす るための

検討 も行いたいと考えております。 これは物流委員

会との連携でやろうということで、今、物流委員会

側の検討が進むのを待っているような状況です。電

線工業界としては今後もこのような活動を続けてい

こうと考えております。

以上で報告を終わりたいと思います。どうもあり

がとうございま した。

一127一



図 一1日 本電線工業界 の紹介(1)

1-1工 業 会 の 概 要

・会 員 社

電 線 メ ー カ 161社

資本金
従業員

1億円

超

1億円

以下
計(%)

301い

101∨ ・300

31》 ・100

・(30

33

15

5

0

2

28

49

29

35(22)

43(27)

54(33)

29(18)

計 53

(33%)

108

(67%)

161

(100%)

・生 産 額 約2兆 円

(出荷銅量比)

図一2日 本電線工業界の紹介 ②

1-2製 品概要 と取 引形態

取引先業界
取引の状況

金額構成比 取引対象品目 取引の特徴

通信 13 通信用電線 ケーブル ①直接注文
光ファイバケーブル ②新規及び反復継続

電力 11 電力用電線 ケーブル ①直接注文

裸線 ②新規及び反復継続
③在庫品(貯蔵品)

電気機械 26 巻線 ①直接注文
機器用電線 ②一部流通業者

被覆線 ③新規及び反復継続

自動車 20 輸送用電線 ①直接注文

②一部流通業者
③反復継続

建設電販 21 被覆線 ①卸売、小売

(電材店・-事店等)

②電気機械等の①の
需要先への販売

③主に汎用品

その他 民需 9 被覆線他各種 ①直接注文

②一部流通業者

(100%}
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図 一3EDlの 取 組 み状 況(1)

2-1EDI推 進 体 制

理事会

産業情報化対応委員会

委員会 ※委員長 ワーキンググループ ※WG長

古河電工 システム企画部長 三橋 博※ タツタ電線 梅森 猛夫※

住友電工 情報システム部長 山浦 恒稔 古河電工 飯田 俊之

フジクラ システム部長 落合 猛 住友電工 堀 太志

日立電線 情報管理室長 今谷 功義 フジクラ 佐縁馬 亮

昭和電線 システム開発部長 平井 隆 日立電線 浅見 金光

三菱電線 情報システム部長 茶谷 紀好 昭和電線 興野 浩幸

タツタ電線 情報システム部長 山川 威 三菱電線 桐野 茂樹

矢崎電線 営業企画部 梨本 春樹 矢崎電線 伊藤 孝典

電線工業会 常務理事 平塚 恒夫 工業会 石原 元

(各種委員会)
(平成6年1月 現在)

図一4ED|の 取組み状 況(2)

2-2産 業情報化対応委員会活動経緯

1984年10月

1986年3月

1988年7月

1989年3月

1990年8月

1991年3月

1991年10月

1992年2月

1992年4月

1993年'4月

1993年11月

産業情報化対応委員会を設置(産業情報化の必要性、課題の検討)

① 産構法関連のグループの情報システム化

②共通得意先とのデータ交換

③鉄鋼業界等のシステム調査研究

共通取引先(NTr、 電力、」R)とのデータ交換の可能性の検討

電力9社 との取引書類の統一化の検討

「EIAJ取引情報化対応標準(1A版)」 の検討

(EIA」/」CMA合 同WGの 発足)

電気事業連合会 「資材発注業務 ビジネスプロ トコル標準」の説明

電気関係4業 界による業界間EDIの 検討開始(連携指針)

電力業界(東京電力殿)対電線業界 とのEDI開 始

「EIAj取引情報化対応標準(1c版)」 への要望書提出

」EMA/jCMA合 同WGの 発足

Cll標準移行 にむけての検討開始(電事連、JEMA)

電線会員社EDI実 態調査を実施
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図 一5EDlの 取組み状況(3)

2-3標 準化活動の内容

(1)情 報項目対比による検討作業

情報項目対比表

EIA」標 準 帳票 自社 エ ン トリー 問題点 等

業務単位 項目NO 項 目名 項目名 記入例 項目名 桁数 加工内容

`

一

(2)追 加要望項目の整理

●追加要望項目マ トリックス表
●追加要望項目定義表

図 一6EDlの 実 施 状 況(1)

3-1電 線工業会会員社EDI実 態調査 の概要

10倒 江上

3億以上

1億以上

5千万以上

3千万以上

1千万以上

1千万未満

図1:回 答状況

01020

図2:EDIに 対 す る関心度

(会員社数)
40

よ く分か らない

に

1↓」"

.、、

㎞
＼がある

齢 鵬 ・1
～…………『
iEDI

る.が

.・;'」

×、

調査対象社i61社 回答社ll2社(了0%)
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図 一 了 EDlの 実施状況 ②

図3:実 施 状況 図4:実 施 して いる相手先 図5:業 界別実施状況

OdO80120

通 信

電 力

電 気 機 器

自 動 車

建 設

電線販売業

電線メーカ

資材発注先

銀 行

そ の 他

形 既実施 難預

図 一8 EDlの 実施状 況(3)

図6:EDIを 実施 して いる理 由

システム開発 業界内で標準化を

の標準化 推進しているため
コあ㌫ ξ

・＼ ＼/情 報・・得・容・… あ・

競争企業との
差別化手段→

への の
一ヒスの の

・らの蓋固'
・i 、…………閲 一.一

隠　

　

・』羅 書類 の削

o

　

、藻
効率化 . 省 カ ピ;ii}・務処理の

竪 嚢 内

図7:EDIの 利用 業務
0ハ0

注 文 書

検 収 情 報

出 荷 情 報

納 期 回 答

請 求

銀 行 取 引

納 入 依 頼

注 文 詩 書

送 り 状

納 期 確 認

支払予定情報

見 積 回 答

見 積 依 頼

.返 品 情 報

そ の 他

203040 50

薪

I

l

猜冶

麗

響

ー

ー

四

難

灘

籔

響
錫
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図 一9EDlの 実施状況(4)

図8:利 用環 境 図9:今 後の課題

ハー ド(利用 コ ン ピ ュー タ)

ワークステーシロン

↓

ソ フ ト(ト ラ ン ス レー タ)

;了7ージ/

ソフ トウエア

標準 ビジネス
ブDト コル

担当者レベルの啓蒙

業界の指導

ハー ドウエア

法律上の問題

トプブの啓鞭 ・理解

公的な指導

o 20

図 一10EDlの 実 施 状 況(5)

3-2対 電力業界(東 京電 力殿)実 施事例

(1)EDIの 仕組み(情 報伝送方法規約)

東京電力

電子計算

センター

塁 ロロ

回線:NＴr/TrNet公 衆 回線

・通信 プ ロ トコル:全 銀 手順(メ ー カ提 供 ソ フ ト)

・ トラ ンス レー タ:日A」 トラ ンス レー タ(推 進 セ ンタ/メ ー カ提供パ ッケージ)
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図 一11EDlの 実 施 状 況(6)

(2)E回 の仕組 み(情 報表現方法規約)

東京電力

躍 三

薗

電子計算

センター

一(2)一

情報表現方法の規約

① ビジネスプロ トコル
「資材発注業務 ビジネスプロ トコル標準

(電気事業連合会)

②対象業務
・貯蔵品納入依頼書(受信)

・ 〃 納入可能量データ(送信)

〃 所要量計画(受信)

・ 〃 検収兼支払通知書(受信)

・銅電線精算データ他(受信)

電線 メーカ

閲幽

電線 各社

コ ンピ ュー タ

図 一12EDIの 実 施 状 況(7)

(3)EDIに よる業務改善事例(古 河電工)
●従来の 「貯蔵品システム

東

京

電

力

殿

営

業

工

場

及

倉

庫

注文書

2回/年

月3回

・可能量報告

(資材管理課)

・社内検査データ提出

(資材センター検査課)

⇒ 納入依頼書

酬
㊦

△
納入依頼～納入

(中2日)

<生 産 ・在庫場所

の配 分〉

鴎

〈製造手配入力〉

社横申請書作成
司← 在庫表の作成

(可能量報告書作成)

<出 庫場所の

割付 〉

→

〈出荷手配 入力〉

鴎

㊥

闇 雰週 薗 噂
㊦ ㊥

闇
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図 一13EDlの 実 施 状 況(8)

●EDIに よる改 善後 の 「貯蔵 品 システ ム」

東

京

電

力

殿

所要量計画
i趾ll酬→

納入依頼デー タ

⑧'△注文書
1回/年

_(
腰 、酬 社内検査

データ提出

_(

目]
uuu

可能量データ
h
1山川1

ゴ土1甘
1佃 川口

111"u IdI、

営

業

‡ ↑
.

<変 更があ楓盈
・可能量報告

'≧

芒翻

<変 更が あ砿顧

: 1
:

計

算

機

、'ウ
.▼

・

▼

自動変換処理

データ項目の対応

生産在庫場所の決定

→

注文書製造手配書DB 在庫管理D8

11世齪
dI]

←

㍉

自動変換
出荷場所
の決定一

lIllll

r宜 1錨
鴫 レ

)

「
一

1r
ou Il

工

場

及

倉

庫 ㊥

▼

鴎
送り状

_(製造指示

〈社横データ〉'〈入庫登録〉 〈出庫指示 〉

鴎 融 鴎 一
㊥ ・==一 一 ㊥

図 一14EDIの 実 施 状 況(9)

3-3実 施状況の概要

取引先業界
EDIの 状 況

対象業務 実施形態

通信 先行注文、注文

納入、支払

個別方式

(先方システム)

電力
'
貯蔵品納入指示
出荷可能量

検収

標準方式

(先方システム)

電気機械 注文、納入、検収 個別方式ノ標準方式

(先方システム)

自動車 設計、注文

搬入予定

個別方式

(先方システム)

建設電販 注文、納入、請求

在庫照会

個別方式

(当方システム)

その他
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図 一1了 追加要望項 目定義表

92.4.22

項 目
NO 項目名称 CD 項 目 内 容

属性

(桁数)

楽 長 注文数をある単位の量に切り分け納入する場合の切り分け

数量を示す.

9(9)V9(3)
'

×10

楽長個数

.

同上数量に対する個数を示す. 9(4)

×10

、

条長単位 * 注文数をある単位の量に切り分け納入する場合の切り分け

数量単位を示す.

X(3)

工事件名(カナ) 発注者の工事件名または、 プロジェク ト名 を表す. X(40)

工事件名(漢字) 同上の漢字表記 N(40)'

主材 料コー ド
*
契 約 時 の 主 要 材 料 を表 す コー ド

01,02,03,04,05,06,07,99

CuAlPbAgSuNiAuそ の他

X(2)

主材料ペース 契約時の主要材料のペース単価を表す. 9(10)V9(3)

主材料単位 * 主材料ペース単価に対応する数量単位を表す. X(3)

図面 ・仕様書番号 発注者が受注者に提示する図面 仕様書等の管理番号. X(30)

試験成績書

要否区分

* 試験成績書要否を指示する区分.

1.要

2.不 要

X(1)

試験成績書

検査区分

* 試験成績書の検査項目、規格 を指示する区分.

1.検 査項目を発注者が指定

2:特 定規格 による

9.そ の他

X(1)

試験成績書

表記区分

* 試験成績書の表記を指示する区分.

1.和 文

2.英 文

9.そ の他

X(1)

試験成績書

部数

試験成績書の部数を指示する. 9(2)

試験成績書

提出方法

* 試験成績書の提出方法を指示する区分.

1.現 品添付

9.そ の他

X(1)

市町村 コー ド 製品納入場所を表すJIS市 町村コー ド X(7)

153 送 り先住所(カナ) 製品納入場所

(都道府県名、市区郡名、区町村名、番地、

宛先法人名、所属、氏名 等)

X(180)

送 り先住所(漢字) 同上の漢字表記 N(90)

納入時連絡先 製品を納入する際の連絡先電話番号 X(18)

単価スライド区分
*
単価が主材料ペースによってスライ ドするか否かの区分

1.固 定

2.ス ライド

X(1)
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14.㈱ 日本 電機工業会

平 省治

間 日本電線工業会 ・EDI推 進委員長

㈱東芝エネルギー事業本部エネルギー情報システム部長

今御紹介 していただきま した平で ございます。

「JEMAに おけるEDI推 進」と題 しまして、 日本

電機工業会か ら御紹介 したいと思います。

先ほどより電気事業連合会さん、電線工業会さん

より四業界連携指針の御紹介がございましたが、電

機工業会 もその四業界の一つでございます。現在の

電機工業会の推進状況を最初に御紹介 しておきます

と、会員企業さんのうちの数社さんは東京電力さん

とEDIを 始められてお ります。そして電線メーカさ

んとは実施の準備を進めているという段階でござい

ます。 したがいま して、電機工業会は決 してEDIの

先進業界ではございません。推進状況を御紹介する

ことにいたしましたのは、始まったばか りのEDIの

現状を御理解いただきまして、関係機関、関係業界

に一層の御協力をいただき、EDI化 を加速させたい

というのが本音のところでございます。

御紹介の手順 は、まず最初 に、JEMAの 取 り扱

い製品や会員会社の規模を、EDIに 関係のありそう

な側面より御紹介 します。次にEDIに 関係 しまして、

会員会社の調査を したものがございますので、その

内容を御紹介 します。それからEDIの 推進の経緯、

体制、実施状況、効果事例等を御紹介 しまして、最

後に今後の取り組みを御紹介 したいと思います。

日本電機工業会(図 一1)、 英文字の頭文字をと

りましてJEMAと な りますので、 ジェマと言 って

お ります。設立 は1948年 で ございまして、設立 され

ましてから大体半世紀 ぐらいになります。

取 り扱い製品は重電機器とそのシステム、それか

ら家電機器 とそのシステムで ございまして、生産高

は、1992年 度の統計で7兆 円を越 しております。会

員数は、2月 現在で265社 で ございます。

JEMAの 取 り扱 い製品の生産額をみてみますと

(図一2)、 電機製品を取 り扱 うもので電子半導体

とその応用装置や通信機器、重電 ・家電を合わせた

合計が30兆 円で、その うちJEMAの 取 り扱い分は

重電が15%、 家電が10%、 全体の大体4分 の1と い

うことで、先ほど申し上げま した7兆 円ぐらいの取

り扱いになるということで ございます。この中で、

10%ご ざいます家電機器は、皆さんよ く御存 じのテ

レビやエアコン、洗濯機のような ものであります。

そ して、きょうのメインになる重電機器が15%ご ざ

いますが、これは発電プラントや送変電プラン ト、

上下水道等の公共のプラン ト、それか ら産業のプラ

ン トなどの システム製品、また、それを構成す る

モータ、配電機器、制御機器というような単品から

なっております。

それから、 ビジネス上の特徴が、お客さんの要望

に合わせて製作する注文品にございまして、 これに

は一品生産、それか らシステム製品というものがあ

ります。納入場所や納入形態 も、お客さんの指定に

基づいて行うのが一般的で ございます。また、比較

的標準品に近い単品でございますけれども、 これに

しましても、例えば配電機器などで ございますが、

生産の量はそれほど多 くな く、一般的に言われます

中量産品程度でございます。また、重電機器は、取

引の内容を定義するのに、比較的た くさんの情報量

を必要とするのが特徴ではないかと思います。

JEMAの 取 り扱 い製品、家電 も合わせてお りま

すが、1,000品 目以上 ございます。各企業 さんにっ

いて見ますと、JEMAの 扱い製品の全分野を扱 う

企業さんや電機関係以外の ものを扱 う企業さんもあ

りまして、EDIを 進めると申しまして も、どうして

も複数の業界標準に関係する会員企業さんがたくさ

んあるということです。きょうのお話は、特に重電

分野のEDIに ついて御紹介 していきたいと思います。

次に、JEMAの 会員 さんを従業員数によって分

類 して見てみます(図 一3)。 この265社 の分類でご

ざいますが、従業員数1,000未 満の会員さんが59%で

約6割 と比較的多いことと、5,000人 以上と資料分

類されていますが、その中には何万人もの大 きな企

業さん も含まれまして、規模の差が大変大きいとい

うのが特徴です。 したがいまして、情報システム化

への取り組みも一様でないと想像で きます。

私 どもの目標の一つは、約6割 を占め る従業員

1,000人未満の会員企業さんへEDIを 普及 させ ると

いうことです。

少 し以前にですが、会員企業さんに重電分野以外

も含めて、 コンピュータ化の状況を調査いた しまし
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た(図 一4)。 発注 にしましても受注にしま して も、

約8割 が コンピュータ化済みということでございま

す。ただ し、よく調べてみますと、取引先との情報

交換は、やはり伝票とかファクシミリで、7割 以上

の企業で はコンピュータ化は社内システムにとど

まっています。 したがって、受注とか発注業務の コ

ンピュータ化はある程度は進んでいるが、EDI化 は

これからであるということが、 これでおわか りいた

だけようかと思います。

次にEDI推 進の経緯ですけれども(図 一5)、 現

在、会員企業の数社さんが、四業界連携指針に基づ

きまして、柱上変圧器取引のEDIを 開始 しています

し、電線取引のEDIも 計画中で ございます。四業界

連携指針の告示 と同時期に、私ども1991年 の9月 に

EDI推 進委員会を設置いたしまして、重電分野にっ

いての推進を開始 しております。4業 界連携指針は

私 どもJEMAに とりま して も大変大 きな意義が ご

ざいます。一つはJEMAが 重電分野のEDI推 進の

歩みを始めるきっかけを与えてもらったということ

です。二つ目は、EDIの 先進業界さんと連携できる

ということです。私どもにとりましては先輩業界 さ

んに教えていただきながらスムーズに進められると

いう、願 ってもない指針であり、大変好都合な組み

合わせに していただいたと思っております。

1991年 当初は、rEDIと は」というところから始

めまして、電気事業連合会 さんや電線工業会 さん、

それから電子機械工業会さんの事例を勉強させてい

ただきま した。それで、EDIと はどんなものかが大

体わかってきた段階で、二つの基本方針を決めてお

ります。一つは、最初から重電機器の業際EDIを や

ろうということ、もう一つは販売と購買を同時に並

行で推進 しようということです。販売にっきまして

は柱上変圧器を、購買にっきましては電線をモデル

に し、相手の業界さんにお願い しまして、御協力を

得る約束をいただきま した。

1992年度にはビジネスプロ トコルを検討 してまい

りました。柱上変圧器と電線でございますか ら電気

事業連合会さんの標準と、それから電線工業会さん

が使われているEIAJ標 準を検討 しました。1993年

度、これは秋より会員企業さん数社が東京電力さん

と柱上変圧器にっいて実施 しました。それか ら、古

河電気工業さん、三菱電線工業さん、昭和電線電績

さんと電線にっいての実施の準備を行ったのが1993

年度でございます。

次にEDIの 私どもの推進体制でございますけれど

も(図 一6)、 重電分野 に焦点を合わせて進めてお

ります。JEMAの 重電関係の機構 といた しま して、

EDI推 進委員会を設 けてお りまして、現在三つの

ワーキンググループと二つの トライアル部会、一つ

の会議という体制で進めております。EDI推 進委員

会は事業計画や基本方針、業界間の連携、外部推進

機構への参画、また国際会議への参画、普及 ・啓蒙

活動等を主な仕事 としております。 、

次に購買でございますが、資材取引標準メッセー

ジ検討 ワーキ ンググループを設 けま して、主 に

EIAJ標 準の検討をしてお ります。その下にEDIト

ライアル部会を設けまして、モデルとなる電線取引

の試行をいたしております。

それから販売にっきましては、電力取引標準 メッ

セージ検討ワーキングというものを設置 しまして、

柱上変圧器取引のために電事連標準の適用性の検討

を進めております。そしてその下に トライアル部会

としまして、柱上変圧器取引の試行のための トライ

アル部会を設置 しております。運用面では、EDIシ

ステム運用検討ワーキングを設けまして、業務運用

規約、シンタックスルール、それから通信手順など

の適用性を検討 してまいりました。

他に、EDI推 進主査会議というものを設けてお り

ますが、これはワーキンググループ等の間の調整と

いうのが主な機能でございます。現在21社 より委員

を出していただいて進めております。

EDIの 推進については(図 一7)、 先輩の立派な

標準があるわけです し、四業界連携指針 もございま

すので、先行標準の適用性 をまず検討 し、また

EIAJ標 準の制定は極力避けようという大方針のも

と開始いたしました。メッセージ、それか らデータ

コー ドの適用性の検討では、電力への販売でござい

ますけれども、電事連さんの資材取引標準2B暫 定

版 というものを検討させていただいてお ります。購

買の立場では、EIAJ取 引情報化対応標準1994年 版

を、案 もしくは暫定版の段階で開示 していただき、

進めてまいりま した。電気事業連合会さん、EIAJ

さん、電線工業会さんには、検討の段階で コンサル

テ ィングしていただき、検討 した結果をJEMAの

要望として取 り上げていただいておりまして、随分

御協力を得ております。

次にシンタックスルールでございますが、日本情

報処理開発協会 ・産業情報化推進センターさんが制

定されておりますCIIシ ンタックスルール、 これは

EIAJ標 準とも相互運用で きるということで、非常

に弾力性のある、よいルールだ ということで採用 し

ております。
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通信手順は、広 く利用 されてお ります全銀協手順

に しようということで、新通信手順につ きましては、

今後の検討課題ということに しております。

JEMAに おきま しては、情報の流れの整理をす

るとか、情報の種類、個々のメッセージを正攻法で

検討 してまいりました。1年 とか1年 半という短期

間で適用標準の検討が概略完了できておりますが、

これは先行標準の適用を検討 してきたか らであると

思 っておりまして、先行標準の適用性をまず検討す

るという方針できたことは、今では間違ってなかっ

たと確信 しております。

次に実施状況で ございますが(図 一8)、 東京電

力さん との間で柱上変圧器の納入業者3社 が開始 し、

さらに3社 が計画中ということです。対象品目は、

配電用機器 と書いてありますが、柱上変圧器を中心

に してお ります。 この柱上変圧器 と申しますのは、

中量産品、あらか じめ単価契約 して取引され、ある

程度まとめてつ くったり、在庫 したりするものでご

ざいま して、対象情報は、 この図にあ ります4情 報

を対象として進めてお ります。

実施につきまして、柱上変圧器を納入 している6

社が合意 しまして、東京電力 さんにお願いして進め

てまいりま した。各社とも社内ワーキ ングを設けて

進めていらっしゃいますが、開始時期は個々の事情

によって多少ばらつきがございます。

具体的に検討を開始させていただいてから大体半

年という短期間で実施できております。これは私ど

もの会員さんの努力もございますが、電気事業連合

会さんの御支援 とか、東京電力さんの リー ドによる

ものが大きいと考えております。

電線取引につきましては、三菱電機さん、富士電

機 さん、東芝が今のところ推進 し、具体的に進めて

いるという状況でございます。

それから、EDIの 効果でございますが(図 一9)、

これ は高岳製作所さんの事例でございます。EDIに

よる直接的効果として1っ には、取引にかかわる事

務処理のスピー ドアップが図られております。それ

か ら二つ目に、事務処理コス トの低減が図られてお

ります。具体的には、売上げ管理のために手作業で

しておられました伝票入力が廃止できております し、

検収伝票 と出荷伝票を照合するという作業 も廃止で

きたと聞いております。

EDIに よる間接的効果または波及効果にっいて、

これ は社内システムの高度化、BPRの 手段 にEDI

を使 うということですけれども、社内システムの高

度化が進んでお りまして、営業と工場の間でネ ット

ワーク化ができたという報告を得ております。納入

依頼に関 して、工場に製作指示を出すことになるわ

けですけれども、従来はファクシミリでや っていま

したが、データで送れ るようになったということで

す。それから出荷指示の自動化がありますが、これ

は出荷指示書の電算機出力を開始 したということで

ございます。

今後の取り組みでございますが、私 どもはEDIの

推進を開始 したばか りということで ございます。当

面は、標準 メッセージをさらに整備す ること、それ

からEDI導 入のための普及活動を本格化することに

なろうかと思います(図 一10)。

標準メッセージの検討では、対象品 目を拡大す る

ことと、対象分野の拡大と、二つございますが、品

目の拡大の方では、まず購買の側といた しまして は、

購入素材、購入部品、それから加工外注品というも

のに拡大 していきたいと思っております。次 に販売

の立場ですと、電力会社さん向けの配電用の単価契

約品以外へも拡大 しなければいけませんので、これ

に力を入れていきたいと思 っております。

それから、対象分野の拡大で ございますが、業際

的には電力業界さん、電線業界さんの取引企業を拡

大していきたいと思ってお ります。さらに、電子、

鉄鋼、石油化学、物流、商社等、新 しい業界へ拡大

させていただきたいと思っております。 もちろん、

JEMA内 の相互実施企業を拡大するということ も

進めてまいります。

また、EDIの 導入促進ですが、関連業界さん との

連携が非常に重要でございますので、連携を強化 さ

せていただ きたいと思っております。

国際標準化対応ですが、国際化対応でおくれない

ように準備 したいと思 っておりま して、そのための

調査研究や、EDI国 際会議に参加するということに

力を入れていきたいと思 っております。

最後 に、EDIを 始めて間 もないJEMAか らでは

ありますが、今か らEDIに 取 り組まれる業界 さんに

御紹介できるポイン トとしまして、標準をつ くる方

向ではなく、既存の標準を適用する方向で進められ

れば、相当効率的にEDI化 を進め られ ることを申 し

上げます。また、最初にお願 いしましたように、歩

み始めたばか りの我 々JEMAに 対 しま して、今後

の一層の御支援を賜わりたいと思 います。

どうもあ りが とうございます。
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図 一1JEMAの 紹介

社団法人 日本電機工業

THEJAPANELEcTRlcALMANuFAcTuRERs'AssoclATloN

〔重 電 機 器 ・シ ス テ ム:4兆5千 億 円 〕

〔家 電 機 器 ・シ ス テ ム:2兆8千 億 円 〕

994年2月 現 在)

図 一2JEMAの 取扱製品の生産額

電子管・半導体素子
及 び 集 積 回 路

十

30兆 円

15%

重 電

10%

家 電

通信・電子装置の
部品及び付属品

通信機械器具及
び無線応用装置
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図 一3JEMA会 員 の従業員数

図 一4会 員会社 におけるEDl実 態調査

受発注業 務 の コ ンピュータ化状 況
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図 一5EDl推 進経緯

ぽEMa

91年 度 「EDl推 進 委員 会 」設 置

・電 力 ・電 線 ・電 子 事 例 講演 会

・重 電 機 器 の 業 際EDl化

・"売 り"と"買 い"併 行検討

92年 度

電気4業界間連携指針

ビジネスプロ トコル検討

・柱上変圧器 取引

・電線取引
⇔
電 気事業連合会

電 線工 業 会

ElAJ・EDlセ ンタ

93年 度EDl実 施

・柱上変圧器ほか配電用機器取引

・電線取 引

東京電力

古河電気工業

三菱電線工業

昭和電線電績

図一6EDl推 進体制(93年 度)

㊧EMa

－EDl推 進主査会議

一 資材取 引

標準メッセージ検討WG
一 電線取引EDl

トライアル部会

罐F
一

一

電力取 引

標準メッセージ検討WG
一 柱上 変圧器取 引EDl

トライアル部会

EDlシ ステム

運用検討WG
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図 一 了EDl推 進方針

/
1… へ

JEMA標 準の制定は避 ける 〔⇒ 先行標準 の適用検討

口
取 り決 め事項 適 用 標 準

メ ッセ ー ジ フ ォー マ ッ ト,

デ ー タ コ ー ド

売 り:電 事連標準(対 電力)

買 い=ElAJ標 準

シ ン タ ッ ク ス ル ー ル C川 標 準

通 信 手 順 全銀協手順(新通信手順は今後検討)

＼ /

図 一8EDl実 施状 況

ぽEMa

'、

対象品 目 高岳製作所=93年10月

配電用機器 三 菱 電 機:93年10月

東京電力 一 対象情報 一
日立製作所:94年2月

・所 要 計 画 愛 知 電 機 へ
・納 入 依 頼 書

・検 収 書 ダ イ ヘ ン 〉計画 中

・在 庫 確 認 松下電器産業 ノ
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図 一9EDl化 による効果

事務処理 の ス ピー ドアップ

事務処理 コス トの低減

・伝票入 力作業 の廃止

・照合作業の廃止

社 内 シ ステ ムの 高度 化

・営業 ・工場 間のネ ッ トワーク化

・出荷 指 示 の 自動 化

図 一10今 後の取 り組み
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石油化学
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EDI導 入 促進 レ

十 会員への普及活副

国際標準対応
十 調査研究1
一

・EDl国 際 会議 参 加
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閉 会 挨 拶

岸 博幸

通商産業省機械情報産業局電子政策課課長補佐

通産省電子政策課課長補佐の岸で ございます。

本日は、ちょうどよい機会でありますので、通産

省が、最近、情報化に関 しまして何を考えて、どう

いうことを進めているか、簡単に御説明 したいと思

います。

情報化という言葉は しば らく以前か ら使われてい

ますが、思ったようには進んでいません。そこで、

通産省 としましては、再び情報化の意義を見直 して、

新たに情報化を進めるための政策を実施 しておりま

す。最初に、現状を簡単に申 し上げます。情報化と

いう場合、公共部門の情報化 と、民間部門の情報化

という課題に大きく分かれると考えております。

公共部門は行政を行っている役所 とか、病院、学

校などが入 ります。公共部門の情報化は国際的に比

較 しまして も、明らかに日本は遅れていると考えて

おります。,そこで公共部門の情報化に関 しま しては、

政府が主体となって積極的に推進 していくという考

えのもと、昨年の補正予算などか らいろんな形で予

算をとりまして、情報化を進めているところであり

ます。

次に民間部門の情報化ですが、このうち産業部門

では、工場内の情報化あるいは単純な計算業務であ

るという形での情報化はある程度進んでいますが、

例えば知的生産を行 う部門、流通、さらには取引を

する部門の情報化はやはり外国と比べて非常に遅れ

ていると認識 しております。そのほか民間部門には、

家庭の情報化 も入っておりますが、総体 として見た

場合には、民間部門の情報化 も非常に遅れていると

考えてお りまして、これを進めるために、やはり政

府にも役割があると考えてお ります。

具体的には、政府が何かを直接するのではなくて、

民間の皆様が情報化を進めやすいような環境整備を

してい くという観点から取 り組んでおります。一つ

には規制緩和があります。例えば、通信放送部門の

規制緩和です。また、書類保存義務として、今いろ

いろな法律 によ り紙で書類を保存を しな くてはいけ

ないという義務があ ります。 こういった規制緩和を

行っていくべきであると考えて、政府部内でいろい

ろ議論を している段階であります。それ以外にも、

技術の標準化などの環境整備をしていき、皆様が情

報化を進めやすいように していきたいと考えて、い

ろいろ政策を行 っております。

EDIに 関しましては、まさに今申 し上げました産

業の情報化のために、非常に重要なツールであると

いう認識を強 く持っております。 この認識のもとに、

今まで様々な政策を行ってきたわけであります。例

えば、業際的なEDIを 確立するための実験ですとか、

EDIの 導入に対する低利融資、さらには、このEDI

推進協議会の設立などの政策を行ってまいりました。

最近になって感 じますことは、このように政府が

いろいろやりましても、やはり皆様がこのEDIの 必

要性をよく認識 していただいて、導入のための努力

をしていただかない限りは、やはり普及は進まない

ということです。通産省としましては、このための

環境はある程度作 ったつもりであります。業際的に

使えるCII標 準の開発など、いろいろとや ってまい

りましたし、今後 もEDIが 普及するように通産省は

前向きに取り組んでいくつ もりでありますが、それ

だけでは決 してEDIは 普及 しません し、今の状態は

すぐには変わ らないと思 っております。

産業の情報化を進めた場合の効果 としま しては、

生産性の向上とか企業活動の高度化など、よくいろ

いろ言われております。アメリカはそういう効果が

あるということを強 く認識 してお りまして、現在 ゴ

ア副大統領がNII、 全米情報基盤構想 というものを

去年の9月 に打ち上げて情報化を進めていますが、

そのNII構 想の中で、このEDIに 関 しま して もはっ

きり重要性を表明 していまして、どんどん民間の人

が推進すべきであると言 っております。

ですから、日本においてもEDIが 早 く普及 しない

と、国際競争力という観点からも非常に大きな問題

になるのではないかと思 っております。ぜひ皆様に

はEDIの 重要性を認識 していただきまして、特に今

後は自分の業界だけでなく、ほかの業界 とまたがっ

た業際的なEDIを 導入 していただけますよう御検討

いただければと思ってお ります。

このようにいろんな業界の方々が集まってEDIに

関 して情報交換をするフォーラムが開催できたこと

は、非常に喜ばしく思っております。 これはEDI推

進協議会ならびに産業情報化推進セ ンターの皆様の
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御尽力の賜だと思います。また、本日のフォーラム

には多 くの方々に参加 していただきま して非常に有

意義だったと思 っております。このような催 しは今

後定期的にやっていきたいとも思 っておりますので

是非宜 しくお願い致 します。

どうも有 り難 うございました。
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